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１．はじめに 

わが国では、持続可能な都市として維持・継続していくためにコンパクトシ

ティの構築が求められていますが、人口減少・高齢化が進み人口構成を大きく

変えていく局面に入っています。北陸地方においては、全国平均よりもその進

捗が早く、すでに中心市街地の主要な商業機能の撤退などが見受けられており、

持続可能な都市へと再構築していくことが喫緊の課題となっています。 

北陸地方の既成市街地を再編するにあたっては、今後の限られた人口・投資環

境を踏まえると、旺盛な床需要を前提とした再開発事業は成立しない状況です。 

さらには、老朽化した既存ストックが多く現存する構造的課題や、市町村合

併などにより膨らんだ公的資産の活用などの複合的な観点で捉える必要があり、

既成市街地の再編にあたっては、戦略的に取組む必要があります。 

本書では、北陸管内の自治体の方々にアンケート調査やヒアリング調査等の

ご協力をいただきながら、既成市街地の再編に関するまちなかの現状や課題、

まちなか再生やまちなか居住につながる取組の事例紹介のほか、関連する国や

自治体の補助制度を取りまとめています。なお本書は、今後も取組事例の追加

や内容の充実を図り、北陸管内のまちなか再生やまちなか居住の動きを反映す

る予定です。 

今後各自治体において、それぞれの地域に見合う身の丈にあった、まちなか

再生やまちなか居住を進める際の参考としてご活用頂ければと思います。 

※北陸地方とは、まちづくり・住まいづくり分野において、国土交通省北陸

地方整備局が管轄する地域を指しており、以下対象地域は、新潟県、富山

県、石川県としてご理解ください。  
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本書は、次のような構成になっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

２．北陸発 まちなか再生・まちなか居住に向けた取組事例 
３．まちなか再生・まちなか居住に係る制度・事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
それぞれの事例のなかでは、取組の内容（工夫・ノウハウ）、取組の効果から

今後の課題・展望をまとめています。 
また、関係自治体へのヒアリング調査を踏まえ、より具体的な取組状況がわか

る内容とし、必要に応じて、コラムで補足情報を掲載しておりますので、事業に
至る背景などを知ることができます。 

 

◎北陸管内の先進事例、まちなか再生・まちなか居住に係る制度・事業 

◆制度・事業手法を学ぶ！  
施設別（拠点系・居住系）にまちなか再生やまちなか居住のアイデアや相乗効果
を発現するような制度・事業手法を紹介しています。 

◆今後のすすめ方の参考とする！ 
事業の Point!を整理し、各プロセスにおける住民との協働や行政における取組み
方などについて参考となる事例を紹介しています。 

◆身近な先進事例を知る！  
北陸管内の自治体におけるまちなか再生やまちなか居住につながる取組事業のうち、拠
点系・居住系施設、また、まちなかにおける面整備や公的不動産を活用した事例につい
てPick upし、事業概要や経緯等について紹介しています。 
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２．北陸発   まちなか再生・まちなか居住に向け

た取組事例 
本書に取上げた事例は、おおむね過去 15 年間に北陸管内において取組まれて

きた事業のうち、各都市のまちなかにおける交流人口や居住人口の増など、特

に、今後のまちなか再生やまちなか居住をすすめるヒントとなると思われる 44

事例（事業完了 43 事例、事業中 1 事例）について、北陸管内の自治体にご協

力いただき取りまとめています。 

なお、導入施設において、商業、公共公益、福祉、交流施設等は「まちなか

再生 (拠点系) 」、居住施設、居住施設とその他施設との複合施設は「まちなか

居住 (居住系) 」と区分し、面整備事例は「まちなか居住 (面整備) 」、公的不動

産の活用事例は「まちなか再生 (公的不動産活用) 」、官民連携の活用事例は

「まちなか再生 (官民連携) 」と整理しています。 
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≪施設一覧（※事例 36は事業中）≫ 

№ 施設名称 所在地 導入施設 導入事業

まちなか再生（拠点系）

事例3 ステージえんがわ 三条市 交流施設
都市再生整備計画

＜地方都市リノベーション事業＞

事例4 シティホールプラザアオーレ長岡 長岡市 公共公益施設 都市再生整備計画事業

事例5 越後妻有里山現代美術館［キナーレ］ 交流施設 －

事例6 十日町産業文化発信館「いこて」 交流施設
都市再生整備計画事業

＜地方都市リノベーション事業＞
暮らし・にぎわい再生事業

事例7 分じろう・十じろう 交流施設
都市再生整備計画

＜地方都市リノベーション事業＞

事例8 直江津学びの交流館 公共公益施設 暮らし・にぎわい再生事業

事例9 イレブンプラザ 商業施設
暮らし・にぎわい再生事業
戦略的中心市街地商業等

活性化支援事業

事例11 立山町元気交流ステーション「みらいぶ」 立山町 公共公益施設、交通施設 都市再生整備計画事業

事例12 グランドプラザ（富山市まちなか賑わい広場） 交流施設 都市再生整備計画事業

事例13 富山市角川介護予防センター 福祉施設 都市再生整備計画事業

事例15 ウイング・ウイング高岡
公共公益施設、

商業施設、宿泊施設
市街地再開発事業

事例16 高岡駅前東地区複合ビル整備事業「sorae高岡」 公共公益施設 暮らし・にぎわい再生事業

事例17 氷見市役所庁舎 氷見市 公共公益施設 －

事例18 ミナ．クル 七尾市
公共公益施設、

商業施設、宿泊施設
市街地再開発事業

事例19 近江町いちば館 商業施設 市街地再開発事業

事例20 金沢21世紀美術館 交流施設 －

事例22 片町きらら
商業施設、ブライダル施設

業務施設
市街地再開発事業

事例23 学びの杜ののいち「カレード」 野々市市 公共公益施設
都市再生整備計画

＜都市再構築戦略事業＞

事例24 サイエンスヒルズこまつ 交流施設 都市再生整備計画事業

事例25 こまつ曳山交流館「みよっさ」 交流施設 都市再生整備計画事業

事例26 KOMATSU A×Z SQUARE（こまつアズスクエア）
商業施設、教育施設

宿泊施設
都市機能立地支援事業

小松市

高岡市

上越市

富山市

十日町市

金沢市

公共公益施設
都市再生整備計画

＜都市再構築戦略事業＞

都市再生整備計画
＜都市再構築戦略事業＞

公共公益施設新発田市

医療施設、福祉施設
都市再生整備計画

＜地方都市リノベーション事業＞
阿賀野市

事例1 新発田駅前複合施設

事例2 あがの市民病院

市民交流施設高田公園オーレンプラザ

事例14

事例10

TOYAMAキラリ（ガラス美術館、図書館）

金沢学生のまち市民交流館事例21 交流施設 街なみ環境整備事業

市街地再開発事業
都市再生整備計画

＜都市再構築戦略事業＞
公共公益施設、業務施設
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事業期間
掲載
ページ

まちなか再生（拠点系）

平成26～27年度 プラットフォームとしての役割 外出機会の創出 高齢者の社会参画 2-14

平成19～23年度 まちなか回帰 機能別配置で利便性向上 実証実験によるソフト展開 2-16

平成11～15年度 工場跡地活用 温浴施設併設 賑わい創出施設 2-20

平成25～26年度 娯楽施設跡地活用 文化交流施設
商業店舗・イベント広場・
コミュニティスペース

2-22

《分じろう》平成25～27年度
《十じろう》平成25～28年度

公共施設のリノベーション 構想段階から市民が参加
地元内外の人の交流・地元の人

の活動の場
2-24

平成17～22年度 民間施設の一部買収 図書館機能導入 低予算でリノベーション 2-30

平成23～25年度 身の丈再開発 多様な資金調達 最低限の収益計画 2-32

平成22～24年度 駅と公益施設の合体 ターミナルが賑わい拠点 多世代利用施設 2-36

平成15～19年度 全天候型交流広場 公民連携 賑わい拠点機能 2-38

平成16～23年度 まちなか公有地活用 高齢者向け施設 指定管理者 2-42

平成13～15年度 駅前再開発 公共施設・教育施設導入 行政の人的支援 2-46

平成27～29年度 自由度の高い制度活用 面的再編と機能の集約 駅周辺からの波及効果 2-50

平成24～26年度 廃校体育館のリノベーション 公共建築活用の新庁舎 市民と対話型空間 2-52

平成14～18年度 身の丈再開発 子育て支援施設・図書館 先行地区の反省 2-56

平成16～20年度 低容積型への方向転換 身の丈再開発 子育て施設・研修施設 2-58

平成7～16年度 小学校跡地活用 賑わい再生 斬新な施設内容・運営方法 2-60

平成25～28年度 都心軸再生の起爆剤 身の丈にダウンサイジング
権利者法人が一括して運営・管

理
2-66

平成25～29年度 ＰＦＩ手法を採用 周辺施設との連携 事業期間の短縮 2-68

平成24～25年度 学校教育支援 企業参画 ２年という速さ 2-70

平成24～25年度 祭り文化の拠点 曳山展示場 子供歌舞伎の練習場 2-72

平成27～29年度 ＰＲＥの有効活用 不動産証券化スキーム 学びのエリアを創出 2-74

平成22～24年度

平成23～27年度

2-34

歴史的建造物活用

平成27～29年度

平成25～28年度

平成25～27年度

事業のＰｏｉｎｔ！

開放的市民交流施設外来用駐車場ゼロ民間再開発で文化施設

代替施設の機能アップ 多世代交流の促進 「重ね使い」による支出抑制

市立病院を核 福祉施設の跡地活用 市民交流拠点機能

官民連携複合施設 子育て支援施設・図書館駅前低未利用地活用

金沢固有ストック 学生・市民の参画・運営

2-12

2-62

2-44

2-8
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 № 施設名称 所在地 導入施設 導入事業

まちなか居住（居住系）

事例27 富士マンション 新潟市 居住施設 優良建築物等整備事業

事例28 フェニックス大手イースト　等
公共公益施設、

商業施設、業務施設、居住施設
市街地再開発事業

事例29 フェニックス大手ウエスト
公共公益施設、
商業施設、居住施設

市街地再開発事業

事例30 ながおか町口御門
福祉施設、居住施設、

業務施設
市街地再開発事業

事例31 アップルとおかまち 十日町市 公共公益施設、居住施設
都市再生整備計画事業

＜地方都市リノベーション事業＞
暮らし・にぎわい再生事業

事例32 あすとぴあ高田 上越市
公共公益施設、
商業施設、居住施設

暮らし・にぎわい再生事業
戦略的中心市街地商業等

活性化支援事業

事例33 さん来夢（らいむ）あらい　等 妙高市 商業施設、居住施設 市街地再開発事業

事例34 リアン放生津 射水市 福祉施設、居住施設 住宅市街地総合整備事業

事例35 やわらぎ金沢 金沢市
商業施設、福祉施設、

居住施設
市街地再開発事業

まちなか居住（面整備）

事例36 放生津奈呉町第一街区　　　　　　※事業中 射水市 － 住宅市街地総合整備事業

事例37 横山町地区　まちなか再整備事業 金沢市 － 住宅市街地総合整備事業

まちなか再生（公的不動産活用）

事例39 万代小学校跡地 公共施設⇒公共施設＋民間施設 －

事例40 旧中央卸売市場跡地 公共施設⇒民間施設 －

事例41 清水町小学校跡地 公共施設⇒公共施設＋民間施設 －

事例42 総曲輪小学校跡地（総曲輪レガートスクエア） 公共施設⇒公共施設＋民間施設 －

まちなか再生（官民連携）

○ 事例43 博労町まちかどサロン 高岡市 交流施設
社会資本整備総合交付金
空き家再生等推進事業

○ 事例44 にぎわいの里ののいちカミーノ 野々市市 商業施設、公共公益施設
都市再生整備計画

＜都市再構築戦略事業＞

コラム

コラム2スマートウェルネスシティの取組

コラム3富山型デイサービス

コラム4富山市におけるまちなか居住の推進

コラム1金沢市における学生のまちの推進

長岡市

富山市

新潟市

事例38 新発田市役所（ヨリネスしばた） 新発田市 公共施設⇒公共施設＋民間施設 －
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事業期間
掲載
ページ

まちなか居住（居住系）

平成17～20年度
従前区分所有者のみ

再開発
隣接敷地の活用 既存不適格物件 2-78

平成18～23年度 まちなか型公共サービス
市民に開かれた
公共公益施設

まちなかの学びと交流 2-80

平成17～22年度 子育て支援施設・集合住宅 ダブルのまちなか居住 玄関口にふさわしい建物 2-82

平成23～28年度 福祉の拠点 新たなシンボル 市街地への波及効果 2-84

平成25～27年度 大型店舗跡地活用 サービス付き高齢者向け住宅 屋根雪処理不要 2-86

平成21～26年度 居住複合ビルに再生 競売ビルに補助金導入 雪国のニーズに配慮 2-88

平成13～22年度 雪に強い環境づくり 定住促進 駐車場に補助金導入 2-90

平成23～25年度 住民意向の反映 行政のバックアップ 官民連携密集市街地対策 2-94

平成15～24年度 木造密集市街地の再整備 福祉施設・居住施設 まちなか定住促進 2-100

まちなか居住（面整備）

《東部》平成25～27年度
《西部》平成25～30年度（予定）

福祉施設を併設した共同住宅
地区外からの飛び換地
（共同住宅への入居）

新たな宅地分譲地を創出 2-102

《住市総》平成24～29年度
《区画整理》平成27～29年度

様々な手法を組み合わせ できるところから段階的に 主役は地元住民 2-104

まちなか再生（公的不動産活用）

－ 2-108

－ 2-110

－ 2-112

－ 2-116

まちなか再生（官民連携）

平成26～30年度 2-120

平成25～31年度 2-122

コラム

2-76

2-96

2-98

健“幸”社会の実現に向けて

小規模・多機能・地域密着の「富山型デイ」

公共投資が呼び水となり民間投資が活発化！

公共施設に必要な面積以外は民間事業者に売却

民間に解体費込みで売却するために入念な準備を実施

事業用定期借地権（30年）を設定しまちなかの公的不動産を保有

公的不動産を活用してまちなかに健康・福祉施設ゾーンを形成

空き家を地区住民の交流拠点に！

公共棟（ＰＦＩ）と民間棟（定期借地）で構成する複合施設を整備

事業のＰｏｉｎｔ！

2-64学生と市民、学生とまちの交流による賑わいと活力の創出

－ 市民を第一に考え、開かれた庁舎を利用しやすい場所に 2-106
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№ 施設名称 所在地 導入施設 導入事業

北陸管外事例

事例1 リノベーション事業者の取組 株式会社　リビタ（東京都）

事例2 リノベーション事業者の取組 吉原住宅 有限会社/株式会社 スペースＲデザイン（福岡市）

事例3 ランド・バンク事業 NPO法人つるおかランド・バンク（鶴岡市）

他省庁所管制度活用

活用1 中心市街地拠点施設TREE

活用2 シェアハウス大町

○印は、新規追加事例　
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事業期間
掲載
ページ

北陸管外事例

2-124

2-125

2-126

他省庁所管制度活用

3-29

3-30

事業のＰｏｉｎｔ！

検討・準備段階から学生と地域の人々が交流し、地域を活性化

空き家・空き地・狭隘道路を一体的に解消

ビンテージビルに新たな付加価値をつける

ハードの再生に留まらず、ソフトを入れ込みリノベーション

三条の魅力発信と若者の自己実現の拠点として中心市街地の空き店舗をリノベーション
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①所 在 地：新潟県新発田市諏訪町１丁目２－１２ 
②地区面積：［行政棟］約 4,680 ㎡［民間棟］約 1,900 ㎡ 
③延床面積：［行政棟］約 7,230 ㎡（地上 3階） 

［民間棟］約 3,145 ㎡（地上 4階） 
④事業期間：平成 25～28 年度 
⑤施 行 者：新発田市・㈱新栄地所 
⑥総事業費：［行政棟］約 4,106 百万円 

（内補助金等 2,025 百万円） 
⑦施設概要：［行政棟］建築面積 2,908㎡ 

１～３Ｆ 図書館・多目的スペース 
２Ｆ   こどもセンター、キッチンスタジオ 
１Ｆ   カフェ・音楽練習室 
駐車場 約200台、駐輪場 約90台 
［民間棟］建築面積 約1,017㎡ 
１Ｆ   調剤薬局、コンビニ、コインラ 
     ンドリー、観光案内所 
２Ｆ   医療施設（医療モール） 
３･４Ｆ    学生寮 

⑧管理運営：［行政棟］新発田市［民間棟］㈱新栄地所 

Point! 

公共公益施設 

新発田駅前複合施設 

事例 

１ 
新潟県 

新発田市 

【位置図】 

概要 １ 

①官民連携により機能融合した”まち・ひと・活動をつなぐ”複合施設 
②図書館を“触媒”とした「知」の集積・継承・交流によるしばたの「顔」づくり 

官民用地の等価交換により駅前低未利用地を活用した拠点施設整備 

都市再生整備計画＜都市再構築戦略事業＞ 

新発田駅前複合施設 

100m 

URL: http://www.ikunesu-shibata.jp/index.html 

行政棟と民間棟 

行政棟 外観 MINTO 館（民間棟） 外観 

行政棟 
民間棟 

JR 新発田駅 
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事業収支 ２ 

●内訳 
総事業費 4,106 百万円 

収入金 支出金 

・補助金（地方都市リノベーション 
事業・都市再構築戦略事業） 2,025 百万円 

・用地費 148 百万円 
・工事費 3,688 百万円 

・市債（合併特例債） 1,924 百万円 ・調査設計費 215 百万円 
・一般財源 157 百万円 ・その他（備品等） 55 百万円 
合計 4,106 百万円 合計 4,106 百万円 

●新発田市では、平成12年3月に新発田市中心市街地活性化基本計画を策定し、平成15年度から
は、新発田駅周辺において新発田駅前土地区画整理事業を行いました。その中で西口駅前広場
の交通結節点機能の強化や、県立新発田病院を新発田駅前に誘致し「県立新発田病院・リウマ
チセンター」として移転開院しました。しかし整備後において、駅前に大規模な利用が確定し
ない遊休地約0.7haが発生し、その活用に注目が集まっていました。 
●このような中、平成22年2月に新発田駅前を活動拠点とするＮＰＯ団体から市に対し、観光案
内所や図書館などの機能を有するインフォメーションセンターの建設についての請願が提出さ
れ、議会で全会一致の採決がなされました。このことから、市は建設に際して必要となるサー
ビスや機能構成、施設規模などについて検討を進めることとしました。 
●検討を進める中で、平成25年度には中心市街地活性化基本計画を新たに策定し、新発田駅前
を「情報発信ゾーン」として位置づけ、ＪＲ新発田駅を最寄駅とする高等学校との動線上に図
書館の一部機能を移転・拡充することと定めました。 
この図書館建設に際して、整備する機能や運営等の検
討には、ワークショップやアンケートなどの市民意見
の聴取、基本設計審査会、管理運営ワークショップな
どの実施を経て市民意見の反映を図りました。 
●このプロセスの中で新発田市が推進する“食育”を様々
な世代の人が集まり、学び、実践できるキッチンスタ
ジオの整備、子育て世代から要望の多かった室内プレ
イルームを備えた子育て支援施設などの整備を併せて
行い、図書館を触媒として、“ひとをつなぐ”“まちを
つなぐ”“活動をつなぐ”複合施設を建設することとし
ました。 

平成 25 年 行政棟基本設計実施、行政棟実施設計着手 

平成 26 年 行政棟実施設計完了・建設工事着手、管理運営方針の検討、民間棟事業認可 
平成 27 年 サポート組織研修会、愛称募集 
平成 28 年 行政棟建設工事竣工・開館、民間棟竣工・開所 

経緯 ３ 

取組の内容 ４ 

行政棟 （図書館） 

ワークショップの様子 
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●また、隣接の民間所有地においては民間
事業者が複合ビルを建設し、入居する観
光案内所・商業・医療・学生寮等の機能
と、行政棟の機能の相乗効果による利便
性の高い施設、駅前エリア整備を目指す
こととしました。 
●平成27年度においては、より市民に親
しまれ、愛される施設となるよう、市民
から愛称を募り、施設愛称を“イクネス
しばた”と定め、平成28年に行政棟（7
月）、MINTO館（民間棟・3月）をオー
プンしました。 

●交流スペース”札の辻広場”を有する新庁舎ヨリネスしばたがオープンし（コラム参照）中心市
街地におけるハード整備がおおむね完了したことから、それぞれの機能を最大限に活用し、か
つ有機的にそれぞれの活動をつなぎ、まち全体の賑わい創出が求められる。 

●図書館入館者数：2倍以上増加 178,592 人（H27）⇒455,873 人（H29） 
プレイルーム入館者数：5倍以上増加 15,413 人（H27）⇒77,000 人（H29） 

●児童図書の利用者数：33％増 13,298 人（H27）⇒17,747 人（H29） 
●新発田駅前複合施設付近の通行量： 1,281 人/日（H24）⇒1,322 人/日（H29） 
●中心市街地の居住率の減少率：2.7 ポイント改善 ▲3.8％（H24）⇒▲1.1％（H29） 

今後の課題・展望 ６ 

取組の効果 ５ 

第２駐車場
（約１００台）

第３駐車場
（約４０台）

施設間交流

【行政棟】

【民間棟】

商業施設、医療施設、観光案内所
学生寮、コインランドリー

諏訪神社

新発田駅

県立新発田病院

図書館
こどもセンター（一時預り有）
キッチンスタジオ、音楽練習室
多目的スペース

行政棟 （こどもセンター） 行政棟 （キッチンスタジオ） 
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－ コラム － 

●“しばた”のまちづくり 

・新発田市の中心市街地は、半径約２ｋｍに収まるコンパクトなまちです。 
・現行の中心市街地活性化計画では、新発田駅から新発田城にかけてを、『歴史・文化ゾー
ン』『公共サービスゾーン』『情報発信ゾーン』という３つのゾーニングをおこなってい
ます。これを「顔」に例えて、目にあたる歴史・文化ゾーンに公園（アイネスしばた）、
鼻にあたる公共サービスゾーンに新しい市庁舎(ヨリネスしばた)、口にあたる情報発信ゾー
ンに複合施設（イクネスしばた）の整備を行い、ＪＲ新発田駅周辺では、バリアフリー化
のためのエレベーター設置と駅東交通広場の整備を行いました。 
・平成 28 年度までに完成したこれら施設と、既存インフラを十分に活用したソフト事業を展
開し、中心市街地を発信源とした賑わいにあふれたまちづくりを進めていきます。 
 

愛称・名称の意味について） 

共通の “ネス”・・・新発⽥地域の⽅⾔で互いに認め合い、同意するときの語尾（そうだねす（そうですね）） 

アイネスしばた・・・⼦どもからお年寄りまでが「会い」集い、郷⼟ 「愛」に満ち、世代を超えて「愛」される憩いの場。「まちの顔」の
⽬（”eye”）。 

ヨリネスしばた・・・「寄っていってください 」という気持ち。⺠と官の⽷を“撚(よ)り”あわせた太い綱で、未来のしばたを⽀える。 

イクネスしばた・・・新発⽥の「教育
●

」「⾷育
●

」「育
●

児」の場。 

イクネスしばた 

ヨリネスしばた      （市庁舎） 

アイネスしばた 
 （公園） 

新潟県新発田市 みらい創造課    Tel：0254-28-9530 
新潟県新発田市 新発田駅前複合施設 Tel：0254-28-9950 
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【位置図】 

Point! 市立病院を核とした中心市街地の賑わい再生 

①所 在 地：新潟県阿賀野市岡山町 13 番 23 号 
②敷地面積：37,185 ㎡ 
③延床面積：20,037 ㎡（地上 6 階） 
④事業期間：平成 25～27 年度 
⑤施 行 者：阿賀野市 
⑥総事業費：7,919 百万 

（内補助金等 1,050 百万円） 
⑦施設概要：病院（病床数/250 床 診療科/16 科） 

介護老人保健施設、病児・病後児保育所 
駐車場 372 台 
駐輪場（バイク・自転車） 48 台 

⑧管理運営：指定管理者 

事例 

２ 

医療施設、福祉施設 

あがの市民病院 
新潟県 

阿賀野市 

概要 １ 

①市立病院敷地と隣接する福祉施設の跡地を活用して現位置建替え 
②敷地内遊歩道や芝生広場等、市民が交流できる拠点機能の付加 

都市再生整備計画事業＜地方都市リノベーション事業＞ 

配置計画 

阿賀野市新病院 

200m 

全景 

URL: http://www.niigata-kouseiren.jp/hospital/aganoshimin/ 



2‐13 

●内訳 
総事業費 7,919 百万円 

収入金 支出金 
・補助金 
（地方都市リノベーション） 1,050 百万円 ・工事監理費 76 百万円 

・建築工事費 3,656 百万円 
・企業債 5,194 百万円 ・電気設備工事費 1,153 百万円 
・一般会計出資金 1,675 百万円 ・機械設備工事費 2,159 百万円 
   ・仮設駐車場造成工事費 18 百万円 
   ・解体工事費 594 百万円 
   ・外構工事費 263 百万円 
合計 7,919 百万円 合計 7,919 百万円 

－ コラム － 
●事業を実施しなかったら最悪のシナリオはこうなっていた！ 
・病院の機能低下による市外への患者流出に歯止めがかからず、病院存続の危機に直面し、中心
市街地の衰退に拍車 

●事業化を決断した理由 
・病院は、安心・安全な市民生活を守るために不可欠な都市機能であること。また、中心市
街地の衰退を食い止めるためには、核となる施設が不可欠 

●行政が投資することについての根拠 
・医療・福祉・健康づくりの拠点施設となる地域医療の確保と必要な都市機能の維持 
・高齢化の進んだ地域の住民に対する安心感の形成 

経緯 ３ 

事業収支 ２ 

取組の内容 ４ 

今後の課題・展望 ６ 

取組の効果 ５ 

●水原駅周辺市街地の空洞化が進行し、特に、病院の機能低下による市外への患者流出が中心市
街地衰退の一因であったため、将来にわたって継続的、安定的に良質な医療を提供する地域医
療の中核となる病院の整備が求められました。 
●建設計画では郊外での建設も検討されましたが、隣接していた特別養護老人ホームが郊外に移
転し空きスペースがあったこともあり、現在の位置において建替えることが決定しました。 
●周辺の基幹病院・民間病院等との機能分担と連携を図り、地域に必要とする診療科や特色のあ
る機能・診療体制を再構築し、「地域中核病院」としての特徴を築きます。 
●避難施設や災害による傷病者の救護施設に利活用するなど、災害時の拠点として整備します。 

●中心市街地としての魅力を高め、市街地の空洞化や人の流入の低迷に対応 
●新病院の開院をきっかけとした入院、外来患者や見舞客の増加、関連施設等の整備による新た
な賑わいの創出 
（外来患者数 86,393 人、354.1 人/日（H25）⇒98,949 人、405.5 人/日（H29）） 
●将来にわたって継続的、安定的に良質な医療の提供による安心・安全な市民生活の確保 

●病院までのアクセス道路である水原駅前道路の拡幅整備 
●医師を確保していくための他の基幹病院にはない特徴など方策検討 

平成 24 年   ３月 ・基本計画 
平成 25 年 11 月 ・基本設計・実施設計 
平成 26 年   ２月 ・先行解体・新病院建設工事 
平成 27 年 10 月 ・開院準備、引越、開院 ・既存病院解体外構整備 

 

新潟県阿賀野市総務部企画財政課  Tel：0250-61-2482  地域医療推進課  Tel：0250-62-2510 
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【位置図】 

100m 

Point! 日常的な外出機会の創出と交流の促進による多様なコミュニティの形成 

概要 １ 

①所 在 地：新潟県三条市元町 11 番 63 号 

②敷地面積：1,694 ㎡ 

③延床面積：278 ㎡（地上 1階） 

④事業期間：平成 26～27 年度 

⑤施 行 者：三条市 

⑥総事業費：244 百万円（交付金 103 百万円） 

⑦施設概要：広場・食堂 

⑧管理運営：三条市 

外 観 

事例 

３ 

交流施設 

ステージえんがわ 
新潟県 

三条市 

①誰からも見え、気軽に立ち寄れ、誰もが自由に活動できる「見える化」された施設 
②行事の企画・運営を通じて、まちなかのプラットフォームの役割を果たす 

都市再生整備計画事業＜地方都市リノベーション事業＞ 

ステージえんがわ 

交 流 広 場 軒 下 

URL: http://sanjoy-machinaka.jp/engawa/ 
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●中心市街地にある JR 北三条駅近くに、三条学校給食共同調理場跡地を整備してできたまちな
か交流広場「ステージえんがわ」は、施設コンセプトを「縁側」として、誰からも見え、気軽
に立ち寄れ、誰もが自由に活動できる「見える化」された施設です。 

●高齢者の欲求に着目し、気軽に参加できる行事を実施するなど、日常的な外出機会を創出する
ことで最も身近な運動である「歩く」につなげ、市民の健康増進を図っています。 
●まちなかのプラットフォームの役割を担うため
設立された「NPO 法人えんがわ」と地域おこ
し協力隊が中心となって様々な事業を実施し、
外出・交流を促進することで多様なコミュニテ
ィの形成に取り組んでいます。 
●２と７が付く日に施設の前で開催される定期露
店市に合わせて和食の「あさイチごはん事業」
も実施しており、地域のボランティアの方々の
活躍の場にもなっています。 

 

うたごえ喫茶の様子 

経緯 ３

事業収支 ２ 

●イベント実施による非日常的な施設利用だけでなく、多種多様な主体による日常的な施設利用
を促進する工夫や仕掛けを展開していきます。 

●内訳 
総事業費 244 百万円 

収入金 支出金 

・補助金(都市再生整備計画事業･
地方都市リノベーション事業) 103 百万円 

・委託料 71 百万円 
・用地費 － 百万円 

・起債 92 百万円 ・工事費 162 百万円 
・一般財源 49 百万円 ・その他 11 百万円 
合計 244 百万円 合計 244 百万円 

平成 26 年 施設実施設計、三条学校給食共同調理場解体工事など 
平成 27 年 遺跡発掘調査、施設本体工事など 

平成 28 年 まちなか交流広場「ステージえんがわ」供用開始 

●「ステージえんがわ」を拠点に人の欲求を刺激する様々な事業を数多く実施してきたことで、
外出や交流が促進され、ゆるやかなコミュニティが創出できています。（H30 年度実績：イベ
ント開催 232 回、延べ参加者数 44,188 人） 
●情報発信、マッチング、コーディネート機能を有するまちなかのプラットフォームとしての役
割を果たしてきており、周辺の公共施設や民間施設、プレイヤーなどを巻き込んだ取組が増え
ています。 

取組の内容 4

取組の効果 ５ 

今後の課題・展望 ６ 

新潟県三条市市民部地域経営課  Tel：0256-34-5646 E-mail：chiikikeiei@city.sanjo.niigata.jp 
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①所 在 地：新潟県長岡市大手通１丁目 4番地 10 
②地区面積：14,939 ㎡ 
③延床面積：35,485 ㎡（地上４階、地下１階） 
④事業期間：平成 19～23 年度 
⑤施 行 者：長岡市 
⑥総事業費：13,100 百万円 

（内補助金等 2,900 百万円） 
⑦施設概要：ナカドマ 約 2,250 ㎡ 

アリーナ 2,123 ㎡ 
市民交流ホールＡ 314 ㎡ 
市民交流ホールＢ 210 ㎡ 
市民交流ホールＣ 162 ㎡ 
市民交流ホールＤ 110 ㎡ 
シアター 93 ㎡ 
駐車場 103 台 

⑧管理運営：【ソフト】NPO 法人 長岡未来創造ネット
ワーク（委託） 
【ハード】二幸産業・新潟綜合警備保障 
共同企業体（委託） 

外観 

各階平面図 

【位置図】 

100m 

概要 １ 

シティホールプラザ 

アオーレ長岡 

事例

４ 

公共公益施設 

シティホールプラザアオーレ長岡 
新潟県 

長岡市 

都市再生整備計画事業（旧まちづくり交付金） 

Point! 市役所機能のまちなか回帰と「まちなか型公共サービス」の展開 

① 市役所機能を誰もが集まりやすいまちなかに機能別に配置することで「まちなか市
役所」を実現 

② ナカドマを中心とした市民の集まる場に市役所が“おじゃま” 
③ ながおか市民センターの実証実験を基にしたソフト展開と良質なハード整備 
④ 憩いの場となる広場、ハレの場、市民協働の拠点、まちづくりの拠点が全て揃った
ことで、多くの市民が集まる誇りの場が創出 

URL: http://www.ao-re.jp/ 

ナカドマ 

総合窓口 

アリーナ 

ホワイエ 市民交流ホール 
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経緯 ３ 

事業収支 ２ 

平成 13 年 ・空きビルを活用して「ながおか市民センター」を開設 
平成 15 年 ・「長岡市中心市街地構造改革会議」を設置 

平成 16 年 ・「長岡市中心市街地の構造改革に関する提言」 
平成 18 年 ・「長岡市中心市街地地区都市再生整備計画」を策定 

平成 20 年 
・「第一期長岡市中心市街地活性化基本計画」策定 
・アオーレ長岡基本設計 

平成 21 年 
・省 CO2先導事業補助採択 
・アオーレ長岡実施設計、本体工事着手 

平成 24 年 ・アオーレ長岡竣工・オープン 
 

●内訳 
総事業費 13,100 百万円 

収入金 支出金 

・補助金 
（まちづくり交付金等） 

2,900 百万円    

・地方債 5,400 百万円    
・一般財源 300 百万円    

・都市整備基金 4,500 百万円    
合計 13,100 百万円 合計 13,100 百万円 

 

アリーナ 

市民交流ホール A 

ホワイエ 

シアター 
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今後の課題・展望 ６ 

取組の効果 ５ 

●年間 130 万人を超えるアオーレの利用者：152 万人（H24）⇒133 万人（H27）⇒ 
130 万人（H29）⇒130 万人（H30） 

●中心市街地内居住人口を維持：5,597 人（H15）⇒5,561 人（H24）⇒5,490 人（H26）⇒ 
5,613 人（H28）⇒5,347 人（H30） 

●歩行者通行量の回復：94,896 人（H24）⇒95,239 人（H26）⇒86,282 人（H28）⇒ 
99,683 人（H30） 

●まちなかへの賑わいの波及 
・中心市街地約 90ha 全体や大手通表町西地区、大手通坂之上町地区への賑わいの波及 
・アオーレ長岡は市民活動、市民協働の拠点として定着したが、様々な地域により一層広げて
いくことが必要 

・公共サービスに加え、民間の活力、サービスに展開させていくことが必要 

ナカドマ オープンテラス 

取組の内容 ４ 

●長岡市では、市が設置した地元有識者や学識経験者などから成る「長岡市中心市街地構造改革
会議（H15.5設置）」にて、「まちなか型公共サービス」という概念を打ち出し、これを幅広
く展開すること、また、「大手口駅前広場」、「厚生会館地区（現アオーレ）」、「大手通中
央地区」「大手通表町地区」を先導的事業として位置づけることを提言（H16.3）しました。
その後、平成18年３月に「長岡市中心市街地地区都市再生整備計画」を策定し、中心市街地
の再編を進めています。 
●「市民との協働によるまちづくり」を進める契機は、平成13年に中心市街地の空きビル（旧
百貨店）１棟を借用し、「ながおか市民センター」を開設したことにあります。この施設のコ
ンセプトは「市民が育てる」というもので、当初は市役所の窓ロサービスや子育て支援施設、
市民活動スペースなどを整備しましたが、自然発生的に中・高校生の学習コーナーや子育て中
のお母さん方の交流の場など、さまざまな活動や交流の場ができ、多くの市民に利用されまし
た。アオーレ長岡や再開発ビルにおける「まちなか型公共サービス」の展開は、このながおか
市民センターが市民から高い評価を得たことが背景の１つとしてあります。 
●「ナカドマ」と呼ばれる屋根付き広場では、賑わい創出のために展開するソフト施策として、
試行錯誤しながら様々なイベントが実施されています。 
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 －コラム－ まちなか型公共サービスの展開  
 
●「まちなか型公共サービス」とは、多様な機能が渾然一体となったまちなかで、人と人と
のふれあいやコミュニケーションを大切にしながら、市民の生活や様々な活動に必要な機
能を複合的に導入・配置することで「来る人」、「住む人」、「働く人」の増加を目指す
ものです。 
●こうした考え方に基づき、全体の絵を描いたのが「長岡市中心市街地構造改革会議
（H16.3）」の場においてであり、これを受け、厚生会館跡地におけるアオーレの整備を
推進し、市役所機能のまちなか回帰を進めるとともに、市街地再開発事業を通じ、子育て
支援施設、学びと交流の拠点「まちなかキャンパス」など多様な都市機能の導入を図るこ
とが決まりました。 
●そして、長岡駅前の大手通りを軸に公共施設を分散配置することで来街者の回遊性を高
め、中心市街地全体の活性化に向けた波及効果を高めていくという狙いがありました。都
市機能については、行政施設のみならず、医療・福祉、学習・教育、商業・業務等、民間
事業者が営んでいる公共性を持つ機能についても、概念に含めるものとしております。 
●このような背景にあって、大手通り沿道における市街地再開発事業は、大手通中央地区か
ら着手されましたが、庁舎機能を再開発ビルに入れることで、保留床処分等も含め、健全
な事業実施が可能となり、結果として、市側、再開発事業者側ともにwin-winの関係にな
ったといえます。 

●平成28年9月に竣工した、大手通表町西地区市街地再開発事業では福祉の拠点として新・
社会福祉センター等を整備しましたが、今後、大手通坂之上町地区市街地再開発事業の事
業化により、まちなか全体の回遊性向上のほか、市役所機能をはじめとする公共公益施設
が近くにある利点から、まちなか居住に繋がるなど、事業の波及効果が見込まれます。 

新潟県長岡市中心市街地整備室  Tel：0258-39-2807  E-mail：shigaichi-seibi@city.nagaoka.lg.jp 

◎大手通坂之上町地区市街地再開発事業 
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【位置図】 

100m 

Point! 

概要 １ 

①所 在 地：新潟県十日町市本町六の一丁目 71 番地２ 
②地区面積：18,754 ㎡ 
③延床面積：6,909.6 ㎡（地上２階） 
④事業期間：平成 11～15 年度 
⑤施 行 者：十日町地域広域事務組合 
⑥総事業費：約 2,800 百万円 
⑦施設概要：池／回廊：企画展示、楽市楽座、２階アート

展示、越後しなのがわバル（レストラン）、
ミュージアムショップ、FM とおかまちスタ
ジオ、明石の湯・有料休憩室 

⑧管理運営：（一財）十日町地場産業振興センター（指定
管理者） 

越後しなのがわバル 

越後妻有里山現代美術館[キナーレ] 

事例

５ 

交流施設 

越後妻有里山現代美術館[キナーレ] 
新潟県 

十日町市 

①大地の芸術祭 越後妻有アートトリエンナーレ開催を契機とした現代美術館の整備 
②温浴施設を併設し地域住民の利用促進による賑わいの創出 
③まちなかの製糸工場跡地の有効活用 

ﾏｯｼﾓ･ﾊﾞﾙﾄﾘｰﾆ ﾏｯｼﾓ･ﾊﾞﾙﾄﾘｰﾆ feat.ﾛﾚﾝﾂｫ･ﾋﾞﾆ「○in□」 
(Photo by Osamu Nakamura)） 

ｶｰﾙｽﾃﾝ･ﾍﾗｰ「Rolling Cylinder, 2012」 
（Photo by Osamu Nakamura） 

ｴﾙﾑｸﾞﾘｰﾝ&ﾄﾞﾗｯｸﾞｾｯﾄ「POWERLESS STRUCTURES, 
FIG.429」 （Photo by Osamu Nakamura） 

越後妻有里山現代美術館[キナーレ]作品 

Dining bar「越後しなのがわバル」 

まちなかの工場跡地活用による賑わい創出施設の整備 

URL: http://smcak.jp/ 
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今後の課題・展望 ５ 

取組の効果 ４ 

取組の内容 ３ 

経緯 ２ 

平成 6年 ・「ニューにいがた里創プラン」を県が策定 
平成 8年 ・「越後妻有アートネックレス整備構想」策定 

平成 11 年 ・県より里創プラン認定を受け、事業着手 
平成 12 年 ・大地の芸術祭 越後妻有アートトリエンナーレ 2000 開催① 

平成 15 年 
・大地の芸術祭 越後妻有アートトリエンナーレ 2003 開催② 
・「越後妻有交流館キナーレ」としてオープン 

平成 18 年 ・大地の芸術祭 越後妻有アートトリエンナーレ 2006 開催③ 
平成 21 年 ・大地の芸術祭 越後妻有アートトリエンナーレ 2009 開催④ 

平成 24 年 
・大地の芸術祭 越後妻有アートトリエンナーレ 2012 開催⑤ 
・回廊棟２F を現代美術館としてリニューアルし、「越後妻有里山現代美術館
[キナーレ]」に名称変更 

平成 27 年 ・大地の芸術祭 越後妻有アートトリエンナーレ 2015 開催⑥ 
平成 30 年 ・大地の芸術祭 越後妻有アートトリエンナーレ 2018 開催⑦ 

●大地の芸術祭 越後妻有アートトリエンナーレ（３年に１回開催される国際野外芸術展）は、
十日町市と津南町の広域圏で実施されており、十日町エリアにおける拠点施設が必要となった
ため、製糸工場跡地を有効活用し整備したものです。 

●施設は現代美術館だけにとどまらず、中心市街地にある身近な温泉施設、多目的に利用可能な
イベント会場などを兼ねた複合施設として整備されています。 

●来訪者や地元住民による施設利用者の増加 
●平成 24 年の越後妻有里山現代美術館への改修により入込客の増加 
大地の芸術祭での入込客数：第 4回（H21）4 万人⇒第 5回（H24）9.3 万人⇒第 6回（H27）5.8 万人 

⇒第 7回（H30）8 万人 

●地域活性化や賑わいの創出に向けた施設の活用 
●イベント開催期間以外の入込客数や地元住民による施設利用者の増加 

新潟県十日町市建設部都市計画課  Tel：025-757-9937 E-mail：t-toshi@city.tokamachi.lg.jp 
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【位置図】 

200m 

Point! まちなかの低未利用地を活用した文化交流施設整備 

①所 在 地：新潟県十日町市本町５丁目 39 番地６ 
②地区面積：1,668 ㎡ 
③延床面積：489 ㎡（木造 地上２階） 
④事業期間：平成 25～26 年度 
⑤施 行 者：㈱フジタ  【設計：手塚貴晴＋由比】 
⑥施設概要：１階 商業店舗、カフェ、雁木、集い・緑の

広場、２階 コミュニティスペース（情報発
信・交流） 

⑦管理運営：㈱フジタ・㈱フラワーホーム（共同運営） 

施行前 

概要 １ 

事例

６ 

交流施設 

十日町産業文化発信館「いこて」 

新潟県 

十日町市 

①震災で被災し廃業した娯楽施設を市が取得・取壊しを行い、民間事業者を公募 
②商業店舗やカフェにイベント広場・コミュニティスペースを併設 

都市再生整備計画事業＜地方都市リノベーション事業＞・暮らし・にぎわい再生事業 

平成 27 年 6 月オープン 

十日町産業文化発信館

「いこて」 

平成 27 年第 6 回大地の芸術祭作品 

URL: https://ikote.net/ 
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経緯 ３ 

取組の内容 ４ 

今後の課題・展望 ６ 

取組の効果 ５ 

活用補助金 ２ 

平成 16 年 
・新潟県中越大震災による既存建物の被災 
・旧娯楽施設の廃業 

平成 23 年 
・土地建物を十日町市が取得 
・長野県北部地震による被災の拡大 

平成 24 年 
・中心市街地活性化事業の公募 
・十日町市による既存建物の取壊し 
・国土交通省：都市再生整備計画事業の採択 

平成 25 年 ・民間事業者による事業着手（実施設計） 
平成 26 年 ・工事着手 平成 27 年 3月完成 平成 27 年 6月オープン 

平成 27 年 
・建築は第 6回大地の芸術祭作品 
・芸術祭期間中は２Fコミュニティスペースでアートプロジェクトを展開 

●１階はカフェレストラン、２階は無料多目的スペース、屋外では直売所やイベントが開催され
るなど、にぎわいの拠点施設となる 
●大地の芸術祭のブランドを取り入れ施設整備を実施した事で、中心市街地への市外や国外から
の来訪者が増加した 

●ソフト事業の運営 
・近接する大地の芸術祭の拠点施設「越後妻有現代美術館〔キナーレ〕」、「道の駅クロステ
ン」や地元商店街との連携強化、来街者の回遊性を高めるソフト事業の展開 

●大規模店舗跡地を市が取得し建物の取壊しを行い、中心市街地活性化の基本方針を示した上
で、国県市の補助制度などを示し、その遊休地の活用について民間事業者からの公募を行いま
した。これにより、商業店舗と十日町市の産業や文化の発信、交流を行うスペースの組み合わ
せによる事業を実施しています。なお、公募にあたっては、市長を先頭に市内の有力企業を訪
問し、中心市街地活性化基本計画等の情報提供を行いました。 

●社会資本整備総合交付金：都市再生整備計画事業（地方都市リノベーション事業） 
  対象施設等 補助区分 
全体 実施設計・地質調査 調査設計計画費 
外部 イベント広場兼用駐車場、集い・緑の広場 土地整備費、用地取得費 
１階 商業店舗、カフェ 専有部整備費（23%） 
１階 雁木・通路、EV、トイレ 共同施設整備費 
●社会資本整備総合交付金：暮らし・にぎわい再生事業 
  対象施設等 補助区分 
全体 工事監理費 調査設計計画費 
２階 コミュニティスペース 賑わい交流施設整備 

新潟県十日町市建設部都市計画課  Tel：025-757-9937 E-mail：t-toshi@city.tokamachi.lg.jp 
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■十日町市市民交流センター「分じろう」 

～「つながる楽しさ」「見つける楽しさ」を生みだす地元内外の人の交流の場～ 

200m 

【位置図】 

Point! 構想段階から市民が参加し、使い手自らが考える公共建築 

事例 

７ 

概要 １ 

交流施設 

十日町市市民交流センター分じろう・十日町市市民活動センター十じろう 
新潟県 

十日町市 

①まちなかの低未利用ビルのリノベーションによる「地元内外の人の交流の場」「地
元の人の活動の場」の整備 
②使い手である市民と一緒につくることで、利用者の増加とまちなかの賑わいを創出 

都市再生整備計画事業＜地方都市リノベーション事業＞ 

分じろう 

①所 在 地：新潟県十日町市本町 2丁目 226 番地 1 
②敷地面積：1,117.94 ㎡ 
③延床面積：987.42 ㎡ 
      建物全体 1,876.71 ㎡（地上4階＋搭屋１階） 
④事業期間：平成 25～27 年度 
⑤施 行 者：十日町市 
⑥総事業費：316 百万円（内補助金等 158 百万円） 
⑦施設概要：1Ｆ：マーケット広場(半屋外空間)：243 ㎡ 

情報ラウンジ：83 ㎡ 
まちの文化歴史コーナー：60 ㎡ 
調理スペース：11 ㎡ 
事務コーナー：24 ㎡など 

2Ｆ：茶室および水屋：18 ㎡ 
和室：38 ㎡ 
ルーム１：42 ㎡ 
ルーム２：46 ㎡ 
ルーム３：32 ㎡など 

⑧管理運営：十日町市直営（運営の一部を NPOに業務委託） 
H31 年度以降…指定管理者制度に移行予定 

URL: http://bunjirou-10jirou.com/index.html 

改修後 

改修前 

BEFORE  ⇒  AFTER 
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■十日町市市民活動センター「十じろう」 

～「つくる楽しさ」「つづける楽しさ」を生みだす地元の人の活動の場～ 

200m 

【位置図】 

十じろう 

①所 在 地：新潟県十日町市本町 3丁目 6番地 4 
②敷地面積：381.48 ㎡ 
③延床面積：821.11 ㎡（地上 3階＋搭屋１階） 
④事業期間：平成 25～28 年度 
⑤施 行 者：十日町市 
⑥総事業費：421 百万円（内補助金等 210 百万円） 
⑦施設概要：1Ｆ：マーケット広場(半屋外空間)：48 ㎡ 

ギャラリー：88 ㎡ 
事務コーナー：15 ㎡ 
調理スペース：8㎡など 

2Ｆ：ワークラウンジ：49 ㎡ 
ワークプレイス：29 ㎡ 
プレイス１：39 ㎡ 
プレイス２：27 ㎡など 

3Ｆ：工作スペース：74 ㎡ 
創作スペース：41 ㎡ 
準備室：35 ㎡ 
陶芸窯スペース：15 ㎡など 

⑧管理運営：十日町市直営（運営の一部を NPOに業務委託） 
H31 年度以降：指定管理者制度に移行予定 

－コラム－ 半外部空間の設置  
●２つの施設共通の考え方として、アーケードと建物の間に「マーケット広場」という明るい
半外部空間を設けることによって、施設としても通りとしても自由に利用でき、十日町の特
徴である多くのイベントにも柔軟に対応できる計画としました。 

改修前 改修後 

BEFORE  ⇒  AFTER 
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経緯 ３ 

平成 22 年 12 月 ・十日町市中心市街地活性化基本計画の策定に着手 

平成 23 年 

・計画に掲載する事業のアイデアや事業の掘り起こしのため、市民ワークシ
ョップを合計５回（延べ参加人数 189 人）開催し、基本計画（第１次骨
子）を作成。まちなかに市民が活動する拠点を整備するアイデアを提案 
・中心市街地活性化シンポジウム開催（H23.10.30 200 名） 
・民間が取り組む事業を立ち上げるため、中心市街地内の遊休地における事
業公募を実施（のちの十日町産業文化発信館「いこて」「アップルとおかまち」） 

平成 24 年 ・民間事業者を決定し、十日町市中心市街地活性化基本計画の策定に取組
み、内閣府と協議 

平成 25 年 

 2 月 ・都市再生整備計画事業（地方都市リノベーション事業）採択決定 
・中心市街地活性化キックオフ記念講演会（H25.8.6 206 名） 
・市民交流センター「分じろう」、市民活動センター「十じろう」の活用に係
る市民ワークショップの開始 

平成 26 年 
・設計者を決定するための公募型プロポーザルを実施し、第２次審査会は公
開プレゼンテーションにより設計者選定 
・十じろうの土地・建物取得 

平成 27 年 

 6 月 ・建築工事着手 
・分じろう：「まちの文化歴史コーナー」の土壁用の「泥団子づくり」を市民

とともにワークショップで制作 
・十じろう：間仕切り壁の構造や家具について市民とともに検討 

平成 28 年 
 4 月 ・竣工式 
 6 月 ・オープン 

 

事業収支 ２ 

●内訳（分じろう） 
総事業費 316 百万円 

収入金 支出金 
・補助金 
（地方都市リノベーション事業） 

158 百万円 ・調査設計費 15 百万円 
・市民ワークショップ 11 百万円 

・市債 142 百万円 ・工事費 290 百万円 
・一般財源 4 百万円    
・その他 12 百万円    
合計 316 百万円 合計 316 百万円 

●内訳（十じろう） 
総事業費 421 百万円 

収入金 支出金 
・補助金 
（地方都市リノベーション事業） 

210 百万円 ・調査設計費 28 百万円 
・土地・建物取得費 34 百万円 

・市債 190 百万円 ・市民ワークショップ 11 百万円 
・一般財源 9 百万円 ・工事費 348 百万円 
・その他 12 百万円    
合計 421 百万円 合計 421 百万円 
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図 中心市街地の位置及び区域と主な事業 

●少子高齢化の進行や地域経済の低迷など課題が山積するなか、「選ばれて住み継がれる「ま
ち」とおかまち」を市政運営の信念として掲げ、一人でも多くの市民がこの地に魅力を感じ、
愛着を持ちながら後世の代まで住み続けられるように、さまざまな取組みを進めています。 
●「十日町市総合計画後期基本計画」のまちづくりの重点方針のひとつである「活力ある元気な
まちづくり」においては、「怒涛の人の流れの創出」に向けて地域の資源や魅力を最大限に活
用した誘客力の強化を図っています。とりわけ中心市街地では、里山の原風景・棚田、信濃川
の雄大な河岸段丘、全国屈指の降雪量を誇る雪などの「自然資源」や、悠久の国宝・火焔型土
器やきもの、「大地の芸術祭」に代表される現代アートといった「文化資源」、雪の恵みから
育まれた米やそば、酒などの「食資源」など、十日町市内に点在する豊かな地域資源の情報発
信・展開拠点としての機能の強化を図ることとしています。 
●昭和 50 年代までの中心市街地は、当時隆盛であった織物産業にけん引される形で市民経済が
発展し、活気にあふれにぎわいがありましたが、21 世紀に入り、低成長・人口減少時代に突
入しました。そこで、中心市街地では、本市の課題と特性を十分に勘案し、本来の強みである
市民の「つながり力」「市民活動」といった社会的な資本を活かし「新たなにぎわい」を生み
出すこととし、既存の都市基盤資本を最大限活用しつつ、子供からお年寄りまでが住み続けら
れる雪国ならではの「安心で快適なときめきのあるまちづくり」を進めています。 

取組の内容 ４ 
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●にぎわい創出に向けてまちなかをステージ（舞台）と見立て、市民がともに楽しい活動を実践
していく取組をスタートしました。この二つの施設は、「まちなかステージ」の拠点となるよ
う、使い手である市民とともに一緒に作ってきました。 
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今後の課題・展望 ６ 

●これら施設は、市民が自主的に活動していくきっかけとなり、イベント時だけでなく、絶えず
まちなかに人が集まることに期待 

■十日町市市民交流センター「分じろう」 

■十日町市市民活動センター「十じろう」 

●まちなかステージ「分じろう」と「十
じろう」の公共施設設計における協働
の取組みが、2016 年度グッドデザイン
賞を受賞しました。 
また、受賞した 1,229 件の中から特筆
して優れているとして「グッドデザイ
ン・ベスト 100」に選ばれました。 

まちの文化歴史コーナー 土間廊下と和室 

取組の効果 ５ 

●ワークショップにおいては、方向性や目的を見失うこともあったが、参加する市民の熱意や実
行力により、まちなかでの新たな市民活動が芽生え、施設活用に対する意識が向上 
●平成 28 年度利用者数 49,107 人、延べ利用団体数 765 団体、このうち 82 団体が新規登録団体
であり、新たな市民活動が始まる 
●平成 29 年度利用者数 61,732 人 ⇒ 平成 30 年度利用者数 64,989 人 

ギャラリー 工作スペース ワークラウンジ 

新潟県十日町市建設部都市計画課  Tel：025-757-9937 E-mail：t-toshi@city.tokamachi.lg.jp 
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【位置図】 

100m 

Point! 駅前の民間施設の床を取得し、低予算で図書館と交流拠点を再整備 

事業収支 ２ 

概要 １ 

公共公益施設 

直江津学びの交流館 

①所 在 地：新潟県上越市中央１丁目３-18 
②地区面積：2,442 ㎡ 
③延床面積：4,206.67 ㎡（＋４階などの共有区画 1,383 ㎡） 

（１～３階） 
④事業期間：平成 17～22 年度 
⑤施 行 者：上越市 
⑥総事業費：1,336 百万円（内補助金等 311 百万円） 
⑦施設概要：直江津学びの交流館、直江津図書館 
⑧管理運営：上越市（ただし、施設の共有区域に関しては

管理組合を設置し、日常管理している。） 

●内訳 

総事業費 1,336 百万円 
収入金 支出金 

・補助金 
（暮らし・にぎわい再生事業） 

311 百万円 
・調査設計計画費 40 百万円 

・土地等購入費 450 百万円 
・市費（起債含む） 1,025 百万円 ・工事費 644 百万円 
   ・事務費 13 百万円 

   ・備品購入費 180 百万円 
   ・その他 9 百万円 
合計 1,336 百万円 合計 1,336 百万円 

事例

８ 
新潟県 

上越市 

①民間所有の施設を一部買収し、多世代の活動の場にリノベーション 
②駅前に図書館機能を導入した交流拠点整備による賑わいを創出 

外  観 

暮らし・にぎわい再生事業 

直江津学びの交流館 

内  観 

施設の概要 URL: http://www.city.joetsu.niigata.jp/soshiki/n-tosyo/shisetsu.html 
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今後の課題・展望 ６ 

取組の効果 ５ 

取組の内容 ４ 

経緯 ３ 

平成 17 年 ・図書館改築の検討をスタート 
平成 18 年 ・民間事業者から、候補地に加えてほしい旨の申し入れ 

平成 19 年 ・暮らし・にぎわい再生事業計画策定及び補助採択 

平成 20 年 ・整備基本計画策定・財産取得・実
施設計 

・直江津地区中心市街地活性化基本
計画の認定申請 

（認定されなかったが引き続き認定 
に向け取組み中） 平成 21 年 ・改築工事 

平成 22 年 ・オープン（10 月１日） 
 

●図書館の老朽化により耐震補強の必要性が生じましたが、補強費用が高額になることと、耐震
補強を行っても施設そのものの機能が低く、投資効果に疑問が生じたことに加え、現在の図書
館の立地場所が駅から遠く利用者の増加が見込めなかったことが経緯となり、移転することと
なりました。 
●一方で、駅直近の民間施設からの申し出もあり、市と民間施設のマッチングにより、事業が実
現化しました。 
●既存施設の１～３階を買収し、新たに図書館機能や生涯学習機能、貸館機能を配置することで
整備しました。 

●民間所有不動産の一部を活用することで事業費を削減（新築と比較して半分以下） 
●施設利用者が増えたことによる駅前への来訪者の増加 

●施設の利便性と活性化を図るため、十分な駐車台数の確保に努める（施設前に建設の立体駐車
場は、令和２年６月頃に併用開始予定） 
●地域内にオープンした上越市立水族博物館「うみがたり」の来館者をまちなかに呼び込む取組 

－ コラム －  
●事業を実施しなかったら最悪のシナリオはこうなっていた！ 
・老朽化した図書館に高額の耐震補強を行うが、利用者は増加せず 
・駅前に建設するためには多額の費用が必要 
・民間施設の一部が空き空間 

●事業化を決断した理由 
・駅前の民間施設を買収することにより低予算で施設立地が可能 
・新たな国の補助制度が創設され市の負担が軽減 

●行政が投資することについての根拠 
・民間の施設の一部を利用することにより高い投資効果が期待 
・駅前に立地することに地域住民からの理解を獲得 

直江津学びの交流館・直江津図書館  Tel：025-545-3232 
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【位置図】 

200m 

Point! 空きビル化した百貨店を身の丈再開発でダウンサイジング 

①所 在 地：新潟県上越市本町４丁目 
②地区面積：4,000 ㎡ 
③延床面積：2,012 ㎡（１階） 
④事業期間：平成 23～25 年度 
⑤施 行 者：民間 
⑥総事業費：608 百万円（内補助金等 380 百万円） 
⑦施設概要：商業店舗（平屋：４店舗） 約 2,012 ㎡ 

にぎわい交流広場 約 284 ㎡ 
平面駐車場（41 台） 約 1,258 ㎡ 

⑧管理運営：会社（直営） 

概要 １ 

事例

９ 

商業施設 

イレブンプラザ 
新潟県 

上越市 

①「事業規模縮小」「現実的なテナント誘致」「少ない借入金」による再開発 
②他省庁の補助導入や低利な借入など多様な資金調達 
③借入金が返済可能な最低限の収益で計画し、借地料の減額により事業継続性の確保
など過大な利益を求めない事業スキーム 

にぎわい交流広場のイベント風景 

暮らし・にぎわい再生事業・戦略的中心市街地商業等活性化支援事業 

イレブンプラザ 

浜焼太郎 
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●大和百貨店の撤退表明が契機となり、まちづくりワーキング（非公開）を設立後、関係者の間
で現実的な議論を交わし、わずか２年の間に事業着手となりました。 
●結果として、７階だったものを平屋とし、アンケートにより店舗構成を検討することで現実的
なテナント誘致を図り、少ない借入金と返済可能な最低限の収益で計画策定を行いました。 

●複数の補助金の導入のほか、借地料の減額により事業継続性を確保しました。 
●付帯するソフト施策 
・地元商店街資本のまちづくり会社等により、にぎわい交流広場での各種イベント（キッズ広
場、ハロウィン祭等）を企画実施し施設周辺のにぎわい創出を図っている。 

●その他の工夫 
・無料駐車券の配付 
・イレブンプラザ内の店舗で買い物等をすると、無料駐車券が配布(物販店は 60 分間、飲食
店は 90 分間の無料券を配布） 

今後の課題・展望 ６ 

取組の効果 ５ 

経緯 ３ 

平成 21 年 ・大和百貨店が撤退を表明  ・まちづくりワーキング設立 
平成 22 年 ・大和百貨店が撤退 

平成 23 年 ・事業着手  ・中心市街地活性化基本計画の変更 
平成 24 年 ・経済産業省（戦略的中心市街地商業等活性化支援事業）の補助金採択 
平成 25 年 ・事業完了 

にぎわい交流広場のイベント風景 

●本町商店街を会場とした越後・謙信 SAKE まつりやたかだ花ロードウィークと連携し、にぎわ
い交流広場を活用することで、にぎわいの創出に寄与している。 
（たかだ花ロードウィークと越後・謙信 SAKE まつり入込数：  
 109,000 人（Ｈ25）⇒150,000 人（Ｈ26）⇒165,000 人（Ｈ27）⇒159,000 人（Ｈ28）⇒ 
 134,000 人（Ｈ29）⇒162,000 人（Ｈ30）⇒94,000 人（R1） 

●既存商店街の来街者増加 
・交流広場で行うイベントの充実 
・イレブンプラザへの集客を商店街各個店へ取り込む仕掛けの取組 

●内訳 
総事業費 608 百万円 

収入金 支出金 

・補助金 
（暮らし・にぎわい再生事業） 194 百万円 

調査設計費 25 百万円 
除却費 225 百万円 

・補助金（社会資本整備総合
交付金（効果促進）） 3 百万円 

駐車場、広場整備費 42 百万円 
計画策定 5 百万円 

・補助金（戦略的中心市街地商
業等活性化支援事業） 183 百万円 施設建築費 288 百万円 

・自己資金 228 百万円 事務費 23 百万円 
合計 608 百万円 合計 608 百万円 
 

事業収支 ２ 

取組の内容 ４ 

新潟県上越市産業観光交流部産業政策課 商業・中心市街地活性化推進室  Tel：025-526-5111 
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3

【位置図】 

Point! 「市民とともに創り上げていく」を最も重視した検討・実施 

事例 

10 

公共公益施設 

市民交流施設高田公園オーレンプラザ 
新潟県 

上越市 

①市民ワークショップでの提案を採用し、用途によって部屋の使い方を変える「重ね
使い」により機能性をアップ 
②子育て世代をはじめ、多様な人々の交流の場を整備し、郊外への人口流出を抑制 

①所 在 地：新潟県上越市本城町 8番 1号 
②地区面積：18,400 ㎡ 
③延床面積：5,004.49 ㎡（地上 3階） 
④事業期間：平成 27～29 年 
⑤施 行 者：上越市 
⑥総事業費：2,895 百万円（内補助金等 1,427 百万円） 
⑦施設概要：ホール施設：ホール（客席 606 席、平土間 

としての利用も可能）、 
スタジオ、練習室、楽屋 

集会学習施設：研修室、会議室、多目的室、陶芸室、 
創作室、調理実習室、和室 

こどもセンター：プレイエリア、プレイルーム、 
グループ活動室、一時預かり室 

⑧管理運営：上越市 

概要 １ 

都市再生整備計画＜都市再構築戦略事業＞ 

400m 

市民交流施設 

高田公園オーレンプラザ 

ホール 

●内訳 
総事業費 2,895 百万円 

収入金 支出金 
・補助金 
（都市再構築戦略事業） 1,427 百万円 ・建設工事費 2,769 百万円 

・合併特例債 1,395 百万円 
・付帯工事費 126 百万円 

・その他 73 百万円 
合計 2,895 百万円 合計 2,895 百万円 

事業収支 ２ 

こどもセンター 

全  景 
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●高田駅周辺の中心市街地では、住宅や商業施設の郊外化が進み、まちの求心力は低下していま
した。一方、町家や雁木など城下町の面影を残す街並みが残り、日本三大夜桜で有名な高田公
園をはじめ、周辺には学校やスポーツ施設、博物館、商業施設、宿泊施設等が集積するなど、
今もなお拠点性の高い地区です。 
●市内のホール系施設は、稼働率が高く、季節によっては予約が取れない状況でした。また、高
田公園内のホール施設が老朽化により取り壊された際は、多くの市民・団体から代替施設の建
設を求める強い要望が多く寄せられ、近隣の高田公民館についても、老朽化・耐震力不足によ
り、建て替えが必要な状態でした。 
●子育て世代からは、子育て支援施設の充実や荒天時でも遊べる屋内型施設の建設を望む声が多
く寄せられている状況でした。 
●こうしたことを背景に、代替施設の整備・施設の再編に合わせ、付加機能をプラスすること
で、交流拠点エリアとしての強化を図り、さらに駅周辺との回遊性を高めることで中心市街地
を活性化し、まちの再生・魅力向上を図ることを目指し検討がスタートしました。 
●「市民とともに創り上げていく」をモットーに、延べ 21 回実施した市民ワークショップをは
じめ、公募市民や有識者等からなる検討員会の設置、パブリックコメントや意見募集の実施な
ど、各段階で市民等に意見を聞くことにより、使い勝手の良い機能的な施設となるよう配慮し
ています。 
●市民参加型ワークショップでの提案などを反映したことや、建築資材の高騰などが理由によ
り、基本設計では基本構想と比較して、総事業費が約 10 億円増えるといった場面もありまし
たが、無事、平成 29 年 9月にオープンし、多くの方々が来館しています。 

取組の内容 ４ 

新潟県上越市都市整備部都市整備課  Tel：025-526-5111 
新潟県上越市教育委員会社会教育課 市民交流施設高田公園オーレンプラザ Tel：025-525-1311 

今後の課題・展望 ６ 

●市民と様々な活用方法を模索しながら、当施設を拠点とした交流人口を拡大 
●中心市街地との回遊性向上や連携等によるまち全体の活性化 

取組の効果 ５ 

●機能アップした代替施設を魅力としたまちなか居住者の郊外流出防止と定住促進 
●地区外からの来訪者など交流人口の増加による中心市街地への波及効果 

経緯 ３ 

平成 22~23 年 ・庁内検討委員会（施設内容、規模、建設場所） 
平成 23~24 年 ・整備検討委員会（公募市民、学識経験者、利用団体代表 10 名による整備検討） 
平成 25 年 ・基本構想 
平成 25~26 年 ・基本設計（ワークショップの実施） 
平成 27 年 ・建築工事着手 
平成 29 年 ・建築工事竣工、オープン 
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【位置図】 

100m 

Point! 駅と公共施設の合体！交流拠点の核に！ 

事例 

11 

①所 在 地：富山県立山町前沢 1169 番地 
②敷地面積：約 3,370 ㎡ 
③延床面積：約 6,060 ㎡（地上３階、地下１階、中２階含む） 
④事業期間：平成 22～24 年度 
⑤施 行 者：立山町 
⑥総事業費：1,921 百万円 

（内補助金等 674 百万円） 
⑦施設概要：１ 階：コミュニティホール「駅ニワ」、図

書館、地域情報交流サロン、観光交流・喫茶
スペース、イベント広場、五百石駅 
中２階：交流プロムナード、音楽交流室 
２ 階：大会議室、多目的交流ロビー、調理
交流室、くつろぎ大広間、中広間 
３ 階：立山町健康福祉課、保健センター、
社会福祉協議会、まちなか子育て支援室、訪
問看護ステーション、まちなか交流サロン 
駐車場 ４ヵ所、135 台（４時間まで無料、
以降４時間経過ごとに 100 円） 

⑧管理運営：指定管理者 立山町商業協同組合（Ｈ31～現在） 

概要 １ 

公共公益施設、交通施設 

立山町元気交流ステーション「みらいぶ」 
富山県 

立山町 

①鉄道駅が町民の健康・暮らしを応援するターミナルとなり賑わい拠点を創出 
②多世代の誰もが快適に安心して利用可能な複合施設 

都市再生整備計画事業 

外  観 

立山町元気ステーション

「みらいぶ」 

まちなか交流サロン 図書館 

駅ニワ 

URL: http://miraibu.jp/ 
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経緯 ３ 

事業収支 ２ 

取組の内容 ４ 

今後の課題・展望 ６ 

取組の効果 ５ 

平成 22 年 ・住民説明会、基本設計プロポーザル、基本・実施設計、工事入札 
平成 23 年 ・工事着工、オープンカウントダウンイベント 
平成 24 年 ・工事完成、オープニングイベント、各種交流イベント 

 

●内訳 
総事業費 1,921 百万円 

収入金 支出金 
・補助金 
（都市再生整備計画事業） 

674 百万円 ・用地費 81 百万円 
・補償費 52 百万円 

・一般財源 1,247 百万円 ・委託費 75 百万円 
   ・工事請負費 1,662 百万円 
   ・備品購入費 51 百万円 
合計 1,921 百万円 合計 1,921 百万円 

●住み慣れた地域で安心していきいきと暮らす都市の実現を目指して 
・町民一人ひとりが住み慣れた地域で主体的・創造的に生涯学習に取組み、生きがいを見つけら
れるよう、町民交流が促進される環境づくりや、町民が主体的に健康づくりに取組める環境整
備が急務となっていました。 
・モータリゼーションの進展などにより高齢者・身体障がい者・学生等にとって必要な公共交通
機関の利便性の低下が危惧されていました。 
●町民の活力の源となる拠点施設をまちづくりの核に 
・町民が利用しやすい行政サービスの提供と人々が集い交流する拠点とするため、これまで町内
に分散していた保健福祉機能を集約し、図書館や町民交流センター等暮らしに役立つ公共公益
施設と公共交通機関である五百石駅が一体となった複合施設を整備しました。 

●幼児・児童から高齢者までの幅広い年齢層の人々の集まりにより、まちなかの賑わいを創出 
●未就園児をもつ母親たちが自然に集い様々な講習会が開催されたり、地域の老人クラブのレク
リエーションの場となるなど利用の幅が拡大 

●施設と鉄道の利用促進と、持続的な維持・サービスの向上及び施設内組織の連携によるさらな
る賑わい創出 
●町民が中心となり施設の機能を活かした自主的な企画の展開による交流の拡大 

－ コラム － 建設問題の経過 
保健福祉総合施設の整備は平成 18 年以来の町の懸案。平成 18 年「鉄道駅と連携した保健

福祉総合センター」の基本構想をまとめるまでに、５年の歳月を経ました。その後も建設場
所の選定や施設の規模について意見が分かれたり、用地取得・補償に関する予算議決などが
難航したりしましたが、平成 22 年３月議会で関係予算案が可決され、計画が動き出すことと
なりました。 

富山県立山町建設課  Tel：076-462-9975 
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【位置図】 

200m 

Point! 雪国ならではの賑わい再生。全天候型賑わい交流広場 

①所 在 地：富山県富山市総曲輪３丁目８番 39 号 
②地区面積：約 1,400 ㎡ 
③延床面積：約 1,400 ㎡（地上１階） 
④事業期間：平成 15～19 年度 
⑤施 行 者：富山市 
⑥総事業費：1,520 百万円（内補助金等 890 百万円） 
⑦施設概要：広場 
⑧管理運営：㈱富山市民プラザ（指定管理者） 

概要 １ 

外  観 

イベント利用の様子 

事例

12 

交流施設 

グランドプラザ（富山市まちなか賑わい広場） 
富山県 

富山市 

①百貨店と立体駐車場に囲われた敷地を全天候型広場として活用 
②公民連携により、営利目的でなく賑わい創出を目的とした活動の自由度の高い空
間・運営体制を実現 
③市電環状線に新たな電停を設け賑わい拠点の機能を後押し 

都市再生整備計画事業（旧まちづくり交付金） 

グランドプラザ 

（富山市まちなか賑わい広場） 

URL: http://www.grandplaza.jp/ 
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取組の内容 ４ 

経緯 ３ 

事業収支 ２ 

昇降式舞台 

大型ビジョン 

平成 15 年 ・街なか活用懇話会にてグランド通り再整備の検討が始まる。 

平成 16 年 
・「まちづくり交付金」採択 
・（仮称）グランドプラザ活用委員会発足 

平成 18 年 ・工事着手 
平成 19 年 ・グランドプラザオープン 

 

●内訳 
総事業費 1,520 百万円 

収入金 支出金 
・補助金 
（まちづくり交付金） 

890 百万円    

・その他 630 百万円    

合計 1,520 百万円 合計 1,520 百万円 

 

●グランドプラザは、平成４年の総曲輪地区再開発事業組合の発足を皮切りに、地区の更新・活性化
に向けた取組が活発化し、平成 13 年に「総曲輪通り南地区」と「西町・総曲輪地区」の２つの市
街地再開発事業が都市計画決定されました。この百貨店を主とした商業施設（総曲輪フェリオ）と
立体駐車場を主とした施設（西町・総曲輪キュービィ）の２つの再開発の地区内で市道を集約、ま
ちなかの賑わいを創出するための広場として整備活用する試みが発案されたことが発端です。平成
16 年には「（仮称）グランドプラザ活用委員会」を発足し、コンセプト・活用イメージなどの検討 

CUBY（グランドパーキング） 

再開発ビル（大和百貨店） 

総
曲
輪
通
り 

総
曲
輪
通
り 

平
和
通
り 
平
和
通
り 

を経て、同年に基本設計に着手、翌平成 17 年には実施設計を実施し、平成 19 年８月に工事完了、 
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今後の課題・展望 ６ 

取組の効果 ５ 

同年９月にオープンしました。グランドプラザは 21mの幅を確保、南北 65m、高さ 19mのガラス
屋根で覆った広場です。使用の自由度を増すため条例を策定して「まちなか広場」として管理する
こととし、セットバック部分は協定を締結して富山市が一括して管理・運営を行うこととされまし
た。施設のデザイン上の特長は、建物にかかる水平荷重を隣接商業施設に負担させることで、柱・
梁などの構造体を可能な限り軽快に仕上げ、ガラス建築が本来持っている解放的なイメージをより
際立たせることに成功しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●グランドプラザの運営と管理 
・収益を上げることが第一の目的ではなく、「賑わい創出」を第一の目的とし、何事においても
「賑わいを創出する出来事であるか」を判断基準にしています。休日には、使用料を支払う能力
（集客力）のある主催者が大掛かりなイベントを開催した結果、まちなからしい大勢の人がいる
光景が復活しました。この賑わいによって集客力のある場所として認知され、利用促進につなが
り、開業 12 年目のいまも好循環を継続しています。 

●グランドプラザと隣接している商店街（総曲輪通り）の歩行者通行量が整備前の約 1.29 倍
（H18⇒H30） 
●グランドプラザを中心として、新たな市民活動が発足 

●グランドプラザの稼働率は、休日は、ほぼ100パーセントを維持しているが、平日は、約90パーセ
ントであることから、平日の利用をより促進していくことが課題です。商店街と連携したイベント
の実施、他の中心市街地の施設との連携もさらに強化していくことが重要と考えています。 

整備前 整備後 
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 －コラム－ 富山市のまちづくりの経緯 
 
●富山駅周辺整備の推進 
・富山駅南地区は、急激な都市環境の変化への対応が遅れ、老朽化した低層木造建築物が密集
するなど、都市機能面からみての整備状況は十分とはいえない状況にありました。一方、北
陸新幹線の整備により、駅の持つ拠点性がより強化されるとの期待感が醸成され、それらに
対応した総合的な開発整備の必要性が生じ、昭和 50 年代後半からは、再開発事業が動き出
し、これに合わせて駅南口広場の交通体系の変更と景観整備や地下道などの整備が進められ
てきました。結果、富山駅前街区（CiC）、桜町地区（Amuse）、西街区第一地区（明治生
命・若林富山駅前ビル）、西街区第二地区（ホテルα1富山駅前）、桜町一丁目 4番地区（パ
ティオさくら）が整備され、駅の玄関口としての機能更新が図られました。 
・富山駅北地区においては、鉄道跡地や運河船溜まりなどの遊休地を有効活用し、市街地のシ
ンボルとなる富岩運河環水公園（カナルパーク）、ブールバールなどの都市基盤整備を行
い、業務・商業・研究開発・文化・交流等の機能を導入・集積するものとしました。都市基
盤整備の手法としては、富山駅北土地区画整理事業（20.5ha）により、スーパーブロック方
式の街区の再構築を行い、北陸電力の本社ビルやインテック本社ビル、立体駐車場、ホテ
ル、放送局ビルなどの誘致を図り、一大ビジネスパークを形成しました。 

 
●「コンパクトなまちづくり」の先導的な取組へ 
・現在の富山市は公共交通を軸としたコンパクトなまちづくりのトップランナーとして広く知
られていますが、こういった動きがはっきりとした形で表に出たのは、富山市総合的都市交
通体系マスタープラン（平成 17 年３月）です。その後、それに基づき、富山市中心市街地活
性化基本計画（平成 19 年２月）を策定し、拠点集約型の都市構造の実現化に向けた取組が本
格化しております。 
・こうした動きの基礎となったのは、平成５年の富山駅北地区の検討の際、都市計画家の蓑原
敬氏に相談を持ちかけたのを契機とし、職員による勉強会などを通じ、平成８年の都心マスタ
ープラン策定（非公開）など「まちなか」に目を向けた先導的な取組を行ったことであり、平
成14年の森市長就任以来、今の都市政策に繋がる大きな推進力になったと考えられます。 
・その後、市長のタウンミーティングによる市民への説明、市職員の意識の共有化、第一弾と
して実施した富山港線の LRT 化（富山ライトレール）の成功により、「富山市＝コンパクト
なまちづくり」として内外に印象づけることになりました。こうした動きに引き続き、市内
電車環状化や自転車市民共同利用システム（アヴィレ）、グランドプラザの整備など、まち
なかの活性化に向けた施策を次々に打ち出し、現在、平成 31 年度末の完成を目指している路
面電車南北接続事業により、富山駅を挟んで分離されていた公共交通が一つにつながり、市
民のライフスタイルの変化等多様な効果が期待されます。 
・都市マスタープラン（平成 20 年３月）においては、
概ね 20 年後に全人口に占める「公共交通沿線居住推
進地区」の居住人口の割合を約 42％に上昇させると
しており、今後、集約型都市構造の実現に向けた公共
交通沿線での居住誘導施策など、さらなる取組が注目
されます。 

富山県富山市活力都市創造部中心市街地活性化推進課 Tel：076-443-2054  E-mail：tyusinsigai-01@city.toyama.lg.jp 
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【位置図】 

Point! 小学校跡地を活用し、まちなかに高齢者向け施設を整備 

概要 １ 

①所 在 地：富山県富山市星井町２丁目７-30  
②地区面積：7,419.13 ㎡ 
③延床面積：2,538.94 ㎡（地上２階・地下１階） 
④事業期間：平成 16～23 年度 
⑤施 行 者：富山市 
⑥総事業費：1,943 百万円（内補助金等 73 百万円） 
⑦施設概要：介護予防センター 2,538.94 ㎡ 

中央保健福祉センター 1,335.48 ㎡ 
介護保険認定審査会室 148.51 ㎡ 

⑧管理運営：指定管理者 
一般財団法人北陸予防医学協会・株式会社 
ウェルネスデベロップメント共同体 

事例

13 

福祉施設 

富山市角川介護予防センター 
富山県 

富山市 

①まちなかの公有地を活用した福祉サービスの提供 
②整備には市民からの寄付金を活用、民間企業の指定管理者による運営・管理 
③まちなかにおける高齢者等の安全・安心な生活空間を実現 

都市再生整備計画事業 

多機能温泉プール 

400m 

富山市角川介護 

予防センター 

URL: https://www.kadokawakaigo.jp/ 

外  観 
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－ コラム － 
●事業化を決断した理由 
・中心市街地において低未利用地が発生したと同時期に介護保険制度において予防が重視さ
れ、寄付により高齢者福祉の増進に資する施設として整備（温泉（寄付）を活用） 

経緯 ２ 

取組の内容 ３ 

取組の効果 ４ 

平成 16 年 
・富山市在住の角川文子さんより寄付「高齢者福祉の充実に役立てるような施設を」 
・中心市街地の統合小学校跡地の発生⇒跡地利活用 

平成 18 年 ・介護予防施設検討委員会を設置 

平成 19 年 ・星井町五番町小学校跡地に介護予防の拠点施設建設を決定 

平成 20 年 ・富山市在住の古河睦雄さんより温泉掘削と温泉設備の寄付 

平成 21 年 ・建設開始 

平成 22 年 ・市民から介護予防特殊機器の寄付 

平成 23 年 ・7/2 オープン 

●高齢者の生活の質の向上と健康寿命の延伸を図ることを目的として、医師や専門スタッフによ
るヘルスチェックに基づき、温泉水を活用した多機能温泉プールでの水中運動やパワーリハビ
リテーションなどの陸上運動などを組み合わせて、利用者個人に適した介護予防プログラムを
作成し実施しています。 

今後の課題・展望 ５ 

●会員へのアンケート調査や、体力測定の結果等から、身体機能の向上、意識面での改善など介
護予防につながる一定の効果が実証 
●その例として、3 ヶ月間の介護予防教室に参加することにより、「30 秒間で椅子から立ち上
がる回数」が概ね 5 回程度増加し、また「転倒に対する不安が大きいですか」という質問に
対して、「不安感が減少した」と答えた人が大半 
●また、介護予防教室の参加前後に、生活機能に関する「基本チェックリスト」を実施したとこ
ろ、「運動機能の低下」に関する指標が維持・改善した参加者は９割以上 

●まちなか居住を推進するうえで、高齢化が顕著な中心市街地にあっては、高齢者が安心・安全
な生活を確保する環境整備が重要であり、こうした介護予防施設が、地域包括ケア体制推進の
一翼を担う拠点として高齢者の健康保持とともに中心市街地の活性化につながる施策を展開し
ていくことが課題 
●その施策として、中心市街地において、高齢者が生きがいを持って、安全・安心・快適に生活
できるよう、高齢者の外出・交流機会の充実や歩行者ネットワークの整備、歩行支援ツールの
活用等の「ヘルシー＆交流タウンの形成」事業に取り組み、中心市街地活性化とともに、高齢
化に対応したまちづくりを推進することが必要 

富山県富山市福祉保健部長寿福祉課 Tel：076-443-2061 E-mail：tyojyufukusi-01@city.toyama.lg.jp 
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富山市ガラス美術館 URL: http://toyama-glass-art-museum.jp/ 
富山市立図書館URL: https://www.library.toyama.toyama.jp/ 

【位置図】 

200m 

Point! 民間再開発の一環としての文化施設の建設 

事例

14 

①所 在 地：富山県富山市西町、太田口通り１丁目、上本
町の各一部 

②地区面積：約 7,000 ㎡ 
③延床面積：約 26,790 ㎡（地上 10 階・地下１階） 
④事業期間：平成 23～27 年度 
⑤施 行 者：西町南地区市街地再開発組合 
⑥総事業費：18,284 百万円（内補助金等 5,833 百万円） 

※保留床取得金の一部（都市再構築戦略事業） 

⑦施設概要：市ガラス美術館（常設展示室、企画展示室、グラ
ス・アート・ガーデン、ギャラリー、収蔵庫等） 
市立図書館本館（開架閲覧エリア、おはなしの部
屋、学習支援室、特別図書閲覧室、静寂閲覧室
等）、カフェ、ミュージアムショップ、業務
施設（銀行等） 
※市ガラス美術館、市立図書館本館には都市再
構築戦略事業を活用 

⑧管理運営：市ガラス美術館、市立図書館本館については
直営 

公共公益施設、業務施設 

ＴＯＹＡＭＡキラリ(ガラス美術館、図書館) 
富山県 

富山市 

①「ガラスの街とやま」の発信、外来用駐車場がゼロ、といった先導的な施設 
②市民の思い出の地（百貨店跡地）を継承・進化した開放的な市民交流施設 

市街地再開発事業 
都市再生整備計画＜都市再構築戦略事業＞ 

概要 １ 

事業収支 ２ 

●内訳 
総事業費 18,284 百万円 

収入金 支出金 
・補助金 
（市街地再開発事業） 5,833 百万円 ・設計、土地整備 1,611 百万円 

・保留床処分金 
12,451 百万円 

・補償、工事等 16,123 百万円 
(一部､都市再構築戦略事業） ・借入金利子、事務費 550 百万円 
合計 18,284 百万円 合計 18,284 百万円 

ＴＯＹＡＭＡキラリ 

建物外観 図書館 ガラス美術館 2 階ロビー 

（コレクション展） 
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●計画地は、大和百貨店の移転以降、跡地について中心市街地の活性化や防災、都市景観上の観
点などから、土地の有効利用が強く望まれておりました。百貨店の外観保存など様々な意見が
ある中、平成 18 年に再開発準備組合を設立し、市が床取得することで事業化に目処が立ち、
取得床にガラス美術館+図書館という異色の組み合わせで整備することが決定しました。 
●富山市においては、平成 3 年に富山ガラス造形研究所の開設や、ストリートミュージアム構
想など、30 年来「ガラスの街づくり」の取り組みを推進してきており、その集大成の施設で
ある美術館の候補地として、また、市立図書本館が築後 45 年を経過し、老朽化に伴う移転候
補地としても決定したことで、「美術館＋図書館」を再開発ビルの主要複合施設として整備す
ることが決定しました。 
●基本構想段階においては、各施設は異なるフロアを吹き抜けで連絡する形式でしたが、美術館
と図書館を対面させ、中央部の斜め吹抜けを介し、スパイラル動線による施設間の連携及び相
乗効果を発現するものとしています。なお、外観は隈研吾氏が監修し、かつての建物の縦ライ
ンを踏襲したデザインとし、市民の思い出の地としての歴史に配慮しています。 

●再開発ビルには、ガラス美術館と図書館の外来用駐車場を用意していませんが、これは、周辺
の既存駐車場の存在とともに、公共交通利用の推進を図る富山市のコンセプトを前面に押し出
した考え方によるものです。また、図書館の新聞閲覧コーナーの早朝開放により、悪天候時の
通路としての利用を可能とし、周辺住民や市民の日常利用に配慮した施設となっています。 

平成 12 年 ・大和富山店が「西町地区」からの移転を公表 
平成 18 年 7 月 「西町南地区市街地再開発準備組合」設立 
平成 19 年 7 月 事業協力者として清水建設を総会で決定   ９月 大和富山店移転 
平成 20 年 ・複数の施設構想について検討（公共施設、銀行、住宅、ホテル等） 

平成 22 年 
１月 富山第一銀行が本店機能の整備、 

富山市が市立図書館本館、ガラス美術館等の整備を表明 
９月 都市計画決定告示 

平成 23 年 ・ガラス美術館・図書館の基本構想策定 

平成 24 年 
２月 組合設立認可公告（事業計画認可） 
３月 公募により特定業務代行者を清水建設・佐藤工業共同企業体に選定 
11 月 権利変換認可公告、既存建築物除却等工事着手 

平成 25 年 3 月 施設建築物等新築工事着手 

平成 27 年 
4 月 施設建築物等新築工事完了 
12 月 市街地再開発組合 解散 

今後の課題・展望 ６ 

取組の効果 ５ 

●「ガラスの街」としての富山に対する市民の愛着を醸成、市民の文化生活水準の向上 
●まちなかと建物内部を賑わいでつなぐ集客施設として機能発揮。中心市街地における回遊拠点
の一つとして機能し交流人口が増加 
●ガラス美術館と図書館の駐車場を用意しないことによる公共交通の利用促進の効果 
●ガラス美術館と図書館は開館後４年経過し、令和元年 11 月末で、これまで 346 万人余りの方
が来館 

●ガラス美術館と図書館の連携事業、一見客に終わらせない継続発展的なソフト事業 

富山県富山市活力都市創造部都市再生整備課  Tel：076-443-2243 E-mail：toshiseibi-01@city.toyama.lg.jp 
富山市ガラス美術館  Tel：076-461-3100 E-mail：bijutsukan-01@city.toyama.lg.jp 
富山市立図書館  Tel：076-461-3200 E-mail：tosyokan-01@city.toyama.lg.jp 

取組の内容 ４ 

経緯 ３ 
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【位置図】 

100m 

Point! 駅前再開発ビルへの図書館・学校の誘致 

①所 在 地：富山県高岡市末広町１番８号 
②地区面積：10,000 ㎡ 
③延床面積：31,500 ㎡（地上 14 階、地下１階） 
④事業期間：平成 13～15 年度 
⑤施 行 者：高岡駅前西第一街区地区市街地再開発組合 
⑥総事業費：16,237 百万円（内補助金等 2,205 百万円） 
⑦施設概要：商業サービス・業務施設 3,834 ㎡ 

ホテル 4,832 ㎡ 
生涯学習センター・新中央図書館 11,085 ㎡ 
生涯学習校 6,001 ㎡ 

⑧管理運営：第三セクター（委託） 

概要 １ 

事例

15 

公共公益施設、商業施設、宿泊施設 

ウイング・ウイング高岡 
富山県 

高岡市 

①再開発ビルに公共施設・教育施設導入を決断（市立図書館や県立高校の設置） 
②駅前の立地特性を活かした時間消費ができる市民活動・文化活動の場の整備 
③行政の人的支援による時流の変化に対応した再開発事業 

全  景 

市街地再開発事業 

フロアマップ 

ウイング・ウイング高岡 

広場公園 

交流スペース 

URL: http://www.suehirokaihatu.co.jp/ 
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経緯 ３ 

事業収支 ２ 

昭和 61 年 ・ミズの街(デパート)撤退 

平成 11 年 
・市街地再開発事業、高度利用地区の都市計画決定 
・再開発ビルへの県施設設置支援を要請 

平成 12 年 
・県施設として生涯学習校の設置検討を表明 
・ホテルニューオータニ高岡が出店撤退を表明 

平成 13 年 
・建築基本計画案策定 
・市街地再開発組合を設立 
・マンテンホテルと出店に係る覚書締結 

平成 14 年 

・市街地再開発事業、高度利用地区の都市計画の変更 
・事業計画の変更認可 
・権利変換計画認可 
・再開発ビル工事着工 

平成 15 年 
・再開発ビル上棟式 
・再開発事業区域の名称公募し、「ウイング・ウイング高岡」に決定 

平成 16 年 ・再開発ビル完工 オープン 

●内訳 
総事業費 16,237 百万円 

収入金 支出金 

・補助金 
（市街地再開発事業） 

2,205 百万円 
・調査設計計画費 630 百万円 
・土地整備費 315 百万円 

・保留床等処分金 12,476 百万円 ・補償費 4,372 百万円 
・広場用地処分金 667 百万円 ・工事費 9,996 百万円 
・道路用地処分金 863 百万円 ・借入金利子 465 百万円 

・その他 26 百万円 ・事務費 459 百万円 
合計 16,237 百万円 合計 16,237 百万円 
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取組の効果 ５ 

●JR 高岡駅前にあったデパートが撤退した後、その跡地活用を考える再開発研究会が発足し、
昭和 63 年２月に建設会社とまちづくり会社が再開発を目的に共同で土地を取得しました。 
●平成４年に準備組合を立ち上げ、平成 11 年に都市計画決定後、事業を成立させるため、県の
施設誘致と市の図書館設置の検討を行いました。 
●旧図書館は古城公園の中にありましたが、施設が手狭なうえ老朽化も進んでいたことから、そ
の移転拡張を含めて検討したものです。 
●また、現駅周辺の活性化との観点から、古城公園の横にあった県立高校（定時制）を誘致しま
した。 
●一方、いざ事業化という段階になり、新幹線駅が分離駅に決まったため、ホテルテナントが撤
退を表明、急遽、現在のホテルを誘致した経緯があります。 
●再開発事業の事務所には、市の職員が常駐していました。そしてテナントの誘致には、市の担
当者が積極的に出向き、奔走しました。 
●図書館の導入に関しては、利便性の良い立地条件のため、当該施設の規模拡充について要請を
受け、自動書庫・オートライブシステムを導入することで、蔵書規模 29 万冊の駅前図書館を
実現しました。図書館を駅前に持ってくるのは、あまり例がありませんでしたが、結果とし
て、多くの方々に利用されています。 
●高校に関しては、多くの方々の努力により誘致が実現しました。この再開発ビルが複合施設の
ため、高岡市生涯学習センターやホール、図書館などが同じビル内にあることから、式典や講
座、文化活動の祭典などにホールが利用されています。また、県民生涯学習カレッジ高岡地区
センターと連携した特別講座では、高校生と一般の方々がともに机を並べて学ぶ授業が提供さ
れています。 

●中心商店街における歩行者・自転車通行量の推移 
・郊外部などの大型店舗の出店等により長期にわたって減少を続けていたが、平成 16 年のウ
イング・ウイング高岡オープン以降は、横ばいに近い水準を保ちながら推移 

●図書館・生涯学習施設の利用 
・当施設の年間利用者数は、中央図書館利用人数 47 万人／年（H30）、生涯学習施設 27 万人
／年（H30）となっており、まちなかでの集客の拠点。来館者は、それまで中心市街地への
来街機会が減少してきた 10 代から 30 代の若年層の割合が多く、来街機会の創出に大きく
貢献。また、1 階の交流スペースにおいて来街機会の維持、向上を図るため、定期的なコン
サート活動等により賑わいを創出 

取組の内容 ４ 
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富山県高岡市都市創造部都市計画課（都市再生係）  Tel：0766-20-1409 

今後の課題・展望 ６ 

●高岡駅周辺の商業・住居機能の強化と新高岡駅との交通連携が課題 
・ウイング・ウイング高岡の集客（88 万人／年）の波及効果を得るため、空き店舗の活用な
どにより周辺の商業活動を活性化 

・高岡駅周辺商業地の外縁部に拡がる木造密集市街地では、歴史的なまち並みに配慮しつつも
まちなか居住を推進 

・高岡駅の直近に位置しながらも、築 50 年以上の老朽ビルや低層の住宅、空き地が混在する
高岡駅前東地区において、駅利用者や居住者、来街者に対応した施設や居住施設を立地誘
導、令和元年度からは地区内で民間開発によるホテル及びマンションの建設が開始された。 

・少子高齢、人口減少社会に対応する市全体の土地利用のあり方検討 

－ コラム －  
●事業を実施しなかったら最悪のシナリオはこうなっていた！ 
・撤退したデパートのビルは取壊されたものの、駅前に低未利用地が残るため、来街者に
とってまちのイメージダウン、商業の求心力低下による商店街の衰退と公共交通利用者
の減少につながり、最終的には多額の税金を投入し、市が用地を取得 

・また、市が主体で公的施設を整備しても、まちなかの賑わいにつながるような効果の発
現は困難 

●事業化を決断した理由 
・撤退したデパート跡地と周辺街区の再生を通し、駅直近部という立地条件を活かし、既
存都市機能と連携した賑わい・交流のための新たな拠点を形成することにより、まちの
顔にふさわしい魅力ある都市空間の創出が必要 

●行政が投資することについての根拠 
・駅前に、賑わい・交流の拠点をつくることで、人やモノの流れ、滞留が生まれ、そのこ
とによる中心商業地の活性化、公共交通の利用促進などが見込まれ、それらの相乗効果
による経済波及効果が期待 
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事例 

16 

【位置図】 

100m 

Point! 円滑な事業推進のため、法手続きがなく、自由度の高い制度を選択 

公共公益施設 

高岡駅前東地区複合ビル整備事業「sorae 高岡」 

富山県 

高岡市 

①既存都市機能との連携を図りつつ、駅直近部に相応しい機能の集約化により、新た
な交流とにぎわいを創出 
②駅周辺の再編整備と併せ、看護専門学校等の統合・集約化を推進 

①所 在 地：富山県高岡市下関町 185 番 11 
②地区面積：2,695 ㎡ 
③延床面積：7,832 ㎡（地上 4階） 
④事業期間：平成 27～29 年 
⑤施 行 者：高岡駅前東開発株式会社（SPC） 
⑥総事業費：3,522 百万円 

（内補助金等 1,051 百万円） 
⑦施設概要：富山県高岡看護専門学校 約 5,665 ㎡ 

高岡市医師会 約 850 ㎡ 
テナント４区画 約 850 ㎡ 
エントランス広場 

⑧管理運営：ソラエ高岡管理組合 

概要 １ 

暮らし・にぎわい再生事業 

外  観 

sorae 高岡 

【事業のしくみ】 

看護実習室 

URL: http://www.higashi-kaihatsu.co.jp/ 
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事業収支 ２ 

経緯 ３ 

平成 26 年 12 月 ・高岡駅前東地区複合ビル整備事業、推進協議会設置 

平成 27 年   ３月 ・事業施行者決定       ８月 ・既存建物解体工事着手 
12 月 ・実施設計完了 

平成 28 年   １月 ・既存建物解体工事完了    ２月 ・建築物新築工事着手 
  ９月 ・名称を「ソラエ高岡」に決定（一般公募) 

平成 29 年   １月 ・建築物新築工事完了      ４月 ・施設供用開始 

今後の課題・展望 ６ 

●新たな交流とにぎわいを生み出し、高岡駅前東地区全体の整備促進に波及効果を発揮すること
に期待 

取組の効果 ５ 

富山県高岡市都市創造部都市計画課（市街地整備係）  Tel：0766-20-1466 

取組の内容 ４ 

●高岡駅前東地区（約５ha）は、商業・業務施設、住居等が混在し、築 50 年を超える老朽ビ
ル・木造家屋や駐車場などの低未利用地が多く存在しています。 
●一方、高岡市内３つの看護専門学校（公立１・民間２）では、少子化による養成数の減少や、
施設の老朽化など学校運営上の様々な課題を抱えており、対応が求められていました。また、
高岡市医師会では、高齢化が進む中、在宅医療体制の確立、多職種連携の充実が求められてお
り、関係者がより利用しやすい場所で、在宅医療支援センター及び地域産業保健センター機能
などを確保することが求められていました。 
●こうしたことから、複合ビルの立地場所は、高岡駅直近で、広域的に通学する学生の利便性が
よく、高岡駅前東地区整備基本構想に支障をきたすことなく先行的に整備を進めることができ
る「民間ビル及び隣接する市有地の一部」として事業検討を開始し、平成 29 年４月から供用
開始しています。 
●暮らし・にぎわい再生事業を活用し、計画コーディネート支援として、複合ビルの基本計画を
検討しました。また、事業実施主体として民間事業者も可能であったため、民間活力による主
体的開発を基本に、来街者・市民・居住者などが、世代を超えて『出会い・学び・活動できる
場、安心で快適に生活できる場』を創出することができました。 

●民間事業として新たなホテル（客室 373 室）・マンション（130 邸）の建設が開始された。
都市機能が充実したことと併せ、令和元年度に金融機関（銀行本店）が移転オープンし、高岡
駅北口交流広場の供用が開始された。 

●内訳（見込値） 
総事業費 3,522 百万円 

収入金 支出金 
・補助金 
（暮らし・にぎわい再生事業） 1,051 百万円 

・調査設計費 186 百万円 
・土地整備費 76 百万円 

・保留床処分金 2,471 百万円 ・補償費 33 百万円 
   ・工事費 3,049 百万円 
   ・事務費 172 百万円 
   ・借入金利子 6 百万円 
合計 3,522 百万円 合計 3,522 百万円 
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【位置図】 

400m 

Point! 日本初の試み！廃校の高校体育館を市役所としてリノベーション 

①所 在 地：富山県氷見市鞍川 1060 
②敷地面積：20,746.91 ㎡ 
③延床面積：7,805.017 ㎡（地上３階） 

※旧庁舎の延床面積は 5,469 ㎡ 
④事業期間：平成 24～26 年度 
⑤施 行 者：氷見市 
⑥総事業費：1,938 百万円 
⑦施設概要：本庁舎部分 

・Ａ棟［SRC 造 2階建］ 旧第一体育館 H8 年建築 
・Ｂ棟［SRC 造 2階建］ 旧第二体育館 H3 年建築 
・Ｃ棟［RC造 3階建］ 旧校舎棟 S41 年建築 
・Ｄ棟［S造 2階建］ エントランス棟  新築 
・Ｅ棟［S造 2階建］ Ｂ・Ｃ棟結節部分 新築 
・Ｆ棟［S造一部 RC造］ 旧格技場 S46 年建築 
・Ｇ棟［SRC 造 2階建］ 旧記念会館 S45 年建築 

駐車場等  
・市民駐車場 118 台 
・公用車駐車場 39 台 
・駐輪場 2 箇所 

⑧管理運営：氷見市 

事例
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概要 １ 

公共公益施設 

氷見市役所庁舎 
富山県 

氷見市 

①使用されなくなった公共建築を活用した新庁舎 
②仕切りのない大空間で市民と対話型の市政実現 

 

氷見市役所庁舎 

外  観 

Photo : スタジオムライ BEFORE  ⇒  AFTER 
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●内訳 
総事業費 1,938 百万円 

収入金 支出金 

   ・工事請負費 1,575 百万円 
・設計等委託料 50 百万円 

   ・用地費 300 百万円 
   ・事務費等 13 百万円 
合計 1,938 百万円 合計 1,938 百万円 

取組の内容 ４ 

●市職員の発想から誕生。体育館を活用した新庁舎 
・旧庁舎本館は昭和43年、別館は昭和34年竣工の建物で老朽化が進んでいたため、平成23年度
に実施した耐震診断の結果、本館・別館とも震度６強クラスの地震に対して、耐震基準を満た
していないことが判明。また、同時期に富山県が発表した津波シミュレーション調査結果にお
いては、津波の浸水想定区域内に位置していたため、移転整備することとなりました。 
・整備案については様々な検討を重ねた結果、7案の中から旧富山県立有磯高等学校の体育館・
校舎の一部改修案が選定されました。決め手となった理由は、建替えと比較すると費用が半
減、加えて国の緊急防災・減災事業債の適用が見込めたことで、総事業費約19億4000万円、
そのうち市の負担は約８億円に抑えることができました。 

・旧庁舎は、市民の利用頻度が高い課が２階と３階に分散配置されおり、建物も、本館、教育文
化センター、いきいき元気館に分かれていたことから、その再編・集約が望まれていました。
「校舎は教室ごとに壁があるが、体育館の大空間は間取りに対して制約がない。『ワンストップ
サービス』を導入しやすいのでは」という市職員の発想が体育館活用の第一歩となりました。 
・体育館をＡ棟、Ｂ棟、旧校舎の一部をＣ棟として改修し、他の校舎は解体し、不足していた駐
車場用地としました。庁舎の１階フロアには、市民課、税務課、福祉の関連課が配置され、２
階フロアには市長室や総務課などが入りました。 

平成 23 年 10 月 ・市庁舎の耐震診断調査開始 

平成 24 年 

  ３月 ・富山県立有磯高等学校閉校 
・耐震評定書交付 

  ６月 ・市議会において、市庁舎整備検討特別委員会を設置 
10 月 ・市議会臨時会において、市役所を移転する「市役所設置条例」と 

移転整備のための事業費を計上した一般会計補正予算を可決 
12 月 ・氷見市庁舎移転整備工事基本・実施設計業務に係るプロポーザルを 

実施 

平成 25 年 

  ６月 ・第１回「新市庁舎デザインワークショップ」を開催 
（10 月までに合計４回開催） 

  ９月 ・市議会で事業費を３億９千６百万円増額する補正予算を可決 
     ・新庁舎移転整備工事着工 
12 月 ・富山県との間で用地売買契約締結 
     ・第１回「新庁舎の花と緑のデザインを考えるネットワーク会議」 
      を開催（翌年３月までに５回開催） 

平成 26 年 
  ４月 ・建築本体工事完了 
  ５月 ・外構工事完了 
     ・開庁式 

経緯 ３ 

事業収支 ２ 
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●使い手の専門家のアイデアが詰まった配置計画 
・「使い手の専門家である市民の意見を入れたい」と市長が自
らコーディネーターとなり、市民と市職員が参加する「新市
庁舎デザインワークショプ」を実施しました。 
・３回にわたって行われたワークショップのなかで、「市長室
の場所は一番良い場所にあるので、そこを協働スペースに」
という市⺠の提案により、市長室は出入口の近くに移動。一
部ガラス貼りの部屋となりましたが、体育館の大ホールを活
かしているので配置変更は比較的容易で、ワークショップの
成果がうまく反映できました。 

－コラム－ 体育館の仕切りのない空間を生かした利用しやすい市庁舎 
●富山県立有磯高等学校の活用状況 

今後の課題・展望 ６ 

取組の効果 ５ 

●『ワンストップサービス』により、市民が利用しやすい行政サービスが実現。対話型の機能配
置によって、市民の方への積極的な声かけが自発的に生まれるなど、市職員の意識も変化 
●フラットな空間が各課の連携を強化。複数の課に渡る問題も即座に集まって対応 
●氷見市社会福祉協議会（市社協）の職員が駐在する「ふくし相談サポートセンター」を県内で
初めて新設。社会福祉士や看護師等の資格を有する市社協の10人が常駐し、行政とともに福
祉の課題に対応。ハローワークや、医療、教育等の外部の専門機関とも連携 
●取組が評価され、視察や問い合わせが増えるなど、全国から氷見市が注目 

●市役所や市民病院移転後の市街地におけるまちづくり方針を描き、まちなか居住の魅力を高め
市全体の活力向上を目指す、市街地グランドデザインの検討を進めています。 

２階 市長室 
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●未来に通じる新庁舎の形 ～連携を活性化するフラットな空間～ 

市庁舎の整備は、50年先の変化を見通した新しい市政の形を打ち出す絶好の機会として捉

えました。壁がないオフィスは、部署が「島」ごとにゆるやかな形でつながっています。こ

のようなスタイルは縦割りの行政の弊害をなくし市民とつながっていく、創造性を喚起する

ような空間にしたいという思いから生まれました。 

コンセプトは未来思考で「対話のある市政」「市民と行政がともに政策を創る場」を目指

し、市民と行政が一緒に問題解決する場と組織を工夫しています。 

 

BEFORE(旧テニスコート)⇒AFTER 

BEFORE(旧体育館)⇒AFTER 

２階 フロア 
・空調効率が悪い体育館構造の難点を軽量のテント幕を利
用した「船底形の天井」とすることで快適な執務空間に
変身 

１階 市民サービスフロア 
・市民がよく利用する受付窓口を１つのフロア
に。移動の軽減に努め「オーダーシート」を
活用したスムーズな手続きに配慮 

BEFORE(旧弓道場)⇒AFTER 

１階 地域協働スペース 
・市民と行政が共に市政やまちづくりを
話合い、議論を高める多目的スペース 

富山県氷見市総務部財務課  Tel：0766-74-8035 
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①所 在 地 ：石川県七尾市神明町１番地 
②地区面積：21,000 ㎡ 
③延床面積：13,997 ㎡（６階） 
④事業期間：平成 14～18 年度 
⑤施 行 者 ：七尾駅前第二地区市街地再開発組合 
⑥総事業費：7,270 百万円 

（内補助金等 5,435 百万円） 
⑦施設概要：商業施設、行政施設、ホテル 
⑧管理運営：株式会社のとのと（直営） 

【位置図】 

100m 

Point! 先行地区の反省を踏まえた身の丈再開発 

概要 １ 

外  観 

オープンスペース 

図書館絵本ｺｰﾅｰ 

●内訳 
総事業費 7,270 百万円 

収入金 支出金 

・補助金 
（市街地再開発事業） 5,435 百万円 

・本工事費 2,967 百万円 
・付帯工事費 0 百万円 

・保留床処分金 1,695 百万円 ・用地費・補償費 3,580 百万円 
・JR 等負担金 12 百万円 ・権利変換諸費 528 百万円 
・市単独負担金 86 百万円 ・事務費 154 百万円 
・その他 42 百万円 ・借入金利息 41 百万円 
合計 7,270 百万円 合計 7,270 百万円 

事例
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公共公益施設、商業施設、宿泊施設 

ミナ.クル 
石川県 

七尾市 

①隣接する先行地区での経験から、テナント保証金を充当しない適正規模の商業床 
②図書館などの公益施設の立地による相乗効果 

事業収支 ２ 

市街地再開発事業 

ミナ.クル 

URL: http://www.notonoto.co.jp/ 
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今後の課題・展望 ６ 

取組の効果 ５ 

平成４年 ・地区再生計画策定（32ha） 
平成 7年 ・隣接する第一地区（パトリア）完成・オープン 
平成 10 年 ・七尾駅前第二地区街区整備計画策定（2.5ha） 
平成 11 年 ・七尾駅前第二地区再開発研究会設立 
平成 13 年 ・七尾駅前第二地区市街地再開発準備組合設立 

平成 14 年 ・市街地再開発事業及び道路の都市計画決定 
・権利者法人「㈱のとのと」創立総会 

平成 15 年 ・市街地再開発事業の施行地区の公告 

平成 16 年 ・都市計画（市街地再開発事業）の変更 
・七尾駅前第二地区市街地再開発組合設立認可公告 

平成 17 年 ・権利変換計画認可公告 
・解体工事・起工式 

平成 18 年 ・竣工・グランドオープン 

平成 19 年 ・駅前広場・道路完成 
・七尾駅前第二地区市街地再開発組合解散認可 

 

●さらなる賑わいの創出と経営の安定化 
・駅前広場などを活用したイベントを開催し、さらなる賑わいを創出。また、空き区画が出た
際は早急にテナント誘致を図り、経営を安定化 

●新規交流施設を整備し、集客力と人の流れを誘発 
・一本杉通りと小丸山城址公園を結ぶ場所に中心市街地観光交
流センター「花嫁のれん館（H28.4 開館）」を整備。能登に
伝わる婚礼文化の見学や体験ができるコーナーや、観光客や
住民の憩いと交流の場を創出し、まちなか再生に寄与 

経緯 ３ 

●駅周辺の活性化 
・駅周辺歩行者の増 
・イベント開催による賑わい創出（駅前広場でのイベント件数（事業前 0件⇒事業後 7件/年） 

●平成７年にオープンした第一地区（パトリア）は、容積率 Max の 400％で整備し、管理会社
が管理・運営していますが、施設規模が大きかったことから、多額の建設コストを要するこ
と、商業テナントの確保など、管理・運営が難しかったことを受け、第二地区（ミナ.クル）
はスリムな整備規模としました。 
●従前地権者の店舗床面積、ホテルの床面積を超えるようなものを造らず、周辺の商店街への影
響にも配慮し、管理するために最低限必要な収入と権利者が運営できる規模を天秤にかけ、敷
地規模にふさわしい整備内容としました。 
●パトリアには、4・5 階にフォーラム七尾を入れ、会議の帰りに買い物ができるようにし、相
乗効果がでるように組み立てを行いましたが、ミナ.クルには、図書館や行政施設が入居し、
多く利用されています。 
●管理運営会社は、市の負担が無く自立しており、テナントの更新や新規テナントの誘致につい
ても管理運営会社が実施するなど、整備後の運営も考慮した施設規模としたことが、自立した
健全な施設運営を実現することにつながっています。 

経緯 ３ 

取組の内容 ４ 

石川県七尾市建設部都市建築課  Tel：0767-53-8469 

「花嫁のれん館」の外観 
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【位置図】 

200m 

Point! “近江町市場の原風景の存続”をテーマとした身の丈開発 

事例
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①所 在 地：石川県金沢市青草町 88 番地  
②地区面積：約 0.9ha 
③延床面積：17,349 ㎡（地上５階・地下１階） 
④事業期間：平成 16～20 年度 
⑤施 行 者：武蔵ケ辻第四地区市街地再開発組合 
⑥総事業費：5,660 百万円 

（内補助金等 2,481 百万円） 
⑦施設概要：市場施設、商業施設、業務施設、公益施設、 

駐車場 
⑧管理運営：青草辻開発株式会社（委託） 

外  観 

①後の施設建築敷地は一筆共有宅地。／②地上権を設定する（地代の収受が発生）。／③従前の土地所有

者は、従前宅地評価額の割合に応じた敷地所有権（底地）の持分と権利床（上物＝地上権持分と施設建築

物の一部）を取得。／④従前の借地権者は上物のみを取得。／⑤従前の借家人は権利床を借りる権利を取

得。ただし、建物所有を希望する者は、参加組合員として地階共有床の持分を取得。／⑥歴史的建造物で

ある銀行建物は曳家して再生・活用。 

概要 １ 

商業施設 

近江町いちば館 
石川県 

金沢市 

①低容積型の「身の丈再開発」への方向転換による事業の実施 
②新たな機能の付加（子育て施設や研修施設を備える近江町交流プラザ、駐車場など） 

市街地再開発事業 

近江町いちば館 

URL: http://ohmicho-ichibakan.amsstudio.jp/ 
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－ コラム － 
●事業を実施しなかったら最悪のシナリオはこうなっていた！ 
・施設が劣化し、更なる商業機能が低下 

●事業化を決断した理由 
・地元の気運の高まりと事業採算性の確保 

●行政が投資することについての根拠 
・国道の拡幅事業による交通環境の改善及び上階に公共公益施設を設置することにより、公
益性が高く、歴史ある市場を活性化 

経緯 ３ 

事業収支 ２ 

取組の内容 ４ 

今後の課題・展望 ６ 

取組の効果 ５ 

平成元年 ・準備組合発足 
平成 14 年 ・都市計画決定 
平成 17 年 ・組合設立認可 
平成 19 年 ・工事着手 
平成 20 年 ・１階 仮オープン 
平成 21 年 ・工事完了 

●内訳 
総事業費 5,660 百万円 

収入金 支出金 
・補助金 
（市街地再開発事業等） 

2,481 百万円 ・工事費 3,660 百万円 
・土地整備費 1,080 百万円 

・公共施設管理者負担金 1,010 百万円 ・調査設計計画費 649 百万円 
・保留床処分金 2,095 百万円 ・事務費 231 百万円 
・その他 74 百万円 ・借入金利子 40 百万円 
合計 5,660 百万円 合計 5,660 百万円 

●高度利用にとらわれず、地方都市の実情に即した「身の丈に見合う」施設建築物を整備してい
ます。１階を従前権利者が権利床として取得し、その他を保留床として売却しています。この
うち、地階は共有床とし、従前営業者の大半を占める借家人などに持分分譲する仕組を構築
し、営業者に明確な権利を与えるとともに保留床処分のリスクを軽減しています。また、３
階、４階は金沢市に分譲し、公益施設の導入を図っています。 

●近江町いちば館の整備後、直近の歩行者通行量が３万人／日（H17）から５万人／日（H21）
に増加 
●市民や観光客で賑わう新たな交流拠点施設としての役割を発揮 

●国道を挟んで立地する大型商業施設との連携強化 
●本事業の特性やスキームを活かした、片町地区など都心軸沿線の老朽ビルの再整備 

石川県金沢市都市整備局市街地再生課  Tel：076-220-2675  E-mail：shigaichi@city.kanazawa.lg.jp 
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【位置図】 

100m 

Point! 小学校跡地を活用した参画交流型の美術館 

概要 １ 

①所 在 地：石川県金沢市広坂１丁目２番１号 
②敷地面積：26,964.5 ㎡ 
③延床面積：27,920.0 ㎡（地上２階・地下２階） 
④事業期間：平成７～16 年度 
⑤施 行 者：金沢市 
⑥総事業費：11,322 百万円 
⑦施設概要：美術館 17,069.0 ㎡ 

プロジェクト工房 241.0 ㎡ 
茶室 157.2 ㎡ 
駐車場（美術館地下 200 台） 10,557.0 ㎡ 
駐輪場（40 台） 53.0 ㎡ 

⑧管理運営：(公財)金沢芸術創造財団（指定管理者） 

事例

20 

交流施設 

金沢 21 世紀美術館 
石川県 

金沢市 

①県庁の郊外移転による商業などの空洞化を防止 
②賑わい再生のための拠点施設（かつてない斬新な施設内容と運営方法） 

金沢 21 世紀美術館 

外  観 

撮影：渡邉修 
提供：金沢 21 世紀美術館 

「写真提供：金沢市」 

URL: https://www.kanazawa21.jp/ 
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－ コラム －  
●事業を実施しなかったら最悪のシナリオはこうなっていた！ 
・市の中心部に巨大な空地が発生 

●事業化を決断した理由 
・小中学校、県庁が相次いで郊外に移転し、空洞化が進行 

●行政が投資することについての根拠 
・まちなかの空洞化を停止 
・現代の文化を取り入れ、伝統産業を振興 

経緯 ２ 

取組の内容 ３ 

今後の課題・展望 ５ 

取組の効果 ４ 

平成 9年以前 
・金沢大学附属小中学校が中心部から移転 
・都心地区整備構想検討委員会の設立 

平成 10～15 年 
・県庁の移転 
・基本設計及び実施設計 工事着手 

平成 16 年 ・完成 オープン 

●平成 16 年の美術館オープンから１年間の入館者数が 158 万人、以来、平成 27 年新幹線開業
までは 130～150 万人、開業後は 230～250 万人で推移しており、平成 30 年度には 258 万人
を記録 
●フォートラベル(株)が運営する「旅行のクチコミサイト（2012 年 10 月）」によると、「人気
の美術館ベスト 10」の 1位となり、国立西洋美術館や三鷹の森ジブリ美術館を超える人気 
●平成 15 年の石川県庁の駅西地区への移転に伴う美術館周辺の柿木畠商店街等における商品販
売額の減少への歯止め 

●美術館建設でもたらした賑わいを周辺地域へさらに波及させること 

●本美術館の立地のきっかけとなったのは、現美術館敷地に立地していた金沢大学附属小中学校
が金沢大学のキャンパス移転に伴い郊外地に移転が決まったことに加え、広坂通り線を挟んで
向かい合った所にある石川県庁の移転構想の公表を受け、まちなかの昼間人口の減少が問題と
なったことに起因します。 
●約 3ha もの跡地利用が金沢市に一任されることとなりましたが、当時の山出保市長が、これ
を機会に金沢のブランドの再構築を図ろうと考え、旧態依然のものでなく新たな文化の創造の
発想から、美術館を核とした文化施設の構想を選択し、平成 8 年に美術館等構想懇話会を発
足させました。 
●翌年に同懇話会が「新しい文化を創造する拠点としての美術館と新たなまちの賑わいを創出す
る交流拠点としての複合施設」を提言し、その基本理念は「広坂芸術街（仮称）基本計画」と
して引き継がれ、これが美術館の基本コンセプトとなりました。 
●本美術館は学芸課の他に交流課が設置され、美術以外の音楽やパフォーマンス・アートなどの
イベントから、美術館の広場でのイベントまでを催しています。企業や市民と協力して、若手
の演出家や芸術家を育成するプログラムや、ボランティア活動、友の会、近隣商店街との連携
事業「アート de まちあるき」などの活動により、地域に開かれた美術館として、人の流れを
つくり出しています。 

石川県金沢市文化スポーツ局文化施設課  Tel：076-220-2085 E-mail：bunka_s@city.kanazawa.lg.jp 
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【位置図】 

200m 

Point! 歴史的建造物を活用したまちなかの賑わい創出と活性化 

※平成12年に解体し、保管していた昭和初期の旧料亭大広間（約80畳）の部材
（柱、敷鴨居、長押、回縁、建具、格天井等）を再利用し、様々な発表の場や大学
の学習活動などに利用できる場として整備 

⑧管理運営：金沢市 
（学識者、大学、NPO、地元住民、学生による運営会議を組織） 

事例

21 

①所 在 地：石川県金沢市片町２丁目５番 17 号 
②地区面積：1,458.89 ㎡ 
③延床面積：891.13 ㎡（地上２階） 
④事業期間：平成 22～24 年度 
⑤施 行 者：金沢市 
⑥総事業費：275 百万円 

（内補助金等 136 百万円） 
⑦施設概要：［学生の家］木造瓦葺き２階建て 

      建築面積：370.82 ㎡ 
      延床面積：592.58 ㎡ 
※大正 5年建築の金沢市指定保存建造物で
ある旧佐野家住宅の修復と耐震性向上を
図ることにより学生と市民との交流が図
られる学生の活動拠点施設として整備 

［交流ホール］鉄骨造瓦葺き平屋建て 
       建築面積：317.65 ㎡ 
       延床面積：300.20 ㎡ 

概要 １ 

交流施設 

金沢学生のまち市民交流館 
石川県 

金沢市 

①まちなかに残る貴重な金沢固有のストック（歴史的建造物）の保存・活用 
②学生・市民の参画と運営により、市民ニーズに即した身近な施設として利用を促進 

街なみ環境整備事業 

交流ホール 外  観 

金沢学生のまち市民交流館 

URL: http://www4.city.kanazawa.lg.jp/22050/shiminkouryukan/ 
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●学生がまちなかに集い自主的な活動を進め、市民や商店街との交流・連携によって様々な活動を展開す
ることで賑わいの創出やまちなかの活性化を図るため、学生等の活動拠点として整備したものです。 
●歴史的建造物である金澤町家を活用したことで、金沢でしか得
られない環境や経験を通じて、まちへの愛着を育み金沢の魅力
を広く発信します。 
●ソフト施策 
・コーディネーターを配置し、まちづくり活動に取組む学生や
社会人のつながりを育み支援し、新たな活動の創出を促進 

・金沢学生のまち市民交流館を拠点とした学生や市民の交流を促
進する事業に対する支援や社会起業のあり方を考えるワークシ
ョップの開催 

●その他の工夫 
・「学生の家」1階サロンは、誰でも利用可能なほか、全館に無
線LANを整備（無料） 
・学生や高等教育機関、まちづくり活動を行う市民団体等の利
用を優遇（予約可、無料） 
・開館時間を午前10時から午後10時まで、休館日を月曜日と
し、夜間・休日の利用が可能 

経緯 ３ 

事業収支 ２ 

取組の内容 ４ 

今後の課題・展望 ６ 

取組の効果 ５ 

平成 21 年 ・金沢学生のまち推進検討懇話会において、市長に提言 
平成 22 年 ・金沢まちなか学生交流街拠点整備事業施設整備計画策定 

平成 23 年 ・金沢まちなか学生交流街拠点整備事業 工事着手 
・金沢学生のまち市民交流館条例制定 

平成 24 年 ・金沢学生のまち市民交流館開館（9月 29 日） 
・金沢学生のまち市民交流館運営会議発足（9月 29 日） 

●内訳 
総事業費 275 百万円 

収入金 支出金 
・補助金 
（街なみ環境整備事業） 136 百万円 ・学生の家 工事費 154 百万円 

・起債 125 百万円 ・交流ホール 工事費 121 百万円 
・一般財源 14 百万円 
合計 275 百万円 合計 275 百万円 
 

●来館者数は、平成 30 年度を含め、過去３年の平均来館者は、約６万人となっており、まちな
かの賑わいを創出 
●交流館を拠点として活動する学生団体数は、令和元年度 25 団体。初年度の 10 団体から大幅
に増え、学生によるまちづくり活動が促進 

●平成 30 年９月末、館内に市民活動サポートセンターを暫定的に開設 
・地域コミュニティの充実や市民活動の活性化に向け、地域団体や市民活動団体を支援 
●北陸新幹線金沢開業を契機とした、全国の学生によるまちづくり活動の拠点 
・全国のまちづくり活動に取組む学生相互の交流を促進する場の創出 

石川県金沢市文化スポーツ局歴史都市推進課  Tel：076-220-2208 E-mail：rekishitoshi@city.kanazawa.lg.jp 
石川県金沢市市民局市民協働推進課      Tel：076-220-2026 E-mail：kyoudou@city.kanazawa.lg.jp 
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－コラム－ 金沢市における学生のまちの推進 

 

 

●「学生のまち・金沢」の背景とは 
・「学生のまち・金沢」の背景には、「学都金沢」という歴史があります。金沢は、明治
19～20 年（1886～1887 年）に、全国五学区の各学区において官立の高等中学校が設置
された 5 都市のうちの一つで、その後、金沢市及び近郊には、次々と高等教育機関が開
学し、現在、18 の大学・短大・高等専門学校と、29 の専門学校が集積しています。 

・地方都市でありながら金沢のまちなかは学生で賑わい、地域住民と学生の交流も盛んで
した。しかし、まちなかに集中していた大学が規模の拡大などのために郊外へ移転し始
め、「お城のキャンパス」として親しまれていた金沢大学も平成元年には郊外への総合
移転が始まり、「学都金沢」は以前に比べ輝きを失っていきました。 

●「学生のまち推進条例」の制定による推進 
・石川県は、現在も人口 10 万人当たりの高等教育機関数は全国１位、人口 1000 人当たり
の学生数は全国４位です。こうしたことから、石川県の県庁所在地である金沢市は「学
都金沢」を再生するため、「学生と市民の相互の交流及び学生とまちとの関係が深ま
り、賑わいと活力が創出されるまち」を学生のまちと定義し、「金沢市における学生の
まちの推進に関する条例」（以下、「学生のまち推進条例」）を平成 22 年に定めまし
た。 

・「学生のまち推進条例」の制定後、学生の
まちなか拠点施設に位置づけられる金沢学
生のまち市民交流館が平成 24 年に開館さ
れ、施策の推進体制として「金沢学生のま
ち推進会議」「金沢まちづくり学生会議」
「学生のまち地域推進団体」をつくり、学
生が主体となり地域住民と連携して行う活
動を支援しています。 

・学生がまちを学びの場又は交流の場としな
がらまちなかに集い、市民と親しく交流
し、地域における活動等に取組むほか、市
民、町会等、高等教育機関、事業者及び市
が一体となって学生の地域における生活、
自主的な活動等を支援し、学生のまちとし
ての伝統と誇りを継承発展させ、金沢を将
来にわたり希望と活力に満ちた魅力あふれ
るまちとしていくことを目指します。 

学生と市民、学生とまちの交流による賑わいと活力の創出 Point! 
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●「学生のまち・金沢」を進める施策 
・現在は「協働のまちづくりチャレンジ事業
（学生部門）」や「金沢まちづくり学生会
議」「学生等雪かきボランティア」など様々
な学生に対する取組や、学生主体の取組が、
条例に基づき行われています。 

 
●「学生のまち・金沢」の取組 
○雪かきボランティア協定の締結 
・令和元年度は、22 組の学生等のグループと
地域による雪かきボランティア協定が締結
されています（令和元年 12 月末現在）。 

 降雪時には、地域に雪かきボランティアグ
ループが駆けつけ、地域の皆さんと一緒に
雪かきに汗を流しています。参加した学生
からは、「地域の力になれて嬉しい」「地
域の人にありがとうと声を掛けられ、充実
感がある」などの声が上がっています。 

 
○OPEN CITY in KANAZAWAの開催 
・金沢まちづくり学生会議がツアーコンダク
ターとなって金沢のまちを案内するスタデ
ィーツアーを行ったほか、交流ホールでは
お菓子を使って金沢のまちを再現するイベ
ントや、金沢で活動する学生団体との交流
会などを行い、新入学生に金沢のまちの魅
力を伝えました。 

出典：金沢市ホームページ 



2‐66 

200m 

【位置図】 

Point! 都心軸再生の起爆剤としての新たな魅力空間を創出 

事例 

22 

①所 在 地：金沢市片町 2丁目地内 
②地区面積：約 0.6ha 
③延床面積：15,142 ㎡（地上5階） 
④事業期間：平成 25～28 年度 
⑤施 行 者：片町 A地区市街地再開発組合 
⑥総事業費：約 5,700 百万円 

（内補助金等 3,550 百万円） 
⑦施設概要：商業施設（1～3階）、 

ブライダル施設（4，5階）、 
業務施設、バスベイ 

⑧管理運営：権利者法人 ㈱プロパティマネジメント片町 

概要 １ 

商業施設、ブライダル施設、業務施設 

片町きらら 
石川県 

金沢市 

①身の丈にダウンサイジングの上、都心軸の顔となるシンボリックな外観デザインと
魅力的なテナント構成により都市機能を更新 
②賑わい広場の活用とまちなか情報の発信による賑わいの創出 

市街地再開発事業 

従前 

従後 

店内 

片町きらら 

賑わい広場 

URL: http://katamachi-kirara.com/ 
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平成 25 年 ・片町Ａ地区再開発準備組合結成 
・都市計画決定 

平成 26 年 
・事業計画認可、組合設立認可 
・権利変換計画認可 
・施設建築物新築工事着手 

平成 27 年 ・商業施設（1～3階）を先行開業 
平成 28 年 ・施設建築物新築工事完了 

経緯 ３ 

事業収支 ２ 

取組の内容 ４ 

今後の課題・展望 ６ 

取組の効果 ５ 

●内訳 
総事業費 5,700 百万円 

収入金 支出金 
・補助金（見込） 
（市街地再開発事業） 

3,550 百万円 ・施設建築物工事費 3,850 百万円 
・土地整備費 1,040 百万円 

・保留床処分金 2,000 百万円 ・調査設計計画費 340 百万円 
・その他 150 百万円 ・事務費等 470 百万円 
合計 5,700 百万円 合計 5,700 百万円 
 

●都心軸（緊急輸送道路）における建築物の耐震防災性能の向上 
●シンボリックな建築デザインと北陸や本市初進出のキーテナントによる魅力的な空間の創出 
●全天候型賑わい広場や大型ビジョンを活用した、まちなかイベント開催や情報発信による賑わ
いの周辺への波及 
●バスベイ改良による交通結節点機能向上 
●レンタサイクルポートの設置による歩けるまちづくりの推進 

●賑わい広場の活用や施設運営面での工夫による賑わいの継続と周辺商店街地区との回遊性の向上 

●当地区は、日本で最初に商店街組合が結成されて以来、北陸随一の繁華街として賑わった片町
商店街の顔に立地していますが、昭和 30 年代の防火建築帯造成事業等で整備された老朽建築
物であるため、防災性や都市機能の低下が著しく、共同建替えによる都市機能更新が強く求め
られていました。 
●こうした課題に対処するため、地権者が一丸となり、全員同意型（法 110 条）権利変換計画
により、土地所有形態を従前どおり分有することとし、商業及びブライダル床を権利者及び権
利者法人が共有し、権利者法人が一括して運営・管理する方式により、都市計画決定から工事
完成まで２年 10 ヶ月という極めて短期間で事業を進めました。 
●身の丈に合ったコンパクトなまちづくりを目指し、容積率を約半分にダウンサイジングした上
で、北陸初進出の魅力的なテナント誘致により、賑わい拠点として整備しました。 
●全天候型の賑わい広場での周辺商店街とのコラボイベントや大型ビジョンによるまちなかの情
報発信など、中心商店街全体に賑わいを波及させる取組みを行っています。 

片町 A地区市街地再開発組合  Tel：076-222-0805 
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【位置図】 

400m 

Point! 公的不動産活用にＰＦＩ手法を採用し、低廉で良質な公共サービスを提供 

事例 

23 

公共公益施設 

学びの杜ののいち「カレード」 
石川県 

野々市市 

①周辺の文化施設や教育施設との連携を図り「学びの杜ゾーン」を形成 
②民間発意の創意工夫による「市民が活躍する舞台づくり」で活力再生・賑わい回帰 

①所 在 地：石川県野々市市太平寺四丁目 156 番地 
②地区面積：18,822.8 ㎡ 
③延床面積：5,695.7 ㎡（地上２階）※駐輪場等含む 
④事業期間：平成 25～29 年度 
⑤施 行 者：野々市中央まちづくり株式会社 
⑥総事業費：約 4,157 百万円 

（内補助金等 1,651.5 百万円） 
⑦施設概要：市立図書館 約 3,670 ㎡ 

市民学習センター 約 1,900 ㎡ 
⑧管理運営：野々市中央まちづくり株式会社（指定管理者） 

施設運営担当：図書館流通センター㈱ 
施設管理担当：太平ビルサービス㈱・ 

㈱アイビックス北陸 

概要 １ 

都市再生整備計画＜都市再構築戦略事業＞ 

外 観 

学びの杜ののいち 

「カレード」 

●内訳 
総事業費 4,157 百万円 

収入金 支出金 
・補助金 
（都市再構築戦略事業） 1,651.5 百万円 

・用地費 295 百万円 
・土地整備費 224 百万円 

・市費 1,964.5 百万円 ・施設整備費 3,097 百万円 
・市費（分割払い） 541 百万円 ・開業準備費 541 百万円 
合計 4,157 百万円 合計 4,157 百万円 

事業収支 ２ 

内 観 

URL: http://www.kaleido-nono1.jp/ 
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●野々市市では、中心市街地として多くの文化的・歴史的資源を有する「野々市中央地区」にお
いて、市民協働によるまちづくりを推進し、地域における様々な市民活動の振興を図り、ヒ
ト、モノが出会い、交流し、賑わいを創出する環境を整備する方針としていました。 

●一方、平成 22 年３月の石川県立養護学校閉校以来、その跡地（約 1.9ha）の有効活用が必須 
となっていたこと、また、本市の人口規模に適した市立図書館の整備に対する市民ニーズが非
常に高かったため、文化会館フォルテと一体的に、市民の学びと文化・芸術・創造、情報発
信、市民協働におけるシンボル「学びの杜ゾーン」を計画・建設することとしました。 
●当初より、行政だけでできることには限界があり、プレイヤーはあくまで市民であるというこ
とから、官民連携の手法を想定していました。市民ニーズを踏まえた「市民が活躍する舞台づ 
くり」を整え、活力再生・にぎわ
い回帰を実現し、“低廉で良質な
公共サービス”の提供に寄与する
ため、様々な手法がある中で、Ｐ
ＦＩ手法を採用しました。 
●ＰＦＩ手法を採用したことによ
り、基本設計着手から開館までの
タイトなスケジュールの中で、民
間の持つアイデア・ノウハウによ
り効率化が図られ、事業期間が短
縮されました。 

取組の内容 ４ 

●１日平均来館者数は約 1,600 人であり、昼間の高齢者・児童から夜間の学生・社会人まで、
様々な世代の“学びの拠点”を形成している。（令和元年 10 月 24 日に来館者 100 万人を達成） 
●学習や文化・芸術活動の機会創出による市民の文化的水準の高まりが“まちのグレードアップ”
に寄与しており、住み続けたいまちとしてさらなる成長の過程にある。 

石川県野々市市中央地区整備事業対策室  Tel：076-227-6012 E-mail：central_nonoichi@city.nonoichi.lg.jp 

今後の課題・展望 ６ 

●兄弟施設である『にぎわいの里ののいち カミーノ』が平成 31 年４月に開館し、両拠点のにぎ
わいを線や面に広げるような既存ストックを活かした地域活性化の取り組みを加速させる。 

取組の効果 ５ 

経緯 ３ 

平成 26 年 

  １月 ・(仮称)野々市市新市立図書館・市民学習センター検討委員会を設置 
  ３月 ・野々市中央地区土地利用構想を策定・公表 
  ６月 ・(仮称)野々市市新市立図書館・市民学習センター基本構想を公表 
  ９月 ・事業用地（石川県立養護学校跡地）の取得 
12 月 ・PFI 方式による事業実施を決定（特定事業の選定）※PFI 法第 7条 

平成 27 年 
  ９月 ・事業契約の締結（野々市中央まちづくり株式会社） 
10 月 ・基本設計 

平成 28 年   ３月 ・実施設計      ８月 ・建設工事着工 

平成 29 年 
  ２月 ・施設名称を「学びの杜ののいち」、愛称を「カレード」に決定 
  ７月 ・建設工事完了  11 月 ・開館 

北国街道にぎわい創出プロジェクト 
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【位置図】 

200m 

Point! 基本構想から工事着手まで２年という速さ 

事例

24 

交流施設 

サイエンスヒルズこまつ 
石川県 

小松市 

①国内最大級、最新設備の３Ｄスタジオによる各種セミナーや学校教育への支援 
②企業による最新情報を展示物として活用 

①所 在 地：石川県小松市こまつの杜２番地 
②地区面積：14,428 ㎡ 
③延床面積：約 6,000 ㎡（地上２階） 
④事業期間：平成 24～25 年度 
⑤施 行 者：小松市 
⑥総事業費：3,474 百万円 

（内補助金等 1,169 百万円） 
⑦施設概要：3Dスタジオ 約 200 ㎡ 

ワンダーランド 約 660 ㎡ 
フューチャーラボ 約 150 ㎡ 
ミラクルラボ  約 150 ㎡ 
わくわくホール   約 750 ㎡ 
カフェレストラン 約 130 ㎡ 

⑧管理運営：小松市（直営） 

施設案内図 

3D スタジオ ワンダーランド わくわくホール 

概要 １ 

都市再生整備計画事業 

外  観 

サイエンスヒルズこまつ 

URL: https://science-hills-komatsu.jp/ 
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取組の内容 ４ 

今後の課題・展望 ６ 

経緯 ３ 

事業収支 ２ 

平成 21 年 ・コマツが「H22 年３月末を目途にコマツ小松工場を閉鎖する」と発表 

平成 22 年 

・小松駅周辺活性化会議の設立、第１回会議の開催 
・コマツ小松工場の閉鎖 
・第２回小松駅周辺活性化会議の開催 
・コマツが「里山を再現した緑地を整備する」と発表（完成予想パースを発表） 
・第３回小松駅周辺活性化会議の開催（「ものづくりを通じた国際化経済交
流・子ども育成の拠点」とした整備方針を了承） 
・コマツが整備する「こまつの杜」の起工式 

平成 23 年 

・第４回小松駅周辺活性化会議の開催（「ものづくりを通じた国際化経済交
流・子ども育成の拠点」とした整備方針を了承） 
・小松市長に活性化会議での議論をまとめた「提言書」を答申 
・「こまつの杜」オープン（一般公開） 
・第５回小松駅周辺活性化会議の開催（基本計画（案）の進捗報告） 
・第６回小松駅周辺活性化会議の開催（４つの基本コンセプトを盛り込んだ
基本計画（案）を了承） 

平成 24 年 ・起工記念セレモニー（工事着工） 
平成 25 年 ・施設全体の名称を「サイエンスヒルズこまつ」に決定  ・一部オープン（一般開放） 
平成 26 年 ・「サイエンスヒルズこまつ」グランドオープン 

 

●内訳 

総事業費 3,474 百万円 
収入金 支出金 

・補助金  (都市再生整備計画事業) 804 百万円 ・委託料 151 百万円 

・補助金 
（社会資本整備総合交付金
（効果促進）） 

265 百万円 ・用地費 700 百万円 

・補助金（地域活性化交付金） 100 百万円 ・工事費 2,551 百万円 
・市費 2,305 百万円 ・その他 72 百万円 

合計 3,474 百万円 合計 3,474 百万円 

●まちなかとの相乗効果による賑わい創出 
・小松駅西の文化ゾーンと連動する総合プランの中で賑わいを創出 

●コマツ小松工場の跡地利用について、コマツ側で研修センターを整備し、東京本社の研修機能を当
地に持ってくることに決まり、「ものづくり」から「ひとづくり」へと転換が図られました。これ
を受け、行政側でも「ものづくり精神」を継承する施設として整備することを決定しました。 

●施設内容については、理科・科学大好き青少年の育成の場として、他に無い 3D スタジオ（国内で
科学技術館等２施設のみ）を導入しています。 

取組の効果 ５ 

●駅周辺の活性化 
・周辺飲食店の売上げ 30％増加（Ｈ25⇒Ｈ28）、周辺駐車場の売上げ 20％増加（Ｈ25⇒Ｈ
28） 

石川県小松市都市創造部まちデザイン課  Tel：0761-24-8099 
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【位置図】 

200m 

Point! 地域が求める祭り文化の交流拠点施設 

概要 １ 

①所 在 地：石川県小松市八日市町 72 番地３ 
②地区面積：637.37 ㎡ 
③延床面積：817.97 ㎡（地上２階） 
④事業期間：平成 24～25 年度 
⑤施 行 者：小松市 
⑥総事業費：442 百万円（内補助金等 163 百万円） 
⑦施設概要：１階 十八番（おはこ）舞台：48 畳 

２階 スタジオかぶく：20 畳 
２階 大向う桟敷 

⑧管理運営：小松市（直営） 

外  観 

事例

25 

交流施設 

こまつ曳山交流館「みよっさ」 
石川県 

小松市 

①地元から熱望されていた曳山展示場を中心商店街の交差地の活用により整備 
②地元の祭り文化「お旅」の子供歌舞伎の練習場としても活用 

都市再生整備計画事業 

こまつ曳山交流館（みよっさ） 

URL: http://www.city.komatsu.lg.jp/5742.htm 
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事業収支 ２ 

●内訳 
総事業費 441.9 百万円 

収入金 支出金 

・補助金 
（都市再生整備計画事業） 

163.4 百万円 
・委託料 17.0 百万円 
・用地費 38.0 百万円 
・補償費 22.0 百万円 

・市費 278.5 百万円 ・工事費 342.9 百万円 
   ・その他 22.0 百万円 
合計 441.9 百万円 合計 441.9 百万円 
 

経緯 ３ 

取組の内容 ４ 

今後の課題・展望 ６ 

平成 22 年 ・小松曳山八町連絡協議会、有識者等から構成された「曳山常設展示場検討
委員会」から小松市長に「曳山常設展示場に関する提言書」を提案 

平成 23 年 

・橋南の曳山保存町内会、小松中心商店街振興組合連合会等から構成された
「橋南曳山展示会館建設準備委員会」が設立 
・橋南曳山展示会館建設準備委員会から小松市長に、当地での（仮称）曳山
常設展示場の建設決定と設計着手を要望 

平成 24 年 

・当地での（仮称）曳山常設展示場の建設を決定し、測量業務、設計業務に
着手 
・「橋南曳山展示会館建設準備委員会」を格上げし、（仮称）曳山常設展示場
の建設促進を目的とし、施設の内容、利活用計画、寄付金の募集、管理運
営等に関することを所掌する委員会として「こまつ曳山常設展示場建設促
進委員会」が設立 
・市の関係部局、地元の外部メンバーから構成された（仮称）曳山常設展示
場事業推進プロジェクトチームが発足し、利活用策、運営方法等を検討
（平成 24 年 11 月まで計６回の開催） 
・（仮称）曳山常設展示場の建設予定地において、地権者の理解、協力を得て
用地を取得 
・（仮称）曳山常設展示場の安全祈願祭が行われ、建設工事に着手 
・（仮称）曳山常設展示場の名称が「こまつ曳山交流館みよっさ」に決定 

平成 25 年 

・「こまつ曳山交流館みよっさ」の運営組織「みよっさ 5人衆会」が設立 
・「こまつ曳山交流館みよっさ」の竣工 
・「こまつ曳山交流館みよっさ」の完成を祝う会（竣工式） 
・一般オープン 

 

●駅周辺地区と連携した賑わいの創出 
・小松駅東で整備されたサイエンスヒルズこまつや小松駅西の文化ゾーンと連動する総合プラ
ンの中で賑わいを創出 

●曳山展示場（お旅まつりの子供歌舞伎に使用する曳山）をつくりたいという従来からの地元側の要
望に応え、関係する 5 つの町内を管轄する神社の系統の違いや、常設展示の有無などの現状を踏
まえた上で意見調整を行い、展示基数の決定などを経て、用地交渉に入り、整備されました。 
●歌舞伎本番は芸術劇場「うらら」で行い、本施設はその練習場として、文化の伝承を図っています。 

取組の効果 ５ 

●イベント開催による賑わい創出 

石川県小松市都市創造部まちデザイン課  Tel：0761-24-8099 
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ホテル 

グランナビオ KOMATSU 

公立小松大学 
【中央キャンパス】 

カブッキーランド 
カフェ＆バーPRONTO+Books 
英会話イーオン 

８
Ｆ
〜
４
Ｆ 

３
Ｆ
〜
２
Ｆ 

１
Ｆ 

【位置図】 

100m 

Point! 駅前のＰＲＥ（公的不動産）を有効に活用し、まちのイメージダウンを回避 

事例 

26 

商業施設、教育施設、宿泊施設 

KOMATSU A×Z SQUARE（こまつアズスクエア） 
石川県 

小松市 

①不動産証券化スキームを活かし、官民連携によるにぎわいの創出 
②駅直近において、市民や観光客・ビジネス客等など、集客の核となる複合拠点施設
を整備 

①所 在 地：石川県小松市土居原町 10－10 他 
②地区面積：約 3,940 ㎡ 
③延床面積：約 9,420 ㎡（地上８階） 
④事業期間：平成 27～29 年 
⑤施 行 者：合同会社青山ライフプロモーション 
⑥総事業費：約 4,500 百万円 

（内補助金等 約 1,100 百万円） 
⑦施設概要：ホテル、教育施設、子育て支援施設、 

飲食店舗 
⑧管理運営：合同会社青山ライフプロモーション 

概要 １ 

都市機能立地支援事業 

外  観 

こまつアズスクエア 【施設配置構成】 

【事業スキーム】 

合同会社青山ライフプロモーション
（賃貸人／営業者／賃料債権譲渡人）

賃
料
債
権
流
動
化

に
よ
る
調
達

シ
ニ
ア
ロ
ー

ン

補助金

対象不動産
（借地権付建物）

社員持分

匿名組合出資

投資家 

（1～3F 部分） 

株式会社 

青山財産ネットワークス 
（三号事業者）

定期建物賃貸借契約 
（25 年間） 

借地契約 
（50 年間） 

（4F～8F 部分） 

定期建物賃貸借契約
（25 年間） 

 

建築請負契約 

アレンジメント契約 
ＡＭ契約 

㈱こまつ賑わい 
センター 
（賃借人 1） 

小松市 
（承継賃借人） 

小松市 
（地権者） 

Ｈif リゾート㈱ 
（賃借人 2） 

清水建設㈱ 

不動産特定共同事業者 

一般社団法人 
青山ライフプロモーション 

賃料債権譲渡 

ノンリコースローン 

補助金 

私募取扱契約 

ＡＢＬ 

合同会社青山ライフプロモーション 
（賃貸人／営業車／賃料債権譲渡人） 

対象不動産 
（借地権付建物） 

補助金 

匿名組合出資 

社員持分 

シ
ニ
ア
ロ
ー
ン 

賃
料
債
権
流
動
化 

に
よ
る
調
達 

国
市 

流動化 SPV 

みずほ銀行 

北國銀行 

①一般財団法人民間都市 
開発推進機構 

②㈱AZN小松 
ファンド 

③㈱青山財産ネットワークス 

株
式
会
社 

青
山
財
産
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ス 

（
四
号
事
業
者
）

投資家 
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●平成 22 年 6 月に、大和小松店が閉店することが決定し、閉店前から売却先を探しましたが見
つからない状況において、市としては、駅前の空きビルを放置することはできないと判断し、
平成 25 年 2月に、市が解体後の更地を購入しました。 
●上位計画では、｢サイエンスヒルズこまつ｣や｢こまつの杜わくわくコマツ館｣など科学やものづ
くりに直接触れることができる『駅東地区：科学と交流』と、｢曳山子供歌舞伎｣、｢こまつ町
家｣や｢寺社｣などまちを彩る歴史･文化あふれる『駅西地区：歴史文化』を位置づけています。 
●その中心に位置する小松駅南ブロックでは、グローカル人材育成としての大学、多世代が楽し
く学ぶことができる商業施設、駅利用者、周辺施設利用者、観光客、ビジネス客などが滞留で 
きる空間を創出する「学びのエリアの環境づくり」を目
指し、民間ノウハウや活力を活かした施設整備をするこ
ととしました。 
●このビルには、あそびや食育を通じて、親子３世代が楽
しみながら学べる体験型施設「カブッキーランド」や憩
いの場となるカフェに図書機能を併設した施設「プロン
ト＋ブックス」、さらに公立大学の教養教育と市民や社
会人を対象としたプログラム展開により、市民交流の拠
点施設「公立小松大学」が入居しています。 

●内訳 
総事業費 4,500 百万円 

収入金 支出金 
・補助金 
（都市機能立地支援事業） 520 百万円 

・調査設計費   
・土地整備費   

・補助金 
（小松市補助金） 580 百万円 

・補償費 
4,500 百万円 

・工事費 
・銀行からの融資 2,200 百万円 ・事務費   
・匿名組合出資 1,200 百万円 ・借入金利子   
合計 4,500 百万円 合計 4,500 百万円 
 

今後の課題・展望 ６ 

●25 年間の長期にわたる各テナントの維持やビル管理運営に対するモニタリング 

取組の内容 ４ 

取組の効果 ５ 

●「まちなか」にはいなかった大学生を誘導できた点や、この大学生が新たな起爆剤となり、ま
ちの賑わいを創出する点 
●不足していた宿泊機能（ホテル）を誘致できた点 

事業収支 ２ 

石川県小松市都市創造部まちデザイン課  Tel：0761-24-8099  

経緯 ３ 

平成 26 年   ６月 ・土地利用の関心表明者募集 
10 月 ・優先交渉権者の決定 

平成 27 年 10 月 ・設計業務着手 
平成 28 年   ６月 ・建築工事着手 
平成 29 年 10 月 ・建築工事竣工  12 月 ・オープン 

カブッキーランド 
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－コラム－ スマートウェルネスシティの取組 

 

 

 

●「スマートウェルネスシティ」とは 
・少子高齢化・人口減社会においても「健幸（身体面の健康だけでなく、人々が生きがい
を感じ、安心安全で豊かな生活を送れること）」であるためには、そこに暮らすことで
健幸になれるまちづくりが求められます。新しい都市モデル「Smart Wellness City」では
「健幸」をまちづくりの中核に位置づけ、地域の担い手である住民が「健康」を通じて
主体的に健康維持・社会参加する仕組づくりを支援し、地域活性化を図ります。 

●「スマートウェルネスシティ」の実現のために 
・「スマートウェルネスシティ」の実現のためには、以下の４要素が重要です。 
 
 
 
 
 
 
 
①車に依存しない環境づくり：公共交通の拡充、利便性向上により、過度に車に依存しな
くても生活できる環境づくりを推進。徒歩、自動車、公共交通の適切な役割分担を実現
し、「歩く」ことを基本とした「自律的な」生活様式への誘導を図ることで地域住民の
「健幸」を確保 

②成果の出せる科学的根拠に基づいた健康づくり：生活習慣病や寝たきりの予防のため、
多数の住民に対して個別指導と継続支援を可能とする個別運動・栄養プログラム適用・
管理システム（e-wellness システム）により、効果が確認された健康づくりを実施 

③「歩いてしまう、歩き続けてしまう」まちづくり：ポピュレーションアプローチにより
地域住民全体の日常の身体活動量を増加（底上げ）させるため、海外の成功事例や最新
の研究成果に基づき、そこに住んでいるだけで「歩いてしまう、歩き続けてしまう」ま
ちづくりの取組 

④「ソーシャルキャピタル」：ソーシャルキャピタルが高い地域に住んでいる人ほど健康
度が高く、健康づくりのためにコミュニティづくりも合わせて推進 

●「Smart Wellness City 首長研究会」 
・健幸をまちづくりの中核に位置付け、住民が健康で元気に幸せに暮らせる新しい都市モ
デル「Smart Wellness City」の構築を目指す同志の首長が集まり、平成 21 年 11 月に発
足し、年２回の研究会を開催（北陸地方では、新潟市、見附市、三条市、富山市が会員） 

①公共交通インフラの整備 

（緑道、歩道、自転車道等） 

②健康医療データ分析 
総合的エビデンスに基づく 
客観評価 

③健康増進インセンティブに 
よる住民の行動変容促進 

（ポピュレーションアプローチ） 

④ソーシャルキャピタルの醸成 
（社会的なつながり） 

Point! 健“幸”社会の実現に向けて 
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●北陸地方における『Smart Wellness City』の取組の事例 
・北陸地方において、見附市、新潟市、三条市について、国の総合特別区域の指定を受け
ている「健幸長寿社会を創造するスマートウェルネスシティ総合特区」の総合特区計画
の認定を受けました。この認定は、総合特別区域のうち、各省予算、総合特区推進調整
費や、既に法律で定められている規制の特別措置および税制・金融上の支援措置の活用
を予定している特区について、申請に基づき内閣総理大臣が認定するものです。 

 
◆見附市における取組 
・見附市においては、運動習慣のある住民は全体の 35％から伸び悩み、社会保障費の抑制
効果は限定的であることから、Smart Wellness City 首長研究会の活動を通じて、H23 年
度より健康長寿を実現できるまちづくりを推進するための総合政策に転換しました。ま
ず総合特区に取組み、歩いて暮らせるまちづくりを進めてきましたが、そのためにはス
プロール化した市街地を集約化することが必要であるとの認識から、「地方都市の過度
の車依存から脱却して歩いて暮らせる健幸コンパクトシティの形成」を地域活性化に向
けた目標として定め、以下の 6つの施策の実践を図るものとしています。 

■地域活性化に向けた目標等 

施策 目標 
①コンパクトシテ
ィの形成と誘導 

26 年後の人口減少による居住密度の低下に対応でき、自然と歩いてしまう
都市空間とするゾーンの設定（地域コミュニティの組織率 100％ 等） 

②持続可能な集落
地域づくり 

市街化調整区域、都市計画区域外に対する新たなゾーンの設定（地域コミ
ュニティゾーン設定 等） 

③地域公共交通の
再生 

地方都市でも車から公共交通にシフトできる利便性の達成（運行本数増加
によるコミュニティバスの待ち時間の短縮 等） 

④中心市街地の活
性化 

商店街の店舗存続、まちの賑わい回復（商店街での集客イベント開催、今
町市街地のゾーン 30 設定 等） 

⑤地域包括ケアシ
ステムの構築 

予防、医療、介護、福祉が連動した地域体制の確立（予防事業による介護
認定率の伸び抑制 等） 

⑥総合的な住替え
施策の推進 

住替えを通じた居住地の誘導、独居・高齢期は見守り支援のしやすい市街
地へ、子育て世代は共同住宅等から戸建へ（住替え等誘導 等） 

 

◆三条市における取組 
・三条市においては、自然と「歩く」生活を基本に「暮らしの場」「にぎわいの場」「生
きがい・就労の場」を柱としたまちづくりをすすめるものとされています。歩くことを
前提とした古くからの街なみが今なお残り、多くの商店、飲食店が軒を連ねることで歩
くことを誘う三条小学校区を中心とした「まちなか」をモデル地区として、さまざまな
関連事業が実施されています。 
≪主な取組≫ 
・三条市デマンド交通  ・ゾーン 30 の導入 
・「さんじょう 108appy」での賑わい創出  等 

出典：見附市ホームページ 

出典：三条市ホームページ 
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【位置図】 

200m 

Point! 民間再開発によるマンションの建替え 

事業収支 ２ 

①所 在 地：新潟県新潟市中央区寄居町 340－11 
②地区面積：0.1ha 
③延床面積：5,008.23 ㎡（13 階） 
④事業期間：平成 17～20 年度 
⑤施 行 者：民間 
⑥総事業費：1,183 百万円（内補助金等 231 百万円） 
⑦施設概要：敷地面積約 852 ㎡（隣接施行敷地を含む） 

住宅（44 戸）、店舗・事務所（7区画）、 
駐車場（38 台） 

⑧管理運営：富士マンション管理組合 

外 観 

●内訳 
総事業費 1,183 百万円 

収入金 支出金 

・補助金 
（優良建築物等整備事業） 

231 百万円 
・調査設計計画費 72 百万円 
・建物解体費 87 百万円 

・前払い清算金 24 百万円 ・補償費 111 百万円 
・清算金 916 百万円 ・工事費 851 百万円 
・その他 12 百万円 ・事務費 46 百万円 

   ・借入金利子 16 百万円 
合計 1,183 百万円 合計 1,183 百万円 

概要 １ 

事例

27 

居住施設 

富士マンション 
新潟県 

新潟市 

①デベロッパーに頼らず、従前区分所有者のみによる民間再開発 
②隣接敷地の活用と総合設計制度を活用した容積割増による既存不適格物件の建替え 

優良建築物等整備事業 

富士マンション 
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取組の内容 ４ 

取組の効果 ５ 

今後の課題・展望 ６ 

経緯 ３ 

昭和 40 年 ・富士マンション竣工 
平成 14 年 ・富士マンション建替え準備組合設立 
平成 16 年 ・マンション建替え決議 

平成 17 年 ・建替組合設立認可 
平成 18 年 ・権利変換計画認可、解体工事着手 
平成 20 年 ・施行再建マンション竣工 

平成 21 年 ・建替組合解散 
 

●居住人口の確保、市街地の活性化や賑わいの創出 
・老朽化したマンション建替えにより、居住人口を確保（寄居町地区：44 戸） 
・市街地の活性化や賑わいの創出を推進 
・市民参加のまちづくりを推進 

●法人となった管理組合による建替えマンションの円滑な管理運営 
●富士マンションの建替えによって整備された公開空地（区分所有者全員の所有地）の活用 
●今後予想されるマンション建替えの解決策の一つを提示した事例としての先導的役割 

●従前の建物は、昭和 40 年に建築された新潟市で最も古いマンションの一つであり、建築基準
法の旧法の高さ 31ｍ制限の中で経済効率性を追求した設計がなされていました。建替えのき
っかけは、平成 14 年に行った耐震診断にて震度 5 程度で倒壊の恐れがあると診断されたこと
にあり、補強するにも敷地に余裕がないため外部補強が難しく、内部補強も一時的な退去を伴
うこと、また多額の費用を要することが判明したためです。 
●初動段階でデベロッパーなどに事業協力の打診をしましたが、既存不適格で余剰容積がないこ
とから協力を得られず、そのため自力での建替えという考えが早い段階からありました。建替
え準備組合の事務局を中心とした事業の推進体制のもと、優良建築物等整備事業の適用を受
け、行政からの技術支援及び事業コーディネーターのノウハウ活用により事業化が可能となり
ました。また、必要な床面積を確保するために隣接敷地を活用するとともに、総合設計制度に
よる容積の緩和を図りました。 
●これまで当該マンションは、ハードの管理は専門業者に委託し、ソフトの管理運営は自主管理
で行うことを原則としてきており、管理組合に常勤し居住者の生活を熟知している管理人が、
建替事業の事務局長を兼務したことにより、区分所有者の意向を事業に反映させたこと、さら
に地元の設計事務所の専門家が事業コーディネート的役割で事務局を支えていたことで、合意
形成がスムーズに進みました。 
●また、組合員自ら転出希望の区分所有者の権利を取得したほか、組合員として事業に参加して
もよいという事業者を探すなど、保留床のない状態にして事業成立の確実性を担保しました。 

※「再開発研究No.26（発行：一般社団法人再開発コーディネーター協会）」より引用 
 

新潟県新潟市都市政策部 まちづくり推進課（再開発担当）  Tel：025-228-1000（代表） 
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【位置図】 

200m 

Point! 市役所機能の分散配置とまちなかの学びと交流の場を整備 

①所 在 地：新潟県長岡市大手通２丁目６番地 
②地区面積：約 4,800 ㎡ 
③延床面積：約 18,200 ㎡ 
④事業期間：平成 18～23 年度 
⑤施 行 者：大手通中央東地区市街地再開発組合 
⑥総事業費：7,620 百万円 

（内補助金等 3,240 百万円） 
⑦施設概要：［Ａ棟］（住宅棟）フェニックス大手セント 

ラルレジデンス、店舗 、住宅（14 戸） 
［Ｂ棟］（業務棟）銀行、駐車場 
［Ｃ棟］（商業・公共公益棟）フェニックス
大手イースト、店舗、公共公益施設、駐車場 
［イーストスクエア］広場 

⑧管理運営：フェニックス大手セントラルレジデンス管理 
組合 
フェニックス大手イースト管理組合 

外  観 

Ａ棟：店舗、住宅 B 棟：銀行 C 棟：まちなかキャンパス長岡 

概要 １ 

事例

28 

公共公益施設、商業施設、業務施設、居住施設 

フェニックス大手イースト 等 
新潟県 

長岡市 

① 商業・業務・住宅及び「まちなか型公共サービス」を担う施設の整備 
② 市役所機能（商工のエリア）、新たな学びと交流の場となる「まちなかキャンパス 
長岡」など、市民に開かれた公共公益施設整備 

市街地再開発事業 

フェニックス大手イースト 等 

BC 共有棟：イーストスクエア 

URL: http://www.city.nagaoka.niigata.jp/shisetsu/east-square.html 
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事業収支 ２ 

取組の内容 ４ 

取組の効果 ５ 

今後の課題・展望 ６ 

経緯 ３ 

平成 6年 ・中央街区再開発協議会設立 

平成 9年 ・大規模店舗（イチムラ（ダックシティ））閉店 
平成 10 年 ・中央街区市街地再開発準備組合設立 
平成 12 年 ・街区全体を北、南、東の３ブロックに分ける 

平成 16 年 ・中越大震災による被災 
平成 18 年 ・準備組合設立、都市計画決定 
平成 19 年 ・事業計画認可 

平成 20 年 ・権利変換計画認可、施設建築物着工 
平成 23 年 ・施設建築物竣工 
平成 24 年 ・組合解散認可 

●内訳 
総事業費 7,620 百万円 

収入金 支出金 

・補助金 
（市街地再開発事業） 

3,240 百万円 
・調査設計計画費 400 百万円 
・土地整備費 1,470 百万円 

・保留床処分金 4,360 百万円 ・工事費 5,330 百万円 
・その他 20 百万円 ・事務費 420 百万円 
合計 7,620 百万円 合計 7,620 百万円 

 

●中心市街地内の居住人口の維持に寄与 
・大規模商業施設の撤退の影響があったものの、整備された施設の活用により一定の成果。ま
た、市街地再開発事業の推進などにより、民間事業者によるマンション供給が誘発され居住
人口の維持に寄与 

・都市再生整備計画の事後評価 
中心市街地内居住人口を維持：5,597 人（H15）⇒5,561 人（H24）⇒5,490 人（H26）⇒ 

5,613 人（H28）⇒5,347 人（H30） 

●周辺施設との連携によるまちなかの賑わい創出と新築した建物の維持管理 

●地区内の大規模店舗（イチムラデパート（Ｓ37））や周辺の建物は、概ね 50 年を経過し老朽
化が進んでおり、さらに平成 16 年 10 月の中越大震災により大きな被害を受けました。この
ため、街区の機能更新及び高度利用を図るとともに新たな公共公益機能を導入することで、ア
オーレ長岡などとともに中心市街地全体への波及効果を生み出す市街地再開発事業が実施され
ました。 

新潟県長岡市中心市街地整備室  Tel：0258-39-2807 E-mail：shigaichi-seibi@city.nagaoka.lg.jp 
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【位置図】 

200m 

Point! 子育て支援施設と集合住宅整備、ダブルのまちなか居住推進 

概要 １ 

①所 在 地 ：新潟県長岡市大手通２丁目５番地 
②地区面積：約 2,550 ㎡ 
③延床面積：約 11,480 ㎡（地上 18 階・地下１階） 
④事業期間：平成 17～22 年度 
⑤施 行 者：大手通中央西地区第一種市街地再開発事業 

個人施行者 協同組合丸専 
⑥総事業費：3,820 百万円 

（内補助金等 2,190 百万円） 
⑦施設概要：住宅（駐車場含む） 約 8,900 ㎡ 

高層棟 62 戸（内分譲 60 戸）、低層棟 1戸 
店舗など 約 680 ㎡ 
子育て支援施設 約 1,900 ㎡ 
駐車場 52 台（マンション居住者用） 

⑧管理運営：フェニックス大手ウエスト管理組合 

外  観 

2･3 階 ちびっこ広場 

1 階 店舗 

事例

29 

公共公益施設、商業施設、居住施設 

フェニックス大手ウエスト 
新潟県 

長岡市 

①子育て支援施設、居住施設のセットによるまちなか居住の推進 
②市内で最も高く市の玄関口にふさわしいシンボリックな建物 

市街地再開発事業 

フェニックス大手ウエスト 
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●周辺施設との連携による賑わいの創出・建物の維持管理 

新潟県長岡市中心市街地整備室  Tel：0258-39-2807 E-mail：shigaichi-seibi@city.nagaoka.lg.jp 

事業収支 ２ 

取組の内容 ４ 

取組の効果 ５ 

今後の課題・展望 ６ 

経緯 ３ 

平成 6年 ・中央街区再開発協議会設立 
平成 10 年 ・中央街区市街地再開発準備組合設立 

平成 12 年 ・街区全体を北、南、東の３ブロックに分ける 
平成 15 年 ・再開発協議会設立 
平成 16 年 ・中越大震災による被災 

平成 17 年 ・都市計画決定 
平成 18 年 ・事業計画認可 
平成 19 年 ・権利変換計画認可 

平成 20 年 ・施設建築物着工 
平成 22 年 ・施設建築物竣工 
平成 23 年 ・事業終了認可 

●内訳 
総事業費 3,820 百万円 

収入金 支出金 

・補助金 
（市街地再開発事業） 

2,190 百万円 
・調査設計計画費 220 百万円 
・土地整備費 350 百万円 

・保留床処分金 1,570 百万円 ・工事費 3,120 百万円 
・権利者増床負担 20 百万円 ・事務費 130 百万円 
・その他 40 百万円    

合計 3,820 百万円 合計 3,820 百万円 
 

●中心市街地内の居住人口の維持に寄与 
・大規模商業施設の撤退の影響があったものの、整備された施設の活用により一定の成果。ま
た、市街地再開発事業の推進などにより、民間事業者によるマンション供給が誘発され居住
人口の維持に寄与 

・都市再生整備計画の事後評価 
中心市街地内居住人口を維持：5,597 人（H15）⇒5,561 人（H24）⇒5,490 人（H26）⇒ 

5,613 人（H28）⇒5,347 人（H30） 

●地区内の大規模店舗（丸専デパート（Ｓ35））や周辺の建物は、概ね 50 年を経過し老朽化が
進んでおり、さらに平成 16 年 10 月の中越大震災により大きな被害を受けました。このため、
街区の機能更新及び高度利用を図るとともに新たな公共公益機能を導入することで、アオーレ長岡
などとともに中心市街地全体への波及効果を生み出す市街地再開発事業が実施されました。 
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【位置図】 

200m 

Point! オール長岡の福祉の中枢機能を整備 

①所 在 地：新潟県長岡市表町 2丁目 2番地 21 
②地区面積：約 5,460 ㎡ 
③延床面積：約 17,415 ㎡（地上 14 階・地下 1階） 
④事業期間：平成 23～28 年度 
⑤施 行 者：大手通表町西地区市街地再開発組合 
⑥総事業費：6,370 百万円 

（内補助金等 3,160 百万円） 
⑦施設概要：共同住宅(ダイアパレス町口御門)66 戸(内分譲 60 戸) 

 約 6,900 ㎡ 
福祉施設（社会福祉センター、有料老人ホーム）
 約 4,400 ㎡ 
業務施設（学習塾、歯科クリニック、店舗）
 約 1,060 ㎡ 
駐車場 

145 台 
⑧管理運営：ながおか町口御門管理組合 

概要 １ 

事例 

30 

福祉施設、居住施設、業務施設 

ながおか町口御門 
新潟県 

長岡市 

①福祉機能を中心に、高齢者・多世代が安心して暮らせる都市機能を整備 
②中心市街地全体への波及効果を生み出す大手通りの西の玄関口の新たなシンボル 

市街地再開発事業 

ながおか町口御門 

実施前の状況 実施後の状況 

URL: http://tomoshia.jp/ 
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事業収支 ２ 

取組の内容 ４ 

取組の効果 ５ 

今後の課題・展望 ６ 

経緯 ３ 

平成 7年 ・大手通表町地区まちづくり協議会設立、全体での検討開始 
平成 10 年 ・大手通表町地区市街地再開発準備組合設立 
平成 16 年 ・中越大震災による被災 

平成 21 年 
・地区西側街区を先行し事業化検討 
・大手通表町西地区市街地再開発準備組合設立 

平成 24 年 ・都市計画決定 
平成 25 年 ・市街地再開発組合設立、事業計画認可 

平成 26 年 ・権利変換計画認可 
平成 27 年 ・施設建築物着工 
平成 28 年 ・施設建築物竣工 

●内訳 
総事業費 6,370 百万円 

収入金 支出金 
・補助金 
（市街地再開発事業） 2,960 百万円 ・調査設計計画費 470 百万円 

・補助金 
（都市・地域再生緊急促進事業） 160 百万円 ・土地整備費 330 百万円 

・補助金 
（ｽﾏｰﾄｳｪﾙﾈｽ住宅等推進事業） 40 百万円 ・補償費 910 百万円 

・参加組合員負担金 1,320 百万円 ・工事費 4,380 百万円 
・保留床処分金 1,880 百万円 ・事務費 280 百万円 
・その他 10 百万円    

合計 6,370 百万円 合計 6,370 百万円 

 

●アオーレ長岡などとともに、中心市街地全体への波及効果を期待 
●高齢者・多世代が安心して暮らせる都市機能の整備によるまちなか居住の促進 

●市役所機能のまちなか分散配置と市街地再開発事業による「まちなか型公共サービス」の展開 

●これまで進めてきた｢まちなか型公共サービス｣において、福祉・医療系分野の不足が指摘され
ていました。そこで当地区では、｢福祉の拠点｣として新社会福祉センターの移転整備をはじ
め、介護付き有料老人ホームや学習塾、歯科クリニックと新たな居住者を迎える分譲マンショ
ンを整備しました。 
●ここはかつて長岡城と町屋に接する城の櫓門（町口御門）があった場所であり、市民に親しま
れるシンボルとなることを願い、ビルの名称を公募しました。応募総数は、588 点となり、
｢ながおか町口御門｣が選ばれました。 
●合意形成が進んだ西地区を分離し、先行して事業化を進めたことで、スムーズに事業を進める
ことができました。 

新潟県長岡市中心市街地整備室 Tel：0258-39-2807 
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【位置図】 

200m 

Point! 大型店舗跡地を活用したまちなかのサービス付き高齢者向け住宅 

①所 在 地：新潟県十日町市本町２丁目４番地１ 
②地区面積：2,175 ㎡ 
③延床面積：4,969 ㎡（地上５階、地下１階） 
④事業期間：平成 25 年度～平成 27 年度 
⑤施 行 者：㈱ファイン・テン 
⑥施設概要：サービス付き高齢者向け住宅：50 戸（２・

３・４階）、ファミリー向け都市型住宅：
12 戸（５階）、子育て支援施設（１階）、
老人デイサービス施設（１階）、クリニック
（健康相談室）（２階）、交流プラザ（地域
住民などの交流の場）（１階）、談話室（居
住者の交流の場）（５階） 

⑦管理運営：㈱ファイン・テン 

施行前 

フロアー図 

概要 １ 

事例

31 

公共公益施設、居住施設 

アップルとおかまち 
新潟県 

十日町市 

①屋根雪処理の心配が不要な居住環境を実現 
②サービス付き高齢者向け住宅・子育て支援施設、ファミリー向け住宅、老人デイサ
ービス施設など多様な施設 

都市再生整備計画事業＜地方都市リノベーション事業＞・暮らし・にぎわい再生事業 

完成イメージ 

アップルとおかまち 

平成 27 年 9 月オープン 

URL: http://www.apple-tokamachi.com/ 
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経緯 ３ 

取組の内容 ４ 

今後の課題・展望 ６ 

取組の効果 ５ 

●サービス付き高齢者向け住宅、ファミリー向け住宅、子育て支援施設が一つの建物内にあるこ
とで、「高齢者」「子育て世代」「子ども」の３世代間交流が生まれた 
●入居数（入居率）の推移 H27：26 戸/62 戸（42％）⇒H28：36 戸/62 戸（58％） 

⇒ H29：36 戸/62 戸（58％）⇒H30：44 戸/62 戸（71％） 

平成 16 年 
・衣料品店の破産宣告 
・新潟県中越大震災による既存建物の被災 

平成 23 年 
・土地建物を十日町市が取得 
・長野県北部地震による被災の拡大 

平成 24 年 
・中心市街地活性化事業の公募 
・十日町市による既存建物の取壊し 
・国土交通省：都市再生整備計画事業の採択 

平成 25 年 ・民間事業者による事業着手（実施設計） 
平成 26 年 ・工事着手 平成 27 年 8月完成  9 月オープン 

●区域内に整備された施設と連携した賑わいの創出 
・１階に整備する交流プラザ及び周辺施設の利用者数の増加と賑わいの創出 

●大規模店舗跡地を市が取得し建物の取壊しを行い、中心市街地活性化の基本方針を示した上
で、国県市の補助制度などを示し、その遊休地の活用について民間事業者からの公募を行いま
した。これにより、サービス付き高齢者向け住宅とデイサービス施設などの組み合わせによる
事業を実施しています。なお、公募にあたっては、市長を先頭に市内の有力企業を訪問し、中
心市街地活性化基本計画等の情報提供を行いました。 
●実施設計の期間中に隣接地権者の協力により事業区域の拡大が行われました。その経緯として
は、隣接地権者と市職員が話をしている際の同施設への入居希望の情報から、民間事業者が隣
接者に相談したことがきっかけとなりました。 

●社会資本整備総合交付金：都市再生整備計画事業（地方都市リノベーション事業） 
  対象施設等 補助区分 
全体 実施設計・地質調査 調査設計計画費 
１階 老人デイサービス施設 専有部整備費（23%） 
●社会資本整備総合交付金：暮らし・にぎわい再生事業 
  対象施設等 補助区分 
全体 工事監理費 調査設計計画費 
  建築物除却・仮住居費用 土地整備費 
地下 駐車場、進入路、ＥＶ まちなか立地追加施設整備費 
１階 交流プラザ 賑わい交流施設整備 
全体 供給処理施設、機械室、共用通路 共同施設整備費（包括積算） 
●サービス付き高齢者向け住宅整備補助金(国からの直接補助） 

新潟県十日町市建設部都市計画課  Tel：025-757-9937 E-mail：t-toshi@city.tokamachi.lg.jp 

活用補助金 ２ 
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【位置図】 

100m 

Point! 競売ビルを補助事業によって居住複合ビルに再生 

事業収支 ２ 

①所 在 地：新潟県上越市本町５丁目４番５号 
②地区面積：5,000 ㎡ 
③延床面積：18,597 ㎡（地上 16 階） 
④事業期間：平成 21～26 年度 
⑤施 行 者：民間 
⑥総事業費：4,093 百万円 

（内補助金等 2,640 百万円） 
⑦施設概要：敷地面積 3,121.45 ㎡ 

公益施設（教育文化施設） 983.20 ㎡ 
住宅（53 戸） 6,647.11 ㎡ 
商業施設 2,403.68 ㎡ 
駐車場 7,206.40 ㎡ 

⑧管理運営：管理組合（委託） 

●内訳 

総事業費 4,093 百万円 
収入金 支出金 

・補助金 
(暮らし･にぎわい再生事業) 

2,500 百万円 
・調査設計計画費 332 百万円 

・土地整備費 272 百万円 
・保留床処分金 1,277 百万円 ・補償費 296 百万円 
・都市・地域再生緊急促
進事業（国土交通省） 140 百万円 ・工事費 3,027 百万円 

・その他（雑入含む） 176 百万円 ・事務費 166 百万円 
合計 4,093 百万円 合計 4,093 百万円 

建物外観 

概要 １ 

事例 

32 

公共公益施設、商業施設、居住施設 

あすとぴあ高田 
新潟県 

上越市 

①廃墟ビルの放置を避け、住宅、商業、公共公益施設、駐車場等に再整備 
②雪国のニーズに合わせた立体駐車場を一体整備 

暮らし・にぎわい再生事業・戦略的中心市街地商業等活性化支援事業 

あすとぴあ高田 
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新潟県上越市産業観光交流部産業政策課 商業・中心市街地活性化推進室  Tel：025-526-5111 

●市財政への影響 
・マンションを含む複合ビルとして再生したことにより、固定資産税収入が増加 
●街の賑わい、商店街の魅力の向上、まちなか居住の推進 
・Ｈ25 年春にオープン後、R1 年 9 月末現在各テナント、公益施設に延べ約 405 万人の入場者
を集客 

・商店街が主催するイベントと連携し、1 階ホールを活用したミニコンサートや展示イベント
を実施 

・居住人口の増加 173 人（H22）⇒255 人（H31.3.31 現在） 
※本町 5丁目地区の人口推移（住民基本台帳より） 

取組の内容 ４ 

取組の効果 ５ 

今後の課題・展望 ６ 

経緯 ３ 

平成 14 年 ・長崎屋百貨店閉店 

平成 19 年 ・暮らし・にぎわい再生事業計画同意 

平成 20 年 ・中心市街地活性化基本計画認定 

平成 21 年 ・高度利用地区の都市計画決定 

平成 22 年 ・第一種市街地再開発事業施行認可 

平成 23 年 ・建築工事着手 

平成 25 年 ・建築工事完了 あすとぴあ高田オープン 

●商業テナントの誘致 
●施設周辺への集客効果を中心市街地全体に波及させるための取組を推進 

●百貨店（長崎屋）が撤退し、廃墟ビルが放置される懸念から、建物を取壊し、住宅、商業、公共公益施
設、駐車場の複合ビルとして再生しました。駐車場とセットとすることで、まちなか居住を推進してい
ます。公共公益施設としては、市民交流スペースやギャラリーを設置しました。 
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【位置図】 

100m 

Point! 雪に強い環境づくりによるまちなか居住の推進 

①所 在 地：新潟県妙高市朝日町１丁目 10 番３号 
②地区面積：12,400 ㎡ 
③延床面積：10,705.07 ㎡（地上２階・地下１階） 
④事業期間：平成 13～22 年度 
⑤施 行 者：朝日町中央地区市街地再開発組合 
⑥総事業費：4,843 百万円 

（内補助金等 2,325 百万円） 
⑦施設概要：敷地面積 8,001.39 ㎡ 

共同店舗、市営住宅、店舗併用住宅、第１街
区 共同店舗（地下駐車場 106 台）、第２街
区 市営住宅、デイサービス、店舗併用住宅 

⑧管理運営：㈱まちづくり新井（賃貸） 

全  景 

概要 １ 

事例 

33 

商業施設、居住施設 

さん来
ら い

夢
む

あらい 等 
新潟県 

妙高市 

①シルバーハウジングや特定公共賃貸住宅等、居住施設の整備による定住促進 
②雪の心配がない駐車場に補助金を導入し整備 

市街地再開発事業 

さん来夢（らいむ）あらい 等 
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事業収支 ２ 

●内訳 
総事業費 4,843 百万円 

収入金 支出金 

・補助金 
（市街地再開発事業） 

2,325 百万円 ・調査設計費 386 百万円 

・管理者負担金 172 百万円 ・土地整備費 107 百万円 
・借入金 0 百万円 ・補償費 1,494 百万円 

・保留床処分金 2,338 百万円 ・工事費 2,752 百万円 
・組合員負担金 1 百万円 ・事務費 46 百万円 
・その他 7 百万円 ・借入金利子 58 百万円 

合計 4,843 百万円 合計 4,843 百万円 

２-２街区Ｂ棟（共同住宅） ２-１街区 

市営住宅棟 

１街区 

第四銀行棟 

１街区 

２-２街区Ａ棟（店舗併用住宅） 

商業集積棟のパティオ 
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取組の内容 ４ 

経緯 ３ 

●中心市街地において、店舗の閉鎖・スーパーの郊外移転などが相次ぎ、街の再興を願う機運が
自然発生的に住民の間に高まり、平成８年に「朝日町街づくり委員会」が発足し、協議の結果
などを「街づくりお知らせ版」として地域住民に配布し、新たなまちづくりに対する気運を高
めてきました。 
●平成９年に発足した「朝日町中央地区街づくり期成会」では、具体的な市街地再生の手法を検
討し、その結果、老人憩の家や広場など開発種地のある一帯において、市と県が実施する都市
計画道路の整備に併せた再開発事業が最も有効と判断されました。 
●期成会は平成 11 年に朝日町中央地区市街地再開発準備組合に移行し、「街の再興のための店
舗の更新」「生活者の視点に立った再開発」の考え方の下、事業計画の検討が行われ、平成
13 年に再開発事業の認可を受けました。 
●（都）朝日町停車場線を挟んで北側を第一街区とし、商業店舗が集積する地区としており、市
民アンケートで要望の多かった駐車場を地下式とし、パティオ（広場）を囲んで日用品を扱う
店舗が軒を連ねる形式となっています。また、都市計画道路の南側は、民間アパート、店舗併
用住宅、デイサービスセンター併設の市営住宅（シルバーハウジング・特公賃）となっていま
す。特公賃の導入は、ある程度所得のある人から居住していただき、購買力を付けてもらうと
いう考え方からです。 
●妙高市は市街地の最大積雪深が 3m70cm となったこともある雪深い地であり、地下駐車場付
きの住宅はまちなか居住のインセンティブになっています。また、都市計画道路の整備におい
ても、豪雪地での生活や買い物に配慮し、消雪パイプの設置や屋根付きの歩道としています。 

平成 8年 ・朝日町街づくり委員会発足 
平成 9年 ・朝日町中央地区街づくり期成会発足 
平成 11 年 ・再開発準備組合発足 

平成 12 年 ・都市計画決定 
平成 13 年 ・再開発組合設立認可 
平成 14 年 ・権利変換計画認可・解体工事着手 

平成 15 年 ・商業集積棟完成 
平成 16 年 ・市営住宅棟完成 

平成 17 年 
・新井市、妙高高原町、妙高村が合併し、妙高市となる。 
・事業完了 

平成 22 年 ・解散認可 
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取組の効果 ５ 

今後の課題・展望 ６ 

－ コラム － 
●事業を実施しなかったら最悪のシナリオはこうなっていた！ 
・駅前の中心市街地に老朽化した空き店舗が残る。 
●事業化を決断した理由 
・スーパーマーケットの撤退（郊外移転） 

●行政が投資することについての根拠 
・都市計画街路の整備と再開発事業を併せて整備することにより、まちなかの賑わいを再
生するとともにまちなかの防災性の向上につながる。 

●定住人口の増加、中心市街地を取り巻く周辺整備の進行 
・駅前中心市街地に市営住宅 48 戸を整備したことにより、H13 年に 39 世帯 114 人だった定
住人口が R1 年現在では 74 世帯 160 人 

・市街地に雪などの心配がない地下駐車場 106 台分が整備された 
・耐震性の低い商店が多くあった地域に再開発事業を実施したことにより、地震、豪雪時でも
交通障害や施設被害がなく、生活できるエリアが実現 

・歩道には、豪雪時も安心して買い物ができるエリアとしてアーケードを整備 

●まちなか居住環境の維持 
・事業完了後 14 年が経過する中、消費行動の変化や急速に進む少子・高齢化に直面し、商業
面では厳しい状況が続いているが、利便性の高いまちなか居住環境を維持するとともに、賑
わいを創出することが必要 

・市営住宅のうち、特定公共賃貸住宅（30 戸）については、指定管理者による管理を行い、
入居者の確保に努力 

新潟県妙高市建設課  Tel：0255-72-5111 
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【位置図】 

100m 

Point! 住民の声を形に！官民連携の密集市街地対策！ 

事業収支 ２ 

概要 １ 

①所 在 地：富山県射水市放生津町９番 24 号 
②敷地面積：1,724 ㎡ 
③延床面積：2,462 ㎡（４階） 
④事業期間：平成 23～25 年度 
⑤施 行 者：新湊都市開発株式会社 
⑥総事業費：518 百万円（内補助金等 110 百万円） 
⑦施設概要：住宅（28 戸：従前居住者用 18 戸、分譲 10 

戸）、福祉施設（富山型デイサービス）、駐
車場（43 台） 

⑧管理運営：リアン放生津管理組合（直営） 

●内訳 
総事業費 518 百万円 

収入金 支出金 

・補助金 
（住宅市街地総合整備事業） 

110 百万円 ・設計・監理等 39 百万円 

・民間事業者資金 408 百万円 ・建築工事 479 百万円 
合計 518 百万円 合計 518 百万円 

外  観 

事例 

34 

福祉施設、居住施設 

リアン放生津
ほ う じ ょ う づ

 
富山県 

射水市 

①重点密集市街地全体の再編に向けたモデル地区として、射水市が全面的にバックア
ップ 
②住民意向を反映して道路設置等を決定。地区住民の合意形成を図る 

住宅市街地総合整備事業 

リアン放生津 
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●放生津地区は、漁業を中心に繁栄してきた港町でしたが、地区内の道路は整備水準が脆弱なま
ま老朽木造建物が密集し、防災上危険な状態となっています。平成 15 年には、県内で唯一、
重点密集市街地として国から公表されました（重点整備地区８ha、内、重点密集市街地４ha）。 
●地区内には空き家のまま放置され、屋根が抜け外壁の崩れなど危険な状態にある家屋も存在
し、地区においては、住民の生活再建を念頭に、建物の更新を促進するため老朽住宅の買収・
除却や土地の交換分合、建物の共同化、また、事業により住宅の困窮する従前居住者用の受け
皿となる共同住宅の借り上げ、そして公共施設の整備を図り地区の防災性及び居住環境の改善
を行っています（住宅市街地総合整備事業、土地区画整理事業の合併施行）。 
●重点密集市街地のうち、先行整備地区として、
中町西部地区（完成）と奈呉町第一街区（事業
中）の 2 地区を定めました。射水市とコンサ
ルタントは、多くの頻度で住民との会合の場に
足しげく通い、個別面談で伺った将来設計や住
宅再建の希望を元に、曳山の蔵も建替え、共同
住宅と戸建てが混在した再建案、建物配置を優
先した道路線形案としました。 

取組の内容 ４ 

取組の効果 ５ 

今後の課題・展望 ６ 

経緯 ３ 

平成 15 年 ・重点密集市街地の公表 
平成 18 年 ・地元自治会の代表者による防災まちづくり勉強会の設立 

平成 19 年 ・防災まちづくり検討会へ改名。住民への説明会の実施 

平成 20 年 
・住民意向調査などを実施し、地区全体の構想図素案作成 
・防災まちづくり検討会が、担い手支援事業採択 

平成 21 年 ・共同住宅を核としたまちづくり地区に中町が決定 

平成 22 年 
・中町西部地区の住民意向を確認し、家屋調査など事業着手 
・社会資本総合整備計画申請（H22～H26） 

平成 23 年 ・共同建替え事業の施行者及び共同住宅入居者の決定 
平成 24 年 ・老朽建築物解体完了、共同住宅工事着工 

平成 25 年 ・共同住宅竣工、入居開始 

●重点密集市街地における評価項目の改善 
・重点密集市街地の不燃領域率が 4.09%から 7.74%、住宅密集度が 90.1%から 82.8%に改善 
●地域コミュニティの維持 
・共同住宅の完成により住環境の改善が図られ、子どもからお年寄りに及ぶ憩いの場を創出
し、地域コミュニティを維持 

●他地区へ事業を拡大 
・次に共同建替え住宅を建設予定の奈呉町第一街区（約 0.9ha）に事業区域が移り、中町西部
地区と同様の方法で事業（H25～H30） 

・道路整備 

・住宅の更新 

富山県射水市都市整備部建築住宅課  Tel：0766-51-6683 E-mail：kenchiku@city.imizu.lg.jp 
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－コラム－ 富山型デイサービス 
 
 
 
 
●福祉サービスの新たな形「富山型デイ」 
・「富山型デイサービス」は、赤ちゃんからお年寄りまで、障がいの有無に関わらず、誰
もが一緒にデイサービスを受けられる小規模な場所を提供する取組です。この形は平成
５年、病院を退職した３人の看護師の方々が開設した「このゆびとーまれ（富山市）」
から始まりました。民家を使い、家庭的な雰囲気のもと、対象者を限定せずにサービス
を提供するこの施設は、既存の縦割り制度にはない柔軟さを持つ新しい福祉サービスの
形として、富山から全国に発信されました。 

・当時は介護保険もなく、行政の支援が必要不可欠でしたが、事業者や周囲の要望によっ
て、平成 9 年度から民間デイサービス施設に対し補助金が交付されることとなり、この
「障がいの種別や年齢を超えて一つの事業所でサービスを提供する」方式と、縦割り行
政の壁を打ち破った、日本で初めての柔軟な補助金の出し方を合わせて「富山型デイ」
と呼ばれるようになりました。 

 
●富山型デイサービス発展までの経緯 
・平成15年に「富山型デイサービス推進特
区」に認定。介護保険法による指定通所介
護事業所における障がい児者の受け入れ、
身体障害者福祉法・知的障害者福祉法によ
る指定デイサービス事業所での障がい児の
受け入れが可能になりました。 

・推進特区における特例措置は、平成18年か
ら全国で実施可能となり、富山型デイサー
ビスが広がることとなりました。 

従  来                    富⼭型デイ 

Point! 小規模・多機能・地域密着の「富山型デイ」 
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・平成18年、「富山型福祉サービス推進特区」に認定。介護保険の小規模多機能型居宅介
護事業所での障がい児者の通所サービス、宿泊サービスが可能になりました。 

・推進特区における特例措置は平成22年に生活介護サービスが、平成23年に宿泊サービス
が、平成25年には児童発達支援、放課後等デイサービスが全国で実施可能となりました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
●富山型デイサービス事業所が連携して障がい
者の就労を受け入れ！ 
『地域共生型障害者就労支援（就労継続支援
Ｂ型）事業』 
・国との協議により施設外就労の特例措置が
認められたことから、少人数の障がいのあ
る方を受け入れる富山型デイサービス事業
所が複数集まり、受け入れ総数が20人程度
となり、中心的な事業所が就労継続支援Ｂ
型事業所の指定を受けることにより、障害
者自立支援給付の対象として事業を行うこ
とができるようになりました。 

 
●認知症高齢者と障がい者が同じグループホームで生活！ 
『共生型グループホームの整備』 
・国との協議により、それぞれ別々の基準に基づき整備されていた認知症高齢者グループ
ホームと障がい者グループホームについて、市町村等の条例で居室以外の設備（玄関、
お風呂、台所等）を共用することができる旨を規定することにより、事業者の判断で設
備を共用するグループホームを整備することができるようになりました。 

 

従  来                    富⼭型デイ 

出典：とやまの地域共生（富山県）ホームページ 
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－コラム－ 富山市におけるまちなか居住の推進 

Point! 公共投資が呼び水となり民間投資が活発化！ 

事業者向けの支援 内容・実績 
 １．共同住宅の建設費への補助 まちなか区域：50万円/戸(一般型)、25万円/戸(単身型) 

公共沿線地区：35万円/戸(一般型)、17.5万円/戸(単身型) 
 ２．地域優良賃貸住宅(サ高住)の建設費への補助(H24～) まちなか区域：120万円/戸、公共沿線地区：70万円/戸 
 ３．業務・商業ビルから共同住宅への改修費助成 50万円/戸(一般型)、25万円/戸(単身型) 
 ４．共同住宅に設置する店舗、医療、福祉施設の整備費への補助 2 万円/㎡ 
 ５．ディスポーザー排水処理システムの整備費への補助 5 万円/戸 
 ６．宅地開発に対する補助 まちなか区域：70万円/区画、公共沿線地区：50万円/区画 
 ７．優良賃貸住宅の建設費への補助(～H23) 実績 57 戸 
市民向けの支援 内容・実績 
 １．戸建て住宅または分譲マンションの取得に対する補助 まちなか区域：50万円/戸、公共沿線地区：30万円/戸 
 ２．都心地区への転居に対する家賃助成 1 万円/月(3 年間) 
 ３．リフォームに対する助成 30 万円/戸 
県外在住者向けの支援 内容・実績 
 １．マルチハビテーション（二地域居住）の戸建て住宅または 

分譲マンションの取得に対する補助 
25 万円/戸、市内高齢者親族在住の
場合+10 万円 

 

●『まちなか居住推進事業』による支援制度の背景 
・平成 19 年 2 月に、全国第 1 号として「中心市街地活性化基本計画（以下、中活計画）」
の認定を受け、｢公共交通の利便性の向上｣｢賑わい拠点の創出｣｢まちなか居住の推進｣を柱
として事業を進めてきた結果、マンション建設の活発化など、賑わいが創出されました。 
・富山市のコンパクトなまちづくりの特徴
は「団子と串」の都市構造にあり、鉄道
駅や幹線バス路線のバス停の周辺拠点を
「団子」と見立て居住機能や生活関連施
設を拠点に誘導し、拠点をつなぐ公共交
通を「串」と見立て利便性を向上するこ
とです。規制を強化するのではなく「お
団子」の魅力を高めることで、ゆるやか
に居住を誘導していくこととしていま
す。そのため、都心地区や公共交通沿線
居住推進地区での住宅建設や購入などに
様々な支援を行っています。 

●支援制度『まちなか居住推進事業』 
・第3期中活計画においては、中心市街地
の居住人口の社会増加を平成33年までに
370人増としております。本事業は、良
質な共同住宅を建設する事業者や、住宅
の建設・購入、賃貸で入居する市民、県
外在住者に対し助成を実施しています。 居住推進地区 区域図 
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●まちなか居住推進に向けた取組の成果 
・中心市街地への公共投資が民間投資を誘発、マンションの建設ラッシュや第一種市街地再
開発事業が目白押しとなり、中心部の地価は上昇し、沿線の地価は横ばい。市としては、
再開発事業は居住推進を目的としたものではないが、結果として共同住宅が立地。 
・中心市街地では平成 20 年より転入超過を維持。公共交通沿線居住推進地区では、平成 24
年の転入超過以降、転入超過の傾向にある。 
・『まちなか居住推進事業』は、平成 17
年 7 月から平成 31 年 3 月まで合計
1,224 件（延 3,079 戸）。利用者の特徴
は、世代別では 20～40 代で 81％、50
代以上が 19％。世帯人数別では、単
身・２人世帯が 64％、３、４人世帯の
ファミリー層が 32％。前住所別では、
まちなかが 17％、市内からの転居は
53％、市外からの転居は 30％で 8 割以
上がまちなか以外からの転入 
・まちなか共同住宅建設促進事業によ
り、平成 30 年度は住戸数 103 戸に補助 
・中心市街地の小学校児童数が 181 人 
(21.6％)増加（H19-H30）、富山市全体に占める中心市街地の小学校児童数の割合が 1.35 ポ
イント増加(H19-H30) 
・わずか 0.4%の面積しかない中心市街地から、市税の 47%を占める都市計画税と固定資産税
の 22%を集める 

中心市街地・市街地再開発事業位置図 

①パティオさくら 
施 行 者：桜町一丁目 4番地区市街地再開発組合 
敷地面積：約 3,398 ㎡ 
主要用途：商業・業務施設、宿泊施設、住宅施設 
延床面積：約 23,170 ㎡ 
構造規模：地上 18 階 

鉄筋コンクリート造・鉄骨造 
完 成：平成 30 年度 

【中心市街地（都心地区）の社会増減（転入－転出）の推移】 

【公共交通沿線居住推進地区の社会増減（転入－転出）の推移】 

②総曲輪三丁目地区 
第一種市街地再開発事業 

施 行 者：総曲輪三丁目地区市街地再開発組合 
敷地面積：約 3,800 ㎡ 
主要用途：商業・業務施設、住宅施設 
延床面積：約 33,960 ㎡ 
構造規模：地上 23 階、地下 1階 

鉄筋コンクリート造・鉄骨造 
完 成：令和元年度 

④ユウタウン総曲輪 
施 行 者：総曲輪西地区市街地再開発組合 
敷地面積：約 5,686 ㎡ 
主要用途：商業施設（シネマコンプレックス等）、

宿泊施設、住宅施設、駐車場 
延床面積：約 26,910 ㎡ 
構造規模：地上 9階、地下 1階 
完 成：平成 28 年度 

③ＴＯＹＡＭＡキラリ 
施 行 者：西町南地区市街地再開発組合 
敷地面積：約 7,000 ㎡ 
主要用途：市ガラス美術館、市立図書館本館、カ

フェ、ミュージアムショップ、会議室
等、業務施設（銀行等） 

延床面積：約 26,790 ㎡ 
構造規模：地上 10 階、地下 1階 
完 成：平成 27 年度 

（令和元年12月31日 現在） 
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【位置図】 

200m 

Point! 木造密集市街地におけるまちなか居住の推進 

昭和 51 年 ・都市計画決定 

平成 8年 ・都市計画道路 一部開通 
平成 22 年 ・都市計画道路 ４車線化 
平成 23 年 ・工事着手 

平成 25 年 ・工事完了 
 

経緯 ２ 

概要 １ 

①所 在 地：石川県金沢市本町１丁目６番１号 
②地区面積：約 0.5ha 
③延床面積：11,150 ㎡（地上 12 階） 
④事業期間：平成 15～24 年度 
⑤施 行 者：金沢市 
⑥総事業費：5,017 百万円（内補助金等 2,216 百万円） 
⑦施設概要：敷地面積 2,340 ㎡ 

店舗、福祉施設、共同住宅（62戸）、駐車場 
⑧管理運営：㈱ダイワサービス（委託） 

外  観 

事例

35 

商業施設、福祉施設、居住施設 

やわらぎ金沢 

石川県 

金沢市 

①都市機能を集積すべき地区にある木造密集市街地を再整備 
②福祉施設と居住施設の組み合わせによるまちなかの定住を促進 

市街地再開発事業 

やわらぎ金沢 
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取組の内容 ３ 

取組の効果 ４ 

今後の課題・展望 ５ 

－コラム－  36 年の年月をかけ、一つ一つ丁寧に整備 
       （金沢駅武蔵北地区市街地再開発事業について） 

●金沢は城下町であり、人の往来を前提とした街の構造となっており、特に、金沢駅は旧市街地の北の
はずれに位置し、停車場と武蔵ケ辻を直線で結ぶルートが無かったことから、昭和５年（1930）金沢
駅通り線が都市計画決定され、この通りから国道 157 号（金沢駅～武蔵～香林坊、片町）を都心軸と
して位置づけ、近代的な都市整備を進めてきました。特に拠点となる金沢駅前地区、武蔵ケ辻地区、
香林坊地区及び金沢駅通り線沿線の金沢駅武蔵北地区の近代化については、重点的に取組む必要性が
高いとの認識のもと、再開発事業の手法により、整備が進められてきました。 

●昭和 51 年（1976）、武蔵ケ辻地区が再開発による
整備されたことを受け、金沢駅から東別院に至る地
区（北地区）が再開発事業として都市計画決定され
ました。 

●事業は、北地区は５つの工区に分けて整備が進めら
れることになり、第一工区が 1986 年に、続いて最
大工区である第五工区の事業が完成し、この事業に
より、金沢駅通り線が開通しました。金沢駅通り線
の地下には、200 台収容の公共駐車場が整備され、
地上部は、水と緑の演出によるシンボルロードとし
ての修景整備が進められました。 

●その後、住民合意の得られた地区から順次、整備が
進められ、平成 25 年（2013）、最後の工区である
第三工区（やわらぎ金沢）が完成し、事業が完了し
ました。 

 
【金沢駅周辺における関連プロジェクト図】  

●居住者及び歩行者通行量の増加 ※金沢駅武蔵北地区第四工区含む 
・居住人口の増加（約 400 人（H18 以前⇒H25）） 
・歩行者通行量の増加（休日の歩行者が約 3割増加（H23⇒H25）） 
・連続した街並み景観の形成、歩行者空間の環境向上 

●隣接する武蔵ケ辻地区（近江町いちば館など）や香林坊・片町地区との連携を図り、金沢駅方
面からの人の流れを増加させることによって、まちなかの賑わいを創出 
●金沢駅通り線周辺の関係者が組織する「金沢駅通り線周辺まちづくり協議会」による魅力向上
活動を通じ、周辺地区を活性化 

●やわらぎ金沢は、金沢駅武蔵北地区再開発事業により建設され、分譲住宅 62 戸のほか、低層
部にはケアハウスやデイサービスなどの福祉施設、店舗が整備されています。 

石川県金沢市都市整備局市街地再生課  Tel：076-220-2675  E-mail：shigaichi@city.kanazawa.lg.jp 
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【位置図】 

共同住宅を建設・入居後、従前宅地の除却と道路等を整備 

①所 在 地：富山県射水市放生津町 
②施行面積：≪東部≫ 0.26ha 

≪西部≫ 0.6ha 
③施行期間：≪東部≫ 平成 25～27 年度 

≪西部≫ 平成 25～令和元年度（予定） 
④施 行 者：新湊都市開発株式会社 
⑤施設概要：ラ・メール放生津≪東部≫ 

住宅（23 戸：従前居住者用 22 戸、分譲 1
戸）、福祉施設（小規模多機能型居宅介護＋
居宅介護支援事業＋地域交流スペース）、駐
車場（26台） 

●内訳（ラ・メール放生津≪東部≫） 
総事業費 560 百万円 

収入金 支出金 

・補助金 
（住宅市街地総合整備事業） 

131 百万円 ・設計・監理等 31 百万円 

・民間事業者資金 429 百万円 ・建築工事 529 百万円 
合計 560 百万円 合計 560 百万円 

 

事例 

36 

                             ※事業中 

放生津奈呉町第一街区 
富山県 

射水市 

①1階、2階に福祉施設等を併設。他地区を含め、周辺からも共同住宅へ入居 
②地元と民間事業者と市の三者協定の締結により、事業は円滑に進捗 

住宅市街地総合整備事業 

Point! 

概要 １ 

事業収支 ２ 

200m 

奈呉第一街区 

共同住宅 
ラ・メール放⽣津 従 前 

奈呉町第一街区 整備イメージ 
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●平成 21 年に先行整備地区の中町西部の検討がスタートし、奈呉町第一街区（東部・西部）や
山王町など、他地区の検討・設計が進められています。 
●奈呉町第一街区では、東部地区に共同住宅を建設し、地区外からの受け皿を準備するととも
に、西部地区では、戸建による再建を目指した区画整理事業の認可に向け、住民の方々を中心
に道路や宅地の配置等を検討中です。地区外に転出された方の土地を射水市や施行者が先行買
収を行うことにより減歩率はゼロとし、敷地を整序するため区画整理手法を用いる予定です。 

●東部地区に建設した共同住宅ラ・メール放生津には、奈呉町第一街区より 10 世帯、奈呉町第
二街区より６世帯、中町東部より１世帯、山王町より４世帯、四十物町より２世帯が入居しま
した。また、西部地区では、第一街区内での再建が６宅地、放生津地区内からの再建が１宅
地、一般分譲が５宅地となります。 
 

 
先行地区 先行地区以外 

中町西部 奈呉町第一
≪東部≫ 

奈呉町第一
≪西部≫ 山王町 四十物町 中町東部 奈呉町第二 

平成 21 年 検討       
平成 22 年 設計       
平成 23 年 工事       
平成 24 年        
平成 25 年 入居 検討 検討 検討    
平成 26 年  設計 計画 計画    
平成 27 年  工事      
平成 28 年  入居 設計 設計    
平成 29 年   工事 工事    
平成 30 年     検討、計画   
平成 31 年        

経緯 ３ 

取組の内容 ４ 

取組の効果 ５ 

●中町西部地区がモデル地区となり、周辺地域の住民の意識が変化 
●狭あいな道路や密集市街地が解消され防災性が向上。住みやすい環境が整備 

今後の課題・展望 ６ 

●先行整備地区（中町西部地区、奈呉町第一街区）に引き続き、山王町、四十物町、中町東部、
奈呉町第二街区の検討を進める予定。地域の再生につながるものとして期待 

左記の各地区の
進捗状況を⾒定
めながら検討予定 

ラ・メール放生津への他地区からの入居予定世帯 

富山県射水市都市整備部建築住宅課  Tel：0766-51-6683 E-mail：kenchiku@city.imizu.lg.jp 
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【位置図】 

様々な手法を柔軟に組み合わせ、防災性の向上とまちなか居住を維持 

事業名 横山町地区住宅市
街地総合整備事業 

金沢市横山町地区
土地区画整理事業 

①所在地 金沢市横山町、 
材木町の各一部 

金沢市横山町 
の一部 

②施行面積 4.6ha 0.26ha 

③権利者数 ̶ 23 名 

④施行期間 平成 24～29 年度 平成 27～29 年度 

⑤減歩率 ̶ 17.22% 

⑥先行買収 ̶ A=0.08ha（9 筆） 

⑦施行者 金沢市 共同施行 

⑧総事業費 232 百万円 7.7 百万円 

⑨事業内容 防災道路Ｗ=4～5m Ｌ=205ｍ、
緑地整備Ａ＝361 ㎡ 換地諸費 

 

●内訳 
総事業費 239.7 百万円 

収入金 支出金 

・補助金 
（住宅市街地総合整備事業） 232 百万円 

・用地買収 44 百万円 
・移転補償 123 百万円 
・道路整備 37 百万円 
・緑地整備 28 百万円 

・市単独費 7.7 百万円 ・換地諸費 7.7 百万円 
合計 239.7 百万円 合計 239.7 百万円 

事例 

37 

 

横山町地区 まちなか再整備事業 
石川県 

金沢市 

①居住者が地区外転出とならないように、区画整理の換地手法を活用 
②住民合意に基づき、できるところから事業を実施 
③地域住民主導の事業に、行政は技術的・財政的に支援 

住宅市街地総合整備事業 

横山町地区 

Point! 

概要 １ 

事業収支 ２ 

400m 

完 成 
物件移転完了 着工前 
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●整備の方針は、藩政期から引き継がれた歴史的まちなみや地域コミュニティの保全を前提とし
て、地域の実情に合わせ、地区住民との協働で作成した「整備計画案」について合意を得られ
たところから順次整備を進めています。 
●住宅密集地で狭小で不整形な宅地が圧倒的に多く、直接買収方式では建て替えが困難であり地
区外転出となることから、土地区画整理事業の換地手法を活用するとともに、空き地の先行買
収を行い減歩率を低減しています。 

●空き地の先行買収では、未相続で権利関
係が複雑な状況となっていたため、処理
に時間と労力を要しました。また、居住
者のほとんどが高齢者（高齢化率 36.2％
市全体平均 24.8%（1.46 倍））であった
ため、事業に対する理解を得るために時
間を要しました。 
●過去に 2 度火災を体験していることが後
押しともなりましたが、あくまでも地域
住民が主導となるよう働きかけを行い、
理解を十分に得ながらできるところから
事業を進めることにより、トラブルもな
くスムーズに事業が展開しています。 

 

●移転先（換地）の確保により地区外転出を防ぎ、定住を促進 
●歴史的なまちなみ保全と防災性向上を両立 

●歴史的なまちなみ保全において、歴史的資産「金澤町家」の再整備による防災性の向上 

平成 11 年度
～12 年度 

・国交省の都市防災事業による災害危険度判定調査を実施。優先的要整備区
域（横山町区地区を含む 7地区）に選定 

平成 13 年度 ・市が短期、中期、長期整備方針図等、防災まちづくり基本計画案を策定 

平成 19 年 
・地元住民による「まちづくりの会」結成。 
・地区の課題整理とその改善案について市と検討 

平成 21 年  6 月 横山町地区（東部誠会・横山大和会）まちづくりの会発足 

平成 22 年  8 月 整備構想案を作成し、個別意向調査（アンケート）を実施 

平成 23 年 
 5 月～   整備構想案の修正と修正案についての意向調査を実施 
12 月 横山町地区防災まちづくり計画（案）の策定 

平成 24 年 

 1 月 横山町地区防災まちづくり計画についての合意書取得 
 3 月 横山町地区防災まちづくり協議会の設立（3月 1日） 

防災まちづくり協定の締結（3月 7日） 
 4 月 事業開始 

取組の効果 ５ 

今後の課題・展望 ６ 

経緯 ３ 

取組の内容 ４ 

換地⼿法の活⽤
により地区外転出
が不要 

石川県金沢市都市整備局市街地再生課   Tel：076-220-2675 E-mail： shigaichi@city.kanazawa.lg.jp 
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新発田市役所 

（ヨリネスしばた） 

【位置図】 

市民の利便性を第一に考え、開かれた庁舎を利用しやすい場所に 

事例 

38 

公共施設⇒公共施設＋民間施設 

新発田市役所（ヨリネスしばた） 
新潟県 

新発田市 

①候補地検討には全世帯アンケートを実施し、市民が利用しやすい立地を考慮 
②施設の各階に、テラスやギャラリーなど、市民開放部分を設置 

①実施主体：新発田市 
②敷地面積：5,739.73 ㎡ 

（うち、民間貸与床面積 約 840 ㎡） 
③事業手法：公共施設整備は直営事業 
 民間事業者に建物の一部を貸付 
④整備施設：建築面積 2,841.31 ㎡ 延床面積 12,995.69 ㎡ 
 民間貸付部分（太陽光発電屋根 800 ㎡、売

店（1 階） 17.58 ㎡、FM しばたサテライト
（1階） 20.01 ㎡） 

⑤事業規模：本体工事・跡地整備 75.8 億円（見込み） 
⑥運営主体：新発田市 

概要 １ 

Point! 

事業実施の背景・経緯 ２ 

施設外観と札の辻広場の活用状況（出典：新発田市提供） 

●新発田市本庁舎は、建設から 44 年が経過し、老朽化が進むとともに手狭となっていた。加え
て、耐震性の問題や情報化対応などに課題があったため、H22.4 に学識経験者、各界代表、公
募市民を含む新庁舎建設構想等策定委員会が設置された。 
●H23.12 に策定された基本計画では、新庁舎の位置について、新発田市の「中心市街地エリ
ア」から一定規模の敷地（概ね 5,000 ㎡以上）とする基準を設け、候補地を①現庁舎・図書館
敷地、②地域交流センター駐車場、③中央高校グラウンド跡地として全世帯アンケート
（34,290 世帯）を実施することとした。 

200m 
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新潟県新発田市 みらい創造課  Tel：0254-28-9530 
新潟県新発田市 総務課     Tel：0254-28-9540 

（1）公的不動産と民間施設の位置付け 

≪事業前≫ ≪事業後≫ 
 
 
 
 
 
 
 
（2）事業スキーム 
●すべて新発田市の直営事業。社会資本整備総合交付金（優良建築物等整備事業）を活用。 

（3）民間事業者選定方法 
●屋根貸しによる太陽光発電を、公募により募集。 

（4）民間活用のメリット、留意点 
●市庁舎という施設の特性を踏まえ、省エネ効果、環境負荷等に配慮し、屋根貸しによる太
陽光発電を行っている。 

●市民との合意形成において、特に問題が生じなかったのは、庁舎に求められる機能や位置の選
定に関するアンケート調査を実施したことや、設計プロポーザルで、設計者と市民の意見交換
を提案され、ラウンドテーブル方式で３回開催（延べ約 100 人参加）したことなど、段階ご
とに市民の意見を取り込んでいたことが要因の一つ。 
●また、市庁舎建設に関するプロジェクトチームは、当初、職員のみで構成していたが、新庁舎
建設基本構想等策定委員会には、学識経験者、各界代表、公募市民も参加していただいた。 
●事業効果としては、札の辻広場のイベント活用 19 万人（オープン時～7 月）。周辺にラン
チ提供施設が増加（職員の利用あり）。歩行者量（3 ヶ所のうち 1 ヶ所） 11.5％増（平日 
Ｈ28 2,622 人⇒ Ｈ29 2,924 人 302 人増）。 

平成 4年 １月 市庁舎建設プロジェクトチームによる検討報告 
平成 22 年 新庁舎建設基本構想等策定委員会を設置、基本構想策定 
平成 23～25 年 基本計画・基本設計・実施設計 

平成 26～28 年 工事 
平成 29 年 １月 開庁 

事業スケジュール ３ 

官民連携のしくみ ４ 

事業を推進する上での課題・対策、事業効果 ５ 

●全世帯アンケートや新庁舎建設構想等策定委員会での検討、市議会での検討を踏まえ、建設位
置を「②地域交流センター駐車場」とすることが決定した。 
●札の辻広場・札の辻ラウンジ・ロビー（1 階）、テラス（4 階）、市民ギャラリー・飯豊ラウ
ンジ（7 階）などについては、8：30～20：00 の間、市民に開放している。また、議場につい
ても、議会期間中以外は開放しており、映画上映やミニコンサートなどに活用されている。 
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①実施主体：新潟市、大和ハウスエ業（株） 
②敷地面積：13,300 ㎡（うち、民間活用地 約 9,300 ㎡） 
③事業手法：公共施設整備は直営事業 
 民間活用用地は民間への売却による開発 
④整備施設：公共施設（乳児園・保育園・保健福祉センタ

ーの複合施設 4階建て） 
 敷地面積   約 4,000 ㎡   延床面積   約 2,800 ㎡ 
 民間施設（18 階建て賃貸マンション（1・2

階には飲食店、コンビニ、医療施設） 
 敷地面積約 9,300 ㎡ 延床面積約 35,400 ㎡ 
⑤事業規模：公共施設（既存校舎解体工事費 約 1.3 億円 
 既存校舎解体設計費 約 200 万円 
 複合施設基本・実施設計費 約 5,700 万円 
 複合施設工事費（予算ベース）約 10 億円） 
 民間施設（土地購入費 約 10.7 億円、開発

費 非公表） 
⑥運営主体：公共施設 新潟市、 
 民間施設 大和ハウスエ業（株） 
 
 
 
 
※民間施設に関する情報は 
 H27 プロポーザル時点でのものです 

万代小学校跡地 

【位置図】 

公共施設に必要な面積以外は民間事業者に売却 

事例 

39 

公共施設⇒公共施設＋民間施設 

万代小学校跡地 
新潟県 

新潟市 

①周辺公共施設の状況を勘案し、公共施設が過剰な場合は売却を選択 
②近隣の住環境への配慮等、地元の要望を盛り込んだ公募条件を設定し合意形成を促進 

概要 １ 

Point! 

事業実施の背景・経緯 ２ 

最優秀提案者の完成イメージパース 
（出典：新潟市提供） 

●万代小学校が H13 の小学校の統廃合により、廃校となった。H22 には、中国領事館の移転候
補地となったが、翌年の議会で否決された。その後 H23 に市は、行政として必要なものは整
備するが、一定割合は売却する方針を示した。 
●H25 に校舎は解体され、H26 にかけて地元と協議を重ねた結果、約 3 割は公的活用、約 7 割
は民間活用することを決定した。 
●多世代まちなか居住推進や地域コミュニティに貢献することを基本的な考え方とし、民間事業
者の応募を開始して、現在、賃貸マンション及び飲食店、コンビニ、医療施設が整備された。 

200m 



2‐109 

 

（1）公的不動産と民間施設の位置付け 

≪事業前≫ ≪事業後≫ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2）事業スキーム 
●公的活用部分は、新潟市の直営事業。民間活用部分は、民間事業者が整備・管理。 
※開発行為に伴う公園（3％）は、整備後に市に土地を帰属。 

（3）民間事業者選定方法 
●公募型プロポーザル方式。 
●新潟市が一定の土地利用条件を提示。最も優れた事業計画提案及び価格提案を行った事業
者と土地売買契約を締結。条件は、①公園・緑地空間の創出②周辺公共施設との連携③周
辺の住環境に配慮等。 

（4）民間活用のメリット、留意点 
●民間の資金及びノウハウを活用できる。 
●民間事業者に売る場合は、地元の反発が起こることが多く、丁寧な説明が必要である。 

●地元住民等への対応については、4 つの地元コミュニティ協議会会長や町内会との連携により
対応した。庁内では、公募型プロポーザルの実績のある部署が存在しなかったため、地域・魅
力創造部（現 政策企画部）が担当し、公募前にコンサルタントがヒアリングにより市場調査
（サウンディング調査）を実施した。 
●地元からは売却に対して反対意見もあったが、WS を複数回開催し、近隣の住環境への配慮な
ど地元の要望についても公募条件に盛り込み対応した。 
●事業効果としては、遊休化された公有地の官・民による有効活用及び公有地売却による売却益
や、民間開発に伴う毎年固定資産税・都市計画税増加による財政の健全化。 

新潟県新潟市政策企画部  Tel：025-226-2152 E-mail：seisakukikaku@city.niigata.lg.jp 

平成 25 年 旧万代小学校跡地利活用方策検討業務委託（売却できるか、できるのであれ
ばどのような課題があるか整理） 

平成 26 年 
旧万代小学校跡地土地利用計画策定支援及び公募検討支援業務委託（売却に
関し、売却手法・範囲・条件等の計画策定、公募要項作成支援） 
10 月 公募開始 

平成 27 年  1 月 プロポーザル提案審査実施 3 月 売買契約締結 
平成 30 年  8 月 民間活用部分竣工 12 月 公的活用部分が建築着工 

令和元年 12 月 公的活用部分竣工（予定） 

事業スケジュール ３ 

官民連携のしくみ ４ 

事業を推進する上での課題・対策、事業効果 ５ 
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旧中央卸売市場跡地 

【位置図】 

民間に解体費込みで売却するために入念な準備を実施 

事例 

40 

公共施設⇒民間施設 

旧中央卸売市場跡地 
新潟県 

新潟市 

①土壌汚染や建物解体費、アスベスト等を事前調査し、民間事業者の不安を払しょく 
②民間事業者へのヒアリング調査からニーズを把握し、一体的な土地のまま売却 

①実施主体：大和地所（株）､ダイア建設新潟（株）ＪＶ 
②敷地面積：約 37,000 ㎡ 
③事業手法：民間への全面売却による開発 
④整備施設：分譲マンション、戸建住宅、複合施設（スー

パー、医療施設等）等 
延床面積：約 29,000 ㎡ 

⑤事業規模：土地購入費：約 27 億円、開発費：非公表 
※既存建築物解体設計費（売買金額算出用） 
約 1,000 万円 

⑥運営主体：大和地所（株）、ダイア建設新潟（株） 

概要 １ 

Point! 

事業実施の背景・経緯 ２ 

最優秀提案者の完成イメージパース（出典：新潟市提供） 

●Ｈ19 に中央卸売市場が移転し、既存の建築物が存置されている状況で地元協議を開始した。
Ｈ21 には、リーマンショックにより売却を一時見合わせたが、Ｈ24 に地元協議を再開した。 
●Ｈ27 に全面売却することで合意し、Ｈ28 に解体費込みで売却した。分譲マンション、戸建住
宅、複合施設（スーパー、医療施設等）等が整備される予定である。 

400m 

※情報は H28 プロポーザル時点でのものです 
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新潟県新潟市政策企画部  Tel：025-226-2152 E-mail：seisakukikaku@city.niigata.lg.jp 

 

（1）公的不動産と民間施設の位置付け 

≪事業前≫ ≪事業後≫ 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2）事業スキーム 
●民間事業者が整備・管理。※開発行為に伴う公園（6％）は、整備後に市に土地を帰属。 

（3）民間事業者選定方法 
●公募型プロポーザル方式。 
●市が一定の土地利用条件を提示。最も優れた事業計画提案及び価格提案を行った事業者と
土地売買契約を締結。条件は、①公園・緑地空間の創出②周辺への生活利便向上施設の提
案③既存建物の解体・撤去等。 

（4）民間活用のメリット、留意点 
●民間の資金及びノウハウを活用できる。 
●民間事業者に売る場合は、地元の反発が起こることが多く、丁寧な説明が必要である。 

平成 27 年 旧中央卸売市場跡地利活用方策検討業務委託（売却できるか、できるのであ
ればどのような課題があるか整理） 

平成 28 年 
旧中央卸売市場跡地土地利用計画策定支援及び公募検討支援業務委託（売却
に関し、売却手法、範囲、条件等の計画策定。公募要項の作成支援） 
 7 月 公募開始  12 月 プロポーザル提案審査実施 

平成 29 年  2 月 売買契約締結 
平成 31 年  4 月 一部供用開始 

事業スケジュール ３ 

官民連携のしくみ ４ 

事業を推進する上での課題・対策、事業効果 ５ 

●地元住民等への対応や庁内推進体制の構築を図る必要があり、地元コミュニティ協議会会長と
の連携により対応した。施設の老朽化が進んでいたため、比較的合意形成は図りやすかった。 
●売買条件やプロポーザルの期間を適正にとり、競争原理を働かせ利益の極大化を図るため、コ
ンサルタントがヒアリングにより市場調査（サウンディング調査）を実施した。 
●売却にあたり、事前に対象となる土地を調査（ex.土壌汚染、建物解体費、アスベスト等）
し、民間に対して土地の情報を詳しく開示することが安心感となり公募者の増にもつながる。 
●公募条件を検討する際、民間のニーズと合致しているかが重要であるため、行政の思いだけを
通しても逆のこともある。本地区では当初、行政側は分割して売却すればどうかと考えていた
が、民間側にヒアリングすると一体的な土地であることが魅力であるということであった。 
●事業効果としては、遊休化された公有地の官・民による有効活用及び公有地売却による売却益
や、民間開発に伴う毎年固定資産税・都市計画税増加による財政の健全化。 
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清水町小学校 

跡地 

【位置図】 

事業用定期借地権（30 年）を設定しまちなかの公的不動産を保有 

事例 

41 

公共施設⇒公共施設＋民間施設 

清水町小学校跡地 
富山県 

富山市 

地域住民のニーズを踏まえたスーパーマーケットとドラッグストア等、必要な施設を
官民連携により実現 

①実施主体：佐藤工業グループ（事業代表企業／佐藤工業
（株）、構成企業／（株）バロー、（株）新
建築設計事務所、スター総合建築（株）） 

②敷地面積：13,591 ㎡（うち、民間活用地 6,532 ㎡） 
③事業手法：公共施設整備はＰＰＰ事業（ＤＢ方式）によ

る財産取得 
 民間活用用地は 30 年間の事業用定期借地権

を設定し貸付 
④整備施設：公共施設（①市立公民館・地区センター（延

床面積 450 ㎡）会議室・和室・調理室・事務
室、駐車場（38 台）②多目的広場（2,600
㎡）） 

 民間施設（①食品スーパーマーケット（バロ
ー）②ドラッグストア（V ドラッグ）③駐車
場（111 台）、駐輪場） 

⑤事業規模：公共施設（全体事業費 263,443 千円（校舎
解体含む）） 

  

概要 １ 

Point! 

施設配置図（出典：富山市提供） 

400m  
 
 民間施設（開発費 非公表、年間賃貸借 6,532 ㎡ 11,431 千円/年） 
⑥運営主体：公共施設 富山市 
 民間施設 佐藤工業グループ 

多⽬的広場 

旧清⽔町⼩学校 
体育館 

学校法⼈ 
清⽔町幼稚園 

清⽔町公⺠館・
地区センター 

スーパーマーケット 

ドラッグストア 
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事業実施の背景・経緯 ２ 

●中心市街地における小学校が 7 校から 2 校に統合されたことに伴い、地域ごとに必要な都市
機能を検討し、跡地整備に着手。清水町小学校についてもその一つで、跡地整備に際しては民
間活力の導入を前提として検討した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●H18 に小学校の跡地活用計画をコンサルタントに委託し、構想まで検討した。H20 には事業
可能性調査として、コンサルタントが民間事業者に意向調査（アンケート調査）を実施した。 
●清水町一帯は住宅が多く、スーパーマーケットがほしいという地元要望を踏まえ、事業提案募
集要項に「生鮮食料品売場」を設けることを注記した。ドラッグストアは民間事業者からの提
案である。 
●応募は２グループ。事業者検討会議（外部委員を含む）により審査し決定した。 
●体育館は H4 建設で比較的新しく、地元要望では、そのまま活用したいという意向が多かった
ため、既存施設のまま活用している。 

事業スケジュール ３ 

平成 19 年 
11 月 清水町小学校跡地利用について地元要望書の提出（公民館の移転新築 

、スーパー等の商業施設建設、グラウンドの整備 など） 

平成 20 年 
  3 月 清水町小学校の閉校 
  4 月 中央小学校の開校 

平成 22 年 

  3 月 民間事業者を対象とした事業概要説明会 
  6 月 募集要項等の公表 
11 月 事業者の選定 
12 月 基本協定書の締結、公共施設（清水町公民館・地区センター、多目的 

広場）に係る売買契約の締結 

平成 23 年 
  6 月 民間施設（バロー、Vドラッグ）敷地に係る定期借地権設定契約の締結 
11 月 民間施設（バロー、Vドラッグ）オープン 

平成 24 年   3 月 富山市立清水町公民館・富山市清水町地区センター、多目的広場竣工式 
 

 平成 15年 平成 16年 平成 17年 平成 18年 平成 19 年 平成 20年 平成 21年 平成 22年 平成 23年 平成 24年 

星井町 
小学校 

          

五番町 
小学校 

          

清水町 
小学校 

          

旧五番町小学校敷地に新校舎建設 

角川介護予防センター 
+ 

中央保健福祉センター 

公民館+多目的広場+バ
ロー（スーパーマーケット） 
+Ｖドラッグ 

Ｈ16.4 統合 

星井町五番町小学校 

中央小学校 
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（1）公的不動産と民間施設の位置付け 

≪事業前≫ ≪事業後≫ 
 
 
 
 
 
 
 
 

（2）事業スキーム 
●公共部分は、DB方式により市が買い取り（財産取得）。 
●民間部分は、要求水準書において「生鮮食料品売場」の整備を求め、その他の内容は自由
提案とした。民間施設部分の敷地は 30 年間の事業用定期借地権設定による貸付。 

 
 
 
 
 
 
 
 
●公共施設の一部に対して、社会資本整備総合交付金（都市再生整備計画事業）を活用
(93,800 千円）。 

 
（3）民間事業者選定方法 
●公募型プロポーザル方式。 

 
（4）民間活用のメリット、留意点 
●公有財産の有効活用、都市機能の充実のため、公共では行えないことを、民間事業者では
対応できる。 

●事前調査、公募条件の調整ができる。 

官民連携のしくみ ４ 
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富山県富山市企画管理部企画調整課  Tel：076-443-2010 E-mail：kikakutyosei-01@city.toyama.lg.jp 

●H20 頃の PPP 事業への参画企業は、全国展開している企業がほとんどの時代であったため、
地元企業の参画は参加条件としていない。 
●コンサルタントによる意向把握（アンケート調査）により民間需要を把握し、民間事業者との
事前協議は行っていない。 
●Ｈ28 から「とやま地域プラットフォーム（財務省、地元金融機関、富山市等）」を開催し、
WS を通じて PPP/PFI の活用について勉強会を行っている。自由参加であり、オープンな議論
ができるためメリットが多く、地元企業も参加しやすい状況である。 
●事業効果としては、公共部分の財産取得費用について、予定価格 367,500 千円に対し、
263,443 千円で契約（△28.4％）。事業期間総額で約 3.4 億円の地代収入を確保。民間事業所
の新規整備による新規雇用の確保（約 70 人)、固定資産税などの税収増。 

事業を推進する上での課題・対策、事業効果 ５ 

富山市立清水町公民館、富山市清水町地区センター 

スーパ―マーケット（バロー） 

ドラッグストア（Ｖドラッグ） 
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総曲輪 

小学校跡地 

【位置図】 

公的不動産を活用してまちなかに健康・福祉施設ゾーンを形成 

事例 

42 

公共施設⇒公共施設＋民間施設 

総曲輪小学校跡地（総曲輪レガートスクエア） 
富山県 

富山市 

暮らしの質の向上、まちなかの賑わいを誘発するため、『健康をテーマ』に民間事業
者のノウハウを活用 

概要 １ 

Point! 

①実施主体：大和リースグループ（事業代表企業／大和リ
ース（株）、構成企業／佐藤工業（株）、
（株）押田建築設計事務所、学校法人青池学
園、グンゼスポーツ（株）、（株）廣貫堂、
（株）ローソン） 

 ＊富山市医師会看護専門学校 
②敷地面積：11,436 ㎡（うち、民間活用地 大和リース

5,606 ㎡、看護専門学校 2,238 ㎡） 
③事業手法：公共施設整備はＰＰＰ事業（ＤＢ方式）によ

る財産取得 
 民間活用用地は 30 年間の事業用定期借地権

を設定し貸付 
④整備施設：公共施設（①まちなか総合ケアセンター（延

床面積 2,446 ㎡)、②周辺道路拡幅） 
 民間施設（①学校法人青池学園 6 階建

（4,763 ㎡）、 
 ②グンゼスポーツクラブ 3階建（2,043 ㎡）、 
 ③Ｄ-parking 富山総曲輪（ヘルスケアローソン併設）5層 6段（8,281 ㎡）、 
 ④廣貫堂カフェ平屋建約 350 ㎡ 
 ＊富山市医師会看護専門学校 3階建（3,583 ㎡）） 
⑤事業規模：公共施設（全体事業費 約 11.5 億円（設計・エ事費）） 
 民間施設（全体事業費 約 42.2 億円（大和リース 約 33.4 億円、看護専門学校 

約 8.8 億円）、年間賃貸借 大和リース 11,880 千円/年、看護専門学校 2,514 千円/
年） 

⑥運営主体：公共施設 富山市（一部委託） 
 民間施設 大和リースグループ、富山市医師会看護専門学校 

200m 
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●中心市街地における小学校が 7 校から 2 校に統合されたことに伴い、地域ごとに必要な都市
機能を検討し、跡地整備に着手。総曲輪小学校についてもその一つで、跡地整備に際しては民
間活力の導入を前提として検討した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●H18 に小学校の跡地活用計画をコンサルタントに委託し、構想まで検討した。Ｈ21 からＨ23
まで近隣商業者、歩行者調査を含め、事業可能性調査としてコンサルタントが民間事業者に意
向調査（アンケート調査）を実施した。 
●富山市の中心部に総合ケアセンターを整備することを前提に、『健康をテーマ』とした跡地活
用の提案を公募した。 
●東側と北側の道路拡幅についても、要求水準書に明記している。看護専門学校は、富山市医師
会が新設したもので、PPP 事業からは外れている。 
●小学校は統合した時点で教育委員会の所管から外れて普通財産となるため、跡地活用は企画調
整課で検討したが、本事例の場合は福祉部局と連携して、要求水準書の作成等を進めた。 
 

事業実施の背景・経緯 ２ 

施設配置図（出典：富山市提供） 

 平成 21～24 年 平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29.年 

総曲輪小学校       

八人町小学校       

安野屋小学校       

愛 宕小学校       
県立雄峰高校 
平成 25 年 4月 

中部高校グラウンド 
平成 27 年 4月 

教育センター等に転用 

竣工 

看護専門学校着工 
平成 27 年 10 月 

富山市まちなか総合ケアセンターほか 
平成 28 年 4月～平成 29年 2月 

着工 
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（1）公的不動産と民間施設の位置付け 

≪事業前≫ ≪事業後≫ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業スケジュール ３ 

平成 25 年 
基本計画策定 
校舎等解体（～H26） 

平成 26 年 事業者公募（6月～）、優先交渉権者決定（2月）  

平成 27 年 
基本協定締結（6月） 
売買契約書締結（公共施設）（H28.3） 
事業用定期借地権設定契約締結（H28.3） 

平成 28 年 
各種施設建設 
公共施設引渡し（H29.2 月末） 

平成 29 年 4 月 1 日供用開始（公共・民間施設全体） 
・富山市医師会看護専門学校  H27.10 工事着工 松井建設（株）・ミズホ建設 JV 
 H28.3   事業用定期借地権設定契約締結 
 （市⇔大和、大和⇔青池（転貸）の公正証書も同日締結） 

官民連携のしくみ ４ 

●応募は 1 グループのみであったが、ヒアリングを実施し、事業者検討会議（外部委員を含
む）により審査をしている。 
●富山市では、PPP/PFI 手法導入優先的検討規程を定めており、優先的検討に当たっては、その
公共施設整備事業を所管する事業担当課が主体となって進めることとしているが、全庁統一的
な観点から行政経営課が調整を図るとともに、学識経験者で構成する PPP 事業手法検討委員
会において判定している。 
●民間進出企業や看護専門学校及び富山市によりレガートスクエア連絡協議会を組織し、「親子
ガーデン」や「まちなかサロンの夏休み」などのイベントを実施している。隣接する大手モー
ルのトランジットモールイベントなども、共同で開催している。 
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（2）事業スキーム 
●公共部分は、DB方式により市が買い取り（財産取得）。 
●民間部分は、要求水準書において健康とまちなかの賑わい創出をテーマとする自由提案と
した。民間施設部分の敷地は 30 年間の事業用定期借地権の設定による貸付。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●公共施設の一部に対して国県補助金を活用。 
①社会資本整備総合交付金（都市再生整備計画事業）（217,996 千円）＊国土交通省 
②子ども子育て支援整備交付金（25,063 千円）＊内閣府、県 
●民間施設は、以下の助成制度等を活用。 
①青池学園 中心市街地における大規模出店補助（市単独）100,000 千円 
  ふるさと融資の活用 
  土地貸付料減免（1/2） 
②グンゼスポーツ 中心市街地における大規模出店補助（市単独）70,000 千円 
③看護専門学校 県・市補助、土地貸付料減免（1/2） 

 
（3）民間事業者選定方法 
●公募型プロポーザル方式。 
●事業者の応募要件に地元企業を含むことを条件とした。 

 
（4）民間活用のメリット、留意点 
●PPP 事業は、民間事業者と調整しながら進めることが可能なため、自由度が高まり、一般
的な工事発注よりも実施しやすい。行政側の手続きも軽減され、設定した金額の範囲内で
お互いにアイデアを出し合い、より良いものをつくり上げることができる。 

●富山市では、すでに PPP 事業の事例があったため、事業者の公募や基本協定締結など、前例
をもとに比較的円滑に事業を進めることが可能であった。 
●PPP 事業への地元企業の参画を促すには、「とやま地域プラットフォーム」に地元企業にも参
加してもらうことが有効である。 
●事業効果としては、事業期間総額で約 4.3 億円の地代収入を確保。民間事業所の新規整備によ
る新規雇用の確保（約 70 人）、固定資産税などの税収増。専門学校の整備に伴い、学生（定
員 880 人）によるまちなかの賑わいの創出と公共交通の活性化、エリア全体での官民連携事
業の実施による相乗効果。 

富山県富山市企画管理部企画調整課  Tel：076-443-2010 E-mail：kikakutyosei-01@city.toyama.lg.jp 

事業を推進する上での課題・対策、事業効果 ５ 
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①まちなか再構築事業のモデル地区として、高岡市と高岡市空き家活用推進協議会が
バックアップ 
②課題の一つであった空き家を地区住民一丸となって新たな地域の集いの場として再生 

【位置図】 

200m 

空き家を地区住民の交流拠点に！ 

①所 在 地：富山県高岡市博労町 2-11 
②敷地面積：131.07 ㎡ 
③延床面積：178.94 ㎡（地上 2階）※倉庫部分含む 
④事業期間：平成 26～30 年度 
⑤施 行 者：菅原工務店 
⑥総事業費：19.2 百万円 

（内補助金等 10 百万円） 
⑦施設概要：1階 和室（6畳小上がり） 

2 階 和室（20 畳） 
⑧管理運営：博労町自治会 

改修後 

事例 

43 

交流施設 

博労町まちかどサロン 
富山県 

高岡市 

社会資本整備総合交付金空き家再生等推進事業 

博労町まちかど 
サロン 

Point! 

概要 １ 

http://machikado-salon.mystrikingly.com/ 

改修前 
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●内訳 
総事業費 19.2 百万円 

収入金 支出金 
・交付申請額 10.0 百万円 ・不動産購入費 3.6 百万円 
・自治会積立金 5.0 百万円 ・改修工事費 13.2 百万円 

・自治会徴収金 4.2 百万円 ・設計・監理費 1.4 百万円 
   ・備品購入 1.0 百万円 
合計 19.2 百万円 合計 19.2 百万円 

事業収支 ２ 

富山県高岡市都市創造部都市計画課（都市再生係） Tel：0766-20-1409 

●平成 30 年度（Ｈ30.4.1～12.31）利用状況 157 回 

●地域の集いの場として多世代の交流を促し、地区内のコミュニティの維持・強化を期待 

●全国的に人口減少や空き家の増加が問題になっている中で、博労町も同様の課題を抱えていた
ため、このような状況を食い止め、活力のある博労町を次の世代に引き継ぐために、博労町の
志を中心としたプロジェクトチームが立ち上がり、戸出往来沿いの空き家を改修し、新たな地
域の集いの場を作ることを計画しました。 
●2015 年 10 月のサロンプロジェクト発足以降、毎月 1 回程度、まちかどサロン改修の検討会
議を繰り返し行いました。まず、空間コンセプトの検討を行い、実際の空間配置や設備など、
具体的な話し合いを進めました。サロンプロジェクトメンバー以外の住民の方々には、子育て 
世代、女性グループ、老人会など、グループ毎に検
討会議に参加して頂き、必要な設備や行ってみたい
イベントなど様々なご意見を頂きました。 
●ワークショップの企画・運営は、宅建協会・東京工
業大学真野研究室などにより構成されている高岡市
空き家活用推進協議会や建築家などによるサポート
チームが支援し、高岡市とも連携して実施しまし
た。 

取組の効果 ５ 

今後の課題・展望 ６ 

経緯 ３ 

取組の内容 ４ 

平成 29 年 

 5 月 地縁団体認可手続き 地縁団体認可通知 事業補助金申請手続き 
 6 月 補助金交付決定通知 
 7 月 空き家所有者との契約締結：高岡市空き家活用推進協議会および司法

書士の立ち会い 
 9 月 博労町まちかどサロン建設協力金のお願い：執行部・博労町まちかど

サロンプロジェクトチームによるお願い 
 9 月 設計・監理契約締結:LLC 住まい・まちづくりデザインワークス 
11 月 工事請負契約締結:菅原工務店 工事着工 

平成 30 年  3 月 竣工 
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【位置図】 

400m 

にぎわいの里 
ののいち 
「カミーノ」 

①ヒト・モノの交流によりにぎわい創出を目指す官民連携のパブリックスペース 
②野々市の歴史が刻み込まれた地でＰＦＩ手法を用いて新たな魅力を創出・発信 

公共棟（ＰＦＩ）と民間棟（定期借地）で構成する複合施設を整備 

①所 在 地：石川県野々市市本町二丁目１番 20 号、21 号 
②敷地面積：7,745.1 ㎡ 
③延床面積：［公共棟］3,060.2 ㎡（地上 3階） 

※駐輪場等含む 
［民間棟］296.9 ㎡（平屋） 

④事業期間：平成 25～31 年度 
⑤施 行 者：野々市中央まちづくり株式会社 
⑥総事業費：約 3,239 百万円（内補助金等 1,302 百万円） 
⑦施設概要：［公共棟］ 

野々市市中央（野々市）公民館 約 2,590 ㎡ 
野々市市民活動センター 約 430 ㎡ 
［民間棟］1の 1NONOICHI 

⑧管理運営：［公共棟］施設管理：太平ビルサービス㈱・
㈱アイビックス北陸 
施設運営：野々市市（直営） 
［民間棟］施設管理・運営：大和リース㈱ 

建物外観 

事例 

44 

商業施設、公共公益施設 

にぎわいの里ののいち「カミーノ」 
石川県 

野々市市 

都市再生整備計画＜都市再構築戦略事業＞ 

Point! 

概要 １ 

施設の概要 https://www.city.nonoichi.lg.jp/site/camino/ 
1 の 1NONOICHI URL: http://www.1no1nonoichi.com/ 

公共棟 

民間棟 
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●内訳 
総事業費 3,239 百万円 

収入金 支出金 
・補助金 
（都市再構築戦略事業） 1,302 百万円 

・用地費・補償費 1,115 百万円 
・土地整備費 313 百万円 

・市費 1,752 百万円 ・施設整備費 1,626 百万円 
・市費（分割払い） 185 百万円 ・開業準備費 185 百万円 
合計 3,239 百万円 合計 3,239 百万円 

事業収支 ２ 

石川県野々市市中央地区整備事業対策室 Tel：076-227-6012 E-mail：central_nonoichi@city.nonoichi.lg.jp 

●新たな拠点の完成を契機に、既存生涯学習イベントへの参加団体が従来比約 1.5 倍に増加 
●多機能の複合化により、子育て世代の増加などこれまで以上に様々な世代の市民が来訪・滞在 

平成 26 年  ３月 「野々市中央地区土地利用構想」を策定・公表 
12 月 PFI 方式による事業実施を決定（特定事業の選定）※PFI 法第７条による 

平成 27 年  ９月 事業契約の締結（野々市中央まちづくり株式会社） 
平成 28 年  ８月 基本設計 
平成 29 年  ８月 実施設計    11 月 既存施設の解体工事着工 

平成 30 年 
 ２月 建設工事着工（公共棟） 
 ９月 施設名称を「にぎわいの里ののいち」、愛称を「カミーノ」に決定 
11 月 建設工事着工（民間棟） 

平成 31 年  ３月 建設工事完了  ４月 開館 

●野々市市の新たなランドマークとして、開館時に大いに集めた注目や客足を各種講座やイベン
トの力で継続的に引き付けるとともに、「学びの杜ののいち カレード」と一体となってその
効果を旧北国街道をはじめとするエリアに波及させるような様々な取り組みを進める。 

取組の効果 ５ 

今後の課題・展望 ６ 

経緯 ３ 

取組の内容 ４ 

●当該地周辺は、かつては北国街道の宿場町としてにぎわい、役場庁舎が立地するなど永くまち
の中心として栄えてきましたが、大型商業施設の撤退（平成 13 年 2 月）や新庁舎の完成・移
転（平成 17 年１月）に伴い活力が低下していました。旧庁舎建物を部分的に改装した「市立
図書館」や社会教育の拠点である「中央公民館」も立地していましたが、両施設とも設備の老
朽化やバリアフリー化の未達成など、市民ニーズに応えているとは言えない状況でした。 
●老朽化した市立図書館の移転整備と併せて、“ヒト・モノの交流によるにぎわい創出”をテーマ
に野々市市の魅力を創出・発信する商業機能を備え、公民館機能を中心として老若男女を問わ
ず交流・活動できる複合施設を当該地で新たに整備することとなりました。 
●財政負担の軽減を図るとともに、より効率的かつ効果的に事業を実施するために民間活力の導
入を前提として事業手法を検討し、公民連携の手法として「ＰＦＩ方式」を採用しました。 
●独立採算方式の商業施設について、当初は公民館機能などの公共施設との合築整備を想定して
いましたが、投資リスクを軽減する観点から事業者提案によりそれぞれを別棟で建設すること
とし、商業施設用地について市と事業者との間で市有地の貸付契約を締結しました。 
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－北陸管外事例－ リノベーション事業者の取組 

◆株式会社 リビタ（東京都） 
 
 
 
●住宅事業から、少しずつコミュニティを軸に事業展開 
・古い建物を活用していくには、内装などハードをきれいにしただけでは再生できませ
ん。使われ方が時代に合っていないことや、ユーザーニーズに応えられていないといっ
た理由があるので、ソフト的な部分をどのようにリノベーションしていくかというとこ
ろに着目しています。 

・ハードのネックをどうしたら価値に転換できるか、ハードだけで勝負をせずに違う魅力
を付けていくところが、私たちが「コミュニティ」「シェア」を有効なキーワードだと
思ってやっている理由です。 

●リノベーションだからできること。「これがいい」を目指す 
・戸建リノベーション事業「HOWS ReNOVATION」では、
取り壊して分割できないような広さの土地に建つ戸建て
などを取得し、新築が供給できない土地の広さや建物の
広さ、仕様の商品を提供しています。 

・「R100 TOKYO シリーズ（東京都）」は、新築の価格が高騰 
し、買いやすい価格で抑えるため専有面積を圧縮していく傾向の中で、緑豊かで良好な邸
宅地に建つ希少性の高い 100 ㎡超のマンションを供給し、新築には提供できない商品の
魅力で勝負しています。 

●一つの物件の付加価値を上げることで、波及効果を生みエリア全体の価値を高める 
・「HATCHi（金沢市）」は、「まちに開かれたシェアスペー
ス」を持つホテル。地域の魅力を発信する活動を行う
方々と連携してイベントを実施するなど、活動の拠点と
なっています。また、周辺の一棟貸し町家の鍵の受け渡
しなども始まっています。 

・「一棟丸ごとリノベーション」では、外観が変わり、建物の
安全性も確認でき、ユーザーの意識の変化によって事業者
自体も気づき、リノベーションのマーケットが広がって
いく流れをつくってきました。 

・「BUKATSUDO（横浜市）」では、レンタルスペースでのイベントや講座の実施が呼び水に
なり、レンタルスペースやワークラウンジの利用につながっています。イベントの参加
者が、レンタルスペースを借りてイベントを実施するなど、いい循環がでてきています。 

▲R100 TOKYOシリーズ 

▲シェア型複合ホテル「HATCHi」 

≪企業概要≫ 
・リノベーション専門会社として 2005 年（平成 17 年）設立。リノベーションとハビタ（「住まい」と
いう意味）の二つの言葉を掛け合わせて「リビタ」。 
・企業寮や社宅、賃貸マンションを対象とした一棟丸ごとリノベーション分譲からスタート。区分マンシ
ョンリノベーション分譲、リノベーションフルサポートサービス『リノサポ』、戸建てリノベーショ
ン、シェア型賃貸住宅『シェアプレイス』、コンサルティング、PM サブリース事業を展開。企画、設
計、販売をマネジメント、コンサルティングを実施。 

（Ｈ28.12.19 ヒアリング調査より） 

ハードの再生に留まらず、ソフトを入れ込みリノベーション Point! 
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◆吉原住宅 有限会社/株式会社 スペースＲデザイン（福岡市） 
 
 
 
●ビルオーナーの意識を変える 
・山王マンションや冷泉荘、新高砂マンションなどのリノベーションにより、ビルオーナ
ーとしてのノウハウや苦労が蓄積され、ビルオーナーの悩みや要望がわかり、的確なア
ドバイスが可能となりました。現在は、ビルオーナー向けの個別相談のコンサルタント
や教室・カレッジの開講、オーナーとの井戸端ミーティングなどを実施しています。 

・リノベーション賃貸住宅は、単なる修繕・改修などのリ
フォームではないため、世の中に無いものを生み出し、
価値が高まり家賃が高くなります。築 100 年が狙える物
件であれば、３代に渡って資産を維持することができる
ため、家賃収入、修繕積立など 100 年での利回りを考え
ることが重要です。 

・リノベーションに踏み切ったビルオーナーは、物件収入
が安定してくると、まちづくりやエリアの価値を高める
活動を始める方が多く、まちの再生が自然発生的におこ
ります。 

●リノベーションから賃貸市場を面白くする 
・カタログ型不動産サイトを運営し、物件に対する想いや
物語を伝え、責任を持って多くの入居者・入居希望者へ
発信しており、現在は SNS やフライヤー、イベント、口
コミでファンを作り顧客を広げています。 

・大牟田市のシャッター商店街を再生させるため、まちづ
くり会社「ビンテージのまち株式会社」を立ち上げ、
「大牟田ビンテージプロジェクト」を展開しているほ
か、「NPO 法人福岡ビルストック研究会」を立ち上げ、
不動産を介したまちづくりネットワークを構築・拡充す
ることで、老朽ビルのリノベーションから賃貸市場や賃
貸事業を面白くしたいと考えています。 

▲「リノベーションミュージアム冷泉荘」 

▲冷泉荘内の工房・オフィス 

▲大牟田市ビンテージプロジェクト 

ビンテージビルに新たな付加価値をつける Point! 

（Ｈ28.12.21 ヒアリング調査より） 

≪企業概要≫ 
・自社ビル（当時、築 34 年の山王マンション）再生を機に、不動産コンサルティング会社(株)スペースＲ
デザインを設立。経営コンサル、マーケティング企画、設計デザイン、工事監理、プロモーション、ブ
ランディング・仲介、コミュニティ型ビル管理、ビンテージビル文化啓発をワンストップで提供。 
・株式会社スペース R デザインは、４棟の持ちビルを実験的に活用したリノベーションを実施し、ビンテ
ージビルの再生プロデュース会社。ノウハウが蓄積。 



2‐126 

 －北陸管外事例－ ランド・バンク事業 

◆NPO法人つるおかランド・バンク（鶴岡市） 
 
 
 
●ランド・バンク事業のここが肝！ 
・ランド・バンク事業は、問題ある物件を解決へ
導きます。その中には、低廉売却での売買にな
り、仲介手数料がわずかしかもらえない物件が
あります。 

・物件調査から契約書や重要事項説明書の作成な
どのかかる費用や活動に対して仲介手数料だけ
で赤字にならないように、それ以上の対価が業
者に対し、『コーディネート活動支援助成金』と 
して『ランド・バンクファンド』から補填されます。 

・民間業者にとって、そんなに大きな儲けではありませんが、プロとして街づくりに貢献
できることや公益性の面からも、大変協力していただいています。 

・利益追求を主目的としてない企業、民間の発想力がないと成立しない手法なので、事業
実施にあたっては、NPO 法人の存在は大きく、行政や民間の単独では取り組みにくく、
まさに官民連携でまちなかの再生を図るモデルです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●事業化や法人設立の経緯 
・H23 鶴岡市住生活基本計画における課題の一つに空き家対策を掲げ、「空き家、狭小宅
地、狭隘道路を一体に捉え、土地を再編する手法」について、宅建業を本業とする阿部
俊夫さんを会長としてランド・バンク研究会を発足し、現場の声を入れて社会実験を実
施しました。 

・その後、NPO 法人を設立、事業推進にあたっては宅建協会で協力していこうということ
になっていますが、まちづくり、公益性の観点で賛同して頂いている業者もいます。こ
れまで、13 件の事業を実施しましたが、現在進行中のものもあり、まちなか再生に大き
な可能性を秘めた手法です。 

▲ランド・バンクファンドのしくみ 

▲ファンドスキーム 

空き家・空き地・狭隘道路を一体的に解消 Point! 
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●官民の役割分担があるから進めていける！ 
・市には、個人情報の調査（固定資産税の情報）、空き家実態調査（所有者アンケー
ト）、空き家相談会の開催による物件の掘り起こし、所有者の意識啓発などを行っても
らっています。 

・実際に、市の窓口に相談に来る人は約 70 人/年ほどいますが、そのままでは売れないこ
とを理解してくれない、または理解できない人も多くいるのが実情です。 

・NPO は、地区担当者を町会単位で決めて、説明会を実施するなどきめ細かな対応を市へ
要望しながら協働で進めています。 

●元気なまちにしていく！ 

・ランド・バンク事業によって、居住者の生活のし
かたまで踏み込んで仲介することで、親と子の「近
居」を実現する等も考え、昔からのコミュニティの
維持にも寄与することで、本来の目的である元気な
まちができていくとも考えています。 

●現行の法制度では空き家は解消しない！ 
・NPO 法人つるおかランド・バンク理事長の阿部さ
んは、宅建業を本業としながら、鶴岡市のまちな
かの空き家問題に精通し、小さな成功体験を積み
重ねて、その手法を他の地域でも応用できるよう
に体系化したいと考えています。 

・相続等の権利関係や接道問題などがあり、そこで
時間がかかり、事業推進上のネックになっている
のが現状です。こうしたことから、「権利移動を
簡単にする」「抵当権を抹消できないか」など、
不動産のプロらしい独自の視点で、行政に対して
解決策を提案しています。 

・国土交通省や関連する研究所をはじめとした多く
の団体が阿部さんを訪れており、今後、『アベタ
システム』として全国に発信したいとの意気込み
です。 

▲ランド・バンク事業の一例 

（Ｈ28.12.15 ヒアリング調査より） 

≪団体概要≫ 
・つるおかランド・バンクは、中心市街地の空洞化をおこしている密集住宅地を活性化させ、元気なまち
にしていくことが目的。 
・その実現手法として、空き家・空き地・狭隘道路を一体の問題として捉え、不動産を動かすときに、所
有者などのステークホルダーから協力を頂き問題を解決し生活しやすい環境にするため、小規模ではあ
るが、それを連鎖させて再生。こうした手法に取り組むのが、不動産に関わる有資格者の専門家が集合
して対応する『プロボノ』のNPO法人。 
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３．まちなか再生・まちなか居住に係る制度・事業 
３－１主に活用されている国土交通省所管の制度・事業 

（１）都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の概要 

（平成 26 年８月１日施行） 

我が国の都市における今後のまちづくりは、人口の急激な減少と高齢化を

背景として、高齢者や子育て世代にとって、安心できる健康で快適な生活環

境を実現すること、財政面及び経済面において持続可能な都市経営を可能と

することが大きな課題です。 

こうした中、医療・福祉施設、商業施設や住居等がまとまって立地し、高

齢者をはじめとする住民が公共交通によりこれらの生活利便施設等にアクセ

スできるなど、福祉や交通なども含めて都市全体の構造を見直し、『コンパ

クトシティ・プラス・ネットワーク』の考えで進めていくことが重要です。 

そこで、行政と住民や民間事業者が一体となってコンパクトなまちづくり

に取組んでいくため、都市再生特別措置法が改正されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の概要 

出典：国土交通省ＨＰ 
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＜現在活用されている制度＞ 

   

№ 事業名 概要 事例 

1 都市再生整備計画
事業（旧まちづく
り交付金） 
 

地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あふれるま
ちづくりを実施し、全国の都市の再生を効率的に推進することに
より、地域住民の生活の質の向上と地域経済・社会の活性化を図
ることを目的とする。 

国土交通省都市局HP 
http://www.mlit.go.jp/toshi/crd_machi_tk_000013.html 

事例 4 
事例 11 
事例 12 
事例 13 
事例 24 
事例 25 

2-1 都市再生整備計画
事業 
都市再構築戦略事
業【人口密度維持
タイプ】 

拡大した市街地において、人口密度の低下や高齢者の急増により
都市の生活や企業活動を支える機能（医療・福祉・子育て支援・
教育文化）の維持が困難となるおそれがある中、まちの拠点とな
るエリアへ医療等の都市機能を導入し、まちの活力の維持・増
進、持続可能な都市構造への再構築の実現を図ることを目的とす
る。 

国土交通省都市局HP 
http://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/toshi_urbanmainte_tk_000029.h
tml 

事例 1 
事例 10 
事例 14 
事例 23 

2-2 都市再生整備計画
事業 
都市再構築戦略事
業【高齢社会対応
タイプ】 

高齢社会における社会保障費の節減を進めるため、高齢者が自ら
公共交通を活用し、歩いて通うことが可能な施設を駅等に近接し
て適切に配置することにより、高齢者の健康増進・介護予防の推
進を図ることを目的とする。 

国土交通省都市局HP 
http://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/toshi_urbanmainte_tk_000029.h
tml 

 

3 暮らし・にぎわい
再生事業 

中心市街地の再生を図るため、内閣総理大臣による中心市街地活性
化基本計画の認定を受けた地区について、都市機能のまちなか立
地、空きビル再生、多目的広場等の整備等を総合的に支援すること
により、まちなかに公共公益施設等の都市機能等の導入を図る。 

国土交通省HP 2018（Ｈ30年度）中心市街地活性化ハンドブック 
http://www.mlit.go.jp/crd/index/handbook/index.html 

事例 6 
事例 8 
事例 9 
事例 16 
事例 31 
事例 32 

4 市街地再開発事業 空洞化が進行する中心市街地において、土地の合理的かつ健全な
高度利用と都市機能の更新を図るとともに、活力ある経済活動の
基盤となる市街地への再生・再構築を促進するため、街なか再生
の実現に資する市街地再開発事業に係る施設建築物の整備等に対
して支援を行う。 

国土交通省HP 2018（Ｈ30年度）中心市街地活性化ハンドブック 
http://www.mlit.go.jp/crd/index/handbook/index.html 

事例 14 
事例 15 
事例 18 
事例 19 
事例 22 
事例 28 
事例 29 
事例 30 
事例 33 
事例 35 

5 優良建築物等整備
事業 

市街地の環境の整備改善、良好な市街地住宅の供給等に資するた
め、土地の利用の共同化、高度化等に寄与する優良建築物等の整
備を国が支援することで、公共の福祉に寄与することを目的とす
る。 

国土交通省HP 
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk5_0
00080.html 

事例 27 
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№ 事業名 概要 事例 

6-1 住宅市街地総合整
備事業（拠点開発
型・街なか居住
型） 

既成市街地において、快適な居住環境の創出、都市機能の更新、
街なか居住の推進等を図るため、住宅市街地の再生・整備を総合
的に行う。 

国土交通省HP 
https://www.mlit.go.jp/common/001016909.pdf 

事例 34 
事例 36 
事例 37 
 

6-2 住宅市街地総合整
備事業（密集住宅
市街地整備型） 

密集住宅市街地において、老朽住宅等の建替えと公共施設の整備
を促進し、住環境改善、防災性の向上等を図るため、住宅市街地
の再生・整備を総合的に行う。 

国土交通省HP 
https://www.mlit.go.jp/common/001017214.pdf 

 

7 街なみ環境整備事
業 

住環境の整備改善を必要とする区域において、地方公共団体及び
街づくり協定を結んだ住民が協力して、住宅、地区施設等の整備
改善を行うことにより、ゆとりとうるおいのある住宅地区を形成
するための支援を行う。 

国土交通省HP 2018（Ｈ30年度）中心市街地活性化ハンドブック 
http://www.mlit.go.jp/crd/index/handbook/index.html 

事例 21 

8 都市再生区画整理
事業 

空洞化が進行する中心市街地や、防災上危険な密集市街地など都
市基盤が脆弱で整備の必要な既成市街地等において、都市基盤の
整備と併せて街区の再編を行う土地区画整理事業に対して助成を
行うことにより、土地の有効利用を促進するとともに、安全・安
心で快適に暮らすことができ、活力ある経済活動の基盤となる市
街地への再生・再構築を支援する制度。 

国土交通省HP 2018（Ｈ30年度）中心市街地活性化ハンドブック 
http://www.mlit.go.jp/crd/index/handbook/index.html 

 

9 都市機能立地支援
事業 

まちの活力の維持・増進（都市再生）や持続可能な集約型都市構
造への再構築に資する、まちの拠点となるエリアにおいて、医
療・社会福祉等の都市機能を整備する民間事業者に対し、市町村
が公的不動産を安価で賃借させる場合等に対して支援を行う。 

国土交通省HP 都市機能立地支援事業パンフレット 
http://www.mlit.go.jp/common/001247553.pdf 

事例 26 

10 集約都市（コンパ
クトシティ）形成
支援事業 

コンパクトなまちづくりを推進するため、立地適正化計画の計画
策定や、医療、福祉施設等の集約地域への移転促進、移転跡地の
都市的土地利用からの転換等に対する支援を行う。 

国土交通省都市局HP 
http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_machi_tk_000054.html 

 

11 道路事業（街路） 都市内交通の円滑化や市街地の形成等を図る街路等の整備に対し
て支援を行う。 

国土交通省HP 2018（Ｈ30年度）中心市街地活性化ハンドブック 
http://www.mlit.go.jp/crd/index/handbook/index.html 

 

12 地域公共交通活性
化・再生総合事業 

地域公共交通活性化・再生法の目的を達成するため、同法を活用
し、地域の多様なニーズに応えるために鉄道、コミュニティバ
ス・乗合タクシー、旅客船等の多様な事業に取り組む地域の協議
会に対し、パッケージで一括支援する柔軟な制度を新たに設ける
ことにより、地域の創意工夫ある自主的な取組みを促進する。 

国土交通省HP 
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_00000
4.html 
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＜過去に活用されてきた制度＞ 

№ 事業名 概要 事例 

13 都市・地域交通戦
略推進事業（旧都
市交通システム整
備事業） 

都市交通の円滑化を図るとともに、都市施設整備や土地利用の再
編による都市再生を推進するため、徒歩、自転車、自動車、公共
交通など多様なモードの連携が図られた、自由通路、地下街、駐
車場等の公共空間や公共交通からなる都市の交通システムの整備
に対して支援を行う。 

国土交通省HP 
http://www.mlit.go.jp/crd/index/government/pdf/toshichiikikoutuu.pdf 

 

№ 事業名 概要 事例 

 都市再生整備計画
事業 
地方都市リノベー
ション事業 
  ↓ 
内容を拡充し、都
市再構築戦略事業
に改称 

地方都市の既成市街地等において、既存ストックの有効活用を図
りつつ、持続可能な都市構造への再構築を図るため、地域の生活
に必要な都市機能（医療・福祉、商業等）の整備・維持を重点的
かつ集中的に支援することにより、地域の中心拠点・生活拠点の
形成を推進し、地域の活性化を図ることを目的とする。 

国土交通省都市局HP 
http://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/toshi_urbanmainte_tk_0
00008.html 

事例 2 
事例 3 
事例 6 
事例 7 
事例 31 
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地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あふれるまちづくり 

１.都市再生整備計画事業（旧まちづくり交付金） 

１．概要 

２．交付対象 

都市再⽣特別措置法第４６条第１項に基づき、市町村が都市再⽣整備計画を作成し、都市再⽣
整備計画に基づき実施される事業等の費⽤に充当するために交付⾦を交付。 
平成１６年度に、「まちづくり交付⾦」制度として創設。 
平成２２年度からは、社会資本整備総合交付⾦に統合され、同交付⾦の基幹事業である都市再
⽣整備計画事業として位置付け。 
●都市再⽣整備計画の作成 

市町村は地域の特性を踏まえ、まちづくりの⽬標（注１）と⽬標を実現するために実施す
る各種事業等を記載した都市再⽣整備計画を作成。 

●交付⾦の交付 
交付⾦を年度ごとに交付。 

●事後評価 
交付期間終了時、市町村は、⽬標の達成状況等に関する事後評価（注２）を実施し、その

結果を公表。 
（注１）まちづくりの⽬標の設定︓まちづくりの⽬標とその達成状況を評価する指標を設定 

例）⽬標︓駅周辺の賑わいを再⽣する        
指標︓来街者数､居住者数（可能な限り数値化を図る）等 

（注２）数値化された指標の達成状況を評価 

都市再⽣整備計画に位置付けられたまちづくりに必要な幅広い施設等を対象。 
・道路、公園、下⽔道、河川、多⽬的広場、修景施設、地域交流センター、⼟地区画整理事

業、市街地再開発事業 等 
・地域優良賃貸住宅、公営住宅、住宅地区改良事業 等 
・市町村の提案に基づく事業 
・各種調査や社会実験等のソフト事業 

３．交付期間 

概ね3〜5年 

４．国費率 

事業費に対して概ね４割（交付⾦の額は⼀定の算定⽅法により算出） 
※⽴地適正化計画等の国として特に推進すべき施策に関する⼀定の要件を満たす地区につい

ては、交付率の上限を４５％（通常４０％）として重点的に⽀援。 

出典︓国⼟交通省都市局HP 
http://www.mlit.go.jp/toshi/crd_machi_tk_000013.html 
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まちの活力の維持・増進、持続可能な都市構造への再構築 

2-1.都市再生整備計画事業 都市再構築戦略事業【人口密度維持タイプ】 

都市再構築戦略事業として実施するためには、以下の区域要件を満たす区域内において、誘導
施設（２．交付対象事業を参照）の整備を⾏い、都市再⽣整備計画及び都市再⽣法第81条第1項
に規定する⽴地適正化計画（以下、⽴地適正化計画）を作成することが必要である。 
●区域要件 
＜中⼼拠点誘導施設を整備できる区域（中⼼拠点区域）＞ 

・国勢調査の結果に基づく⼈⼝集中地区内（今後、直近の国勢調査の結果に基づく⼈⼝集中
地区に含まれると⾒込まれる区域を含む。） 

・鉄道・地下鉄駅（ピーク時運⾏本数（⽚道）が３本以上）から半径１ｋｍの範囲内⼜はバ
ス・軌道の停留所・停⾞場（ピーク時運⾏本数（⽚道）が３本以上）から半径５００ｍの
範囲内 

・公共⽤地率１５％以上の地域内（今後、公共⽤地率が１５％以上となることが確実である
地域を含む。） 

＜連携⽣活拠点誘導施設を整備できる区域（連携⽣活拠点区域）＞ 
・複数市町村が連携して作成した⽴地適正化計画（※）に定められた都市機能誘導区域内 
（※）複数市町村が共同で作成した「広域的な⽴地適正化の⽅針(居住誘導区域・都市機能誘

導区域の概ねの配置、誘導する都市機能増進施設に関する⽅針、市町村間の連携及び役割
分担に関する⽅針を記載)」に基づく⽴地適正化計画をいう 

・中⼼拠点区域に接続する鉄道・地下鉄駅（ピーク時間運⾏本数が⽚道で１時間当たり３本
以上あるものに限る。）から半径１ｋｍの範囲内⼜はバス・軌道の停留所・停⾞場（ピー
ク時間運⾏本数が⽚道で１時間当たり３本以上あるものに限る。）から半径５００mの範
囲内 

・中⼼拠点区域の中⼼から半径３０kmの範囲内 
・市街化区域内、⼜は区域区分が定められていない都市計画区域において設定される⽤途地

域内 
＜⽣活拠点誘導施設を整備できる区域（⽣活拠点区域）＞ 

・中⼼拠点区域に接続するバス・鉄軌道の停留所・停⾞場から半径１００ｍの範囲内 
・中⼼拠点区域の中⼼から半径５ｋｍの範囲内 
・市街化区域内、⼜は区域区分が定められていない都市計画区域において設定される⽤途地域内 

●⽴地適正化計画に記載する事項 
・都市再⽣法第８１条第２項第1号に規定する⽅針 
・都市再⽣法第８１条第２項第２号に規定する区域及び事項 
・都市再⽣法第８１条第２項第３号に規定する区域及び事項 
・都市機能の拡散防⽌のための公的不動産の活⽤の考え⽅ 

中⼼拠点区域、連携⽣活拠点区域及び⽣活拠点区域内において実施する中⼼拠点誘導施設、連
携⽣活拠点誘導施設及び⽣活拠点誘導施設に加え、⽬標達成に必要な従来の都市再⽣整備計画
事業の交付対象事業。ただし、都市再構築戦略事業を実施する場合は提案事業は交付対象とし
ない。 
●中⼼拠点誘導施設（医療施設、社会福祉施設、教育⽂化施設、⼦育て⽀援施設）※ 
●連携⽣活拠点区域（医療施設、地域交流センター、社会福祉施設）※ 
●⽣活拠点誘導施設（医療施設、地域交流センター）※ 

※⺠間事業者による間接交付事業として実施する場合は、交付対象事業の範囲が⼀部限定され
るとともに、⼀定条件の下で⺠間事業者負担の軽減措置がある。 

※詳細については、要綱等を参照 

都市再⽣整備計画に位置付けられた事業の実施に必要な事業費の５０％ 

１．概要 

２．交付対象事業 

３．交付金の交付限度額の算定 

出典︓国⼟交通省都市局HP 
http://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/toshi_urbanmainte_tk_000029.html 

交付対象、交付期間等については従来の都市再⽣整備計画事業の取扱いと同じである。 
４．その他 
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高齢者の健康増進・介護予防の推進 

2-2.都市再生整備計画事業 都市再構築戦略事業【高齢社会対応タイプ】 

都市再構築戦略事業として実施するためには、以下の区域要件を満たす区域内において、⾼齢
者交流拠点誘導施設（２．交付対象事業を参照）の整備を⾏い、都市再⽣整備計画及び⽴地適
正化計画を作成することが必要である。 
●区域要件 
＜⾼齢者交流拠点誘導施設を整備できる区域（⾼齢者交流拠点区域）＞ 

・⾼齢者（６５歳以上の⾼齢者）密度が４０⼈／ｈａ以上であること（直近の国勢調査の結
果に基づく⾼齢者密度を対象とし、今後、直近の国勢調査の結果において⾼齢者密度が４
０⼈／ｈａ以上となることが⾒込まれる区域を含む。） 

・バス・鉄軌道の停留所・停⾞場から半径１００ｍの範囲内 
・公共⽤地率１５％以上の地域内（今後、公共⽤地率が１５％以上となることが確実である

地域を含む。） 
●⽴地適正化計画に記載する事項 

・都市再⽣法第８１条第２項第1号に規定する⽅針 
・都市再⽣法第８１条第２項第２号に規定する区域及び事項 
・都市再⽣法第８１条第２項第３号に規定する区域及び事項 
・都市機能の拡散防⽌のための公的不動産の活⽤の考え⽅ 

⾼齢者交流拠点区域内において実施する⾼齢者交流拠点誘導施設に加え、⽬標達成に必要な従
来の都市再⽣整備計画事業の交付対象事業。ただし、都市再構築戦略事業を実施する場合は提
案事業は交付対象としない。 
●⾼齢者交流拠点誘導施設 
（⾼齢者の相互交流や健康増進、⽣きがい活動を⽬的とした⾼齢者が交流する施設） 

都市再⽣整備計画に位置付けられた事業の実施に必要な事業費の４０％ 

１．概要 

２．交付対象事業 

３．交付金の交付限度額の算定 

出典︓国⼟交通省都市局HP 
http://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/toshi_urbanmainte_tk_000029.html 

交付対象、交付期間等については従来の都市再⽣整備計画事業の取扱いと同じである。 
４．その他 
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中心市街地の再生 

３.暮らし・にぎわい再生事業 

地⽅公共団体、独⽴⾏政法⼈都市再⽣機構※、中⼼市街地活性化協議会※、⺠間事業者 等 
※個別補助⾦による⽀援 

・基本計画の認定を受けた地区であること。 
・当該⽀援策を活⽤して整備する都市機能導⼊施設に、認定基本計画に位置付けられた公益施

設が含まれていること等。 
・対象施設 

認定基本計画の区域内において作成された、暮らし・にぎわい再⽣事業計画の区域内に存
し、地階を除く階数が原則として３階以上であること等。 

・都市機能まちなか⽴地⽀援（調査設計計画費、⼟地整備費、まちなか⽴地に伴い追加的に必
要となる施設整備費、賑わい交流施設整備費、供給処理施設整備・空地整備費、施設購⼊費
（賑わい交流施設、施設内通⾏部分等）等） 

・空きビル再⽣⽀援（調査設計計画費、改修⼯事費、共同施設整備費、賑わい交流施設整備
費、施設購⼊費（賑わい交流施設、施設内通⾏部分等）） 

・賑わい空間施設整備（調査設計計画費、建築物除却費、公開空地整備費、施設購⼊費） 
・計画コーディネート⽀援（再⽣事業計画の作成に要する費⽤、コーディネート業務に要する

費⽤） 
・関連空間施設整備（駐⾞場の整備費、緑化施設等の整備費、施設購⼊費等） 

１／３。ただし、都市機能まちなか⽴地⽀援及び空きビル再⽣⽀援については、⼀定の要件を
満たす場合、１／１５加算。 

１．支援対象 

２．支援を受けるための要件 

３．交付対象事業 

４．交付率 

出典︓国⼟交通省HP 2018（Ｈ30年度）中⼼市街地活性化ハンドブック 
http://www.mlit.go.jp/crd/index/handbook/index.html 
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土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新とを図るとともに、活力ある経済活動の基盤となる
市街地への再生・再構築を促進 

４.市街地再開発事業 

・既に都市計画決定がなされた地区⼜は採択年度内に都市計画決定がなされることが確実と⾒
込まれる地区において⾏われるもの。 

・再開発促進地区、都市機能誘導区域内等において⾏われる事業であること。 
・施⾏区域が原則として5,000㎡以上であること（住宅局所管の市街地再開発組合及び再開発会

社が施⾏者である事業の場合。）等 

地⽅公共団体、市街地再開発組合等 

調査設計計画費、⼟地整備費、共同施設整備費、防災性能強化費等 

1/3（市街地再開発組合等に対しては、国1/3、地⽅公共団体1/3） 
※上記のほか、都市計画道路等の整備に要する費⽤に対する交付（公共施設管理者負担⾦に

対する交付⾦、交付率1/2 等。）がある。 

１．支援対象 

２．支援を受けるための要件 

４．交付率 

３．交付対象経費 

出典︓国⼟交通省HP 2018（Ｈ30年度）中⼼市街地活性化ハンドブック 
http://www.mlit.go.jp/crd/index/handbook/index.html 
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市街地の環境の整備改善、良好な市街地住宅の供給等 

５.優良建築物等整備事業 

三⼤都市圏の既成市街地等、近郊整備地帯等、都市開発区域、地⽅拠点都市地域、中⼼市街地
活性化基本計画区域、都市機能誘導区域内の中⼼拠点区域⼜は⽣活拠点区域 等 

２．対象地域 

３．事業タイプ 

４．交付対象 

５．国費率 

地⽅公共団体、独⽴⾏政法⼈都市再⽣機構※、地⽅住宅供給公社、⺠間事業者等 
※個別補助⾦で⽀援 

①優良再開発型 
ａ．共同化タイプ 住宅等の地権者が敷地の共同化を⾏い建築物を整備する事業（任意の再開

発） 
ｂ．市街地環境形成タイプ 地区計画・建築協定の区域内で協調的な建築物を整備する事業等 
ｃ．マンション建替タイプ 区分所有者による⽼朽化したマンションの建替を⾏う事業 

②市街地住宅供給型 
ａ．中⼼市街地共同住宅供給タイプ 中⼼市街地における優良な共同住宅の供給を⾏う事業 

③既存ストック再⽣型 
既存建築物ストックのバリアフリー性能、省エネ性能等の向上のための改修を⾏う事業 

④都市再構築型 
ａ．⼈⼝密度維持タイプ まちの拠点となるエリアに医療等の施設を整備する事業 
ｂ．⾼齢社会対応タイプ 駅等に近接した⾼齢者が交流する施設を整備する事業 

⑤複数棟改修型 
⼀定のエリア内で市街地環境の形成に寄与する改修と併せて⾏われる複数の建築物ストック
の改修を⾏う事業 

・調査設計計画 
・⼟地整備（除去費等） 
・共同施設整備（共⽤通⾏部分、空地等の整備） 
※都市再構築型の場合、上記に加え、⼀定の⽤地取得費及び誘導施設にかかる専有部整備費も

補助対象となる。 

1/3（地⽅公共団体1/3、⺠間事業者等1/3 等） 

１．対象者 

出典︓国⼟交通省HP 
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk5_000080.html 
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快適な居住環境の創出、都市機能の更新等 

６-１.住宅市街地総合整備事業（拠点開発型・街なか居住型） 

【整備地区の要件】 
・重点整備地区を⼀つ以上含む地区 
・整備地区の⾯積が概ね５ha 以上（重点供給地域は概ね２ha 以上） 
・原則として住宅⼾数密度が30 ⼾/ha 以上の地区 

【重点整備地区の要件】 
・重点整備地区の⾯積が概ね１ha 以上（重点供給地域は概ね0.5ha 以上） 
・三⼤都市圏の既成市街地、重点供給地域、県庁所在地、⼀定の条件を満たす中⼼市街地等 
・原則として概ね1ha 以上かつ重点整備地区⾯積の20％以上の拠点的開発を⾏う区域を含む 

地⽅公共団体、独⽴⾏政法⼈都市再⽣機構、地⽅住宅供給公社、⺠間事業者等 

〈拠点開発地区における 良質な住宅の供給〉 
市街地住宅等整備事業 
・調査設計計画、⼟地整備、共同施設整備（交付率︓1/3） 

〈道路・都市公園・河川等の整備〉 
・関連公共施設整備（交付率︓通常事業に準ずる） 

〈従前居住者⽤の受け⽫住宅の整備〉 
都市再⽣住宅等整備事業 
・調査設計計画、従前居住者⽤賃貸住宅整備等（交付率︓1/３、1/2） 

〈道路・公園等の整備〉（交付率︓１/３） 
〈コミュニティ施設の整備（集会所、⼦育て⽀援施設等）〉（交付率︓１/３） 
〈空き家等の活⽤〉 

・空き家⼜は空き建築物の取得（⽤地費は除く）移転増築改築等（交付率︓１/３） 

１．事業主体 

２-１．拠点開発型の地区要件 

３．交付対象等 

出典︓国⼟交通省HP 
https://www.mlit.go.jp/common/001016909.pdf 

【整備地区の要件】 
・重点整備地区を⼀つ以上含む地区 
・整備地区の⾯積が概ね５ha 以上（重点供給地域は概ね２ha 以上） 

【重点整備地区の要件】 
・重点整備地区の⾯積が概ね１ha 以上30ha 以下（重点供給地域は概ね0.5ha 以上 30ha 以

下） 
・⼀定の条件を満たす中⼼市街地 
・重点整備地区で概ね50⼾以上かつ10⼾/ha 以上の住宅整備を⾏う 

２-２．街なか居住再生型の地区要件 
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密集市街地の整備改善及び街なか居住の推進等 

６-２.住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型） 

【整備地区の要件】 
・重点整備地区を⼀つ以上含む地区 
・整備地区の⾯積が概ね５ha 以上（重点供給地域は概ね２ha 以上） 
・原則として住宅⼾数密度が30 ⼾/ha 以上の地区 

【重点整備地区の要件】 
・重点整備地区の⾯積が概ね１ha 以上（重点供給地域は概ね0.5ha 以上） 
・地区内の換算⽼朽住宅⼾数が５０⼾以上（重点供給地域は２５⼾以上） 
・住宅⼾数密度と⽼朽住宅の割合が⼀定以上 

地⽅公共団体、独⽴⾏政法⼈都市再⽣機構、地⽅住宅供給公社、⺠間事業者等 

〈⽼朽建築物、空き家等の除却〉 
・買収費、除却⼯事費、通損補償等（交付率︓1/2、1/3、２/５) 

〈沿道建築物の不燃化〉 
延焼遮断帯形成事業 
・⼀定の要件を満たす沿道建築物の外壁・開⼝部・屋根等の整備等（交付率︓1/3) 

〈共同・協調化建替〉 
・除却等、階段や通路等の共同施設整備、空地整備等（交付率︓１/3） 

〈防災建替え・認定建替えにより個別の建替を助成（⼾建住宅にも助成）〉 
・除却等、階段や通路等の共同施設整備、空地整備等（交付率︓1/3) 

〈道路・都市公園・河川等の整備〉 
関連公共施設整備（交付率︓通常事業に準ずる） 

〈従前居住者⽤の受け⽫住宅の整備〉 
都市再⽣住宅等整備事業 
・調査設計計画、従前居住者⽤賃貸住宅整備等（交付率︓1/３、1/2、2/3） 

〈道路・公園等の整備〉（交付率︓1/2、1/3） 
〈コミュニティ施設の整備（集会所、⼦育て⽀援施設等）〉（交付率︓1/2、1/3） 
〈防災街区整備事業〉 

・調査設計計画（権利変換計画作成を含む）⼟地整備、共同施設整備（交付率︓1/3） 

１．事業主体 

２．対象地域（要件） 

３．交付対象等 

出典︓国⼟交通省HP 
https://www.mlit.go.jp/common/001017214.pdf 
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ゆとりとうるおいのある住宅地区の形成 

７.街なみ環境整備事業 

〈街なみ環境整備促進区域の要件〉 
①⾯積が1ha以上であること。 
②次のいずれかの要件に該当する区域。 
ａ．接道不良住宅＊率70%以上かつ、住宅密度30⼾/ha以上 
ｂ．区域内の幅員6m以上の道路の延⻑が区域内の道路総延⻑の1/4未満であり、かつ、公

園、広場及び緑地の⾯積の合計が区域の⾯積の3%未満である区域 
ｃ．景観法による景観計画区域⼜は景観地区の⼀部⼜は全部を含む区域、歴史的⾵致維持向

上計画の重点区域の⼀部⼜は全部を含む区域及び条例等により景観形成を図るべきこと
とされている区域 

＊接道不良住宅とは、幅員4m以上の道路に接していない住宅をいう 
〈街なみ環境整備事業地区〉 

①街なみ環境整備促進区域において、地区⾯積が0.2ha以上であること。 
②街づくり協定が締結されていること。ただし、景観計画、景観地区、歴史的⾵致維持向上

計画の重点区域が定められている場合等には、街づくり協定が締結されているものとみな
す。 

市町村、法律に基づき組織された市町村を構成員に含む協議会 

1/2、1/3 

１．事業主体 

２．対象地域（要件） 

３．交付対象 

出典︓国⼟交通省HP 2018（Ｈ30年度）中⼼市街地活性化ハンドブック 
http://www.mlit.go.jp/crd/index/handbook/index.html 

４．国費率 

①協議会活動助成事業 
②整備⽅針策定事業 
③街なみ整備事業（事業計画策定費、地区施設整備費、地区防災施設整備費等） 
④街なみ整備助成事業（⾨、塀等移設費、分筆登記費、修景施設整備費等） 
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土地の有効利用を促進するとともに、安全・安心で快適に暮らすことができ、活力ある経済活動の基盤
となる市街地への再生・再構築を支援 

８.都市再生区画整理事業 

①地区要件 
[⼀般地区]…直前の国勢調査に基づくＤＩＤに係る地区（重点地区については、施⾏後直近
の国勢調査に基づくＤＩＤに含まれると⾒込まれる区域を含む）、かつ、次の要件を全て満
たす地区 
＊重点地区に関するＤＩＤに係る要件の⾒直しについては、平成30年度末までに事業着⼿す

る場合に限り、従前のとおり取り扱う。ただし、直前の国勢調査の結果に基づく⼈⼝集中
地区の区域外で⾏う事業にあっては、⼀般地区として取り扱う。 

（イ）施⾏前の公共⽤地率15％未満（中⼼拠点区域⼜は⽣活拠点区域の区域内において、都
市再構築戦略事業【⼈⼝密度維持タイプ】事業として実施されるものにあっては20％
未満）ただし、幹線道路等を除く。拠点的市街地形成重点地区において、狭隘道路等
を解消するとともに公共施設を整備する事業については、道路幅員6ｍ未満（住宅地に
おいては4ｍ未満とする）の狭隘道路等についても除く。 

（ロ）市町村の都市計画に関する基本⽅針、都市再⽣整備計画等法に基づく計画に位置づけ 
[重点地区] 
（ア）都市機能誘導重点地区 

⼀般地区に係る要件を満たし、かつ、⽴地適正化計画で定められた都市機能誘導区域
の区域内で⾏われる⼟地区画整理事業の地区。 

（イ）拠点的市街地形成重点地区 
⼀般地区に係る要件を満たし、かつ以下の①から⑤のいずれかに係る地区 

①都市再⽣緊急整備地域 
②都市再開発⽅針２号、２項地区 
③都市鉄道等利便増進法に基づく交通結節機能⾼度化構想区域 
④バリアフリー基本構想区域 
＊市町村の都市計画に関する基本⽅針等において位置付けられた地域の拠点地区について

は、平成30年度末までに事業着⼿する場合に限り、従前のとおり重点地区の要件として
取り扱う。 
その他、重点地区には安全市街地形成重点地区、歴史的⾵致維持向上重点地区があり、
それぞれの要件が存在します。 

②⾯積要件 
指定容積率（予定を含む。）／100％×（地区⾯積）≧2.0ha＊ 

＊⼀体的⼟地区画整理事業プログラムにおいて、街路等の他事業と⼀体的に⾏われる複数
の⼟地区画整理事業であって、⼀体的に整備すべき⼀団の区域の１／２以上が⼟地区画
整理事業により整備される場合を含む 

＊安全市街地形成重点地区のうち重点供給地域において⾏う事業については、指定容積率
（予定を含む。）／100％×（地区⾯積）≧1.0haとする。 

＊拠点的市街地形成重点地区において、狭隘道路等を解消するとともに公益施設を整備す
る事業については、指定容積率（予定を含む。）／100％×（地区⾯積）≧1.0haとす
る。 

＊都市機能誘導重点地区に該当し、都市再構築戦略事業【⼈⼝密度維持タイプ】事業とし
て実施されるものにあっては、指定容積率（予定を含む。）／100％×（地区⾯積）≧
0.5haとする。 

地⽅公共団体、⼟地区画整理組合 等 

⼟地区画整理事業費 
調査設計費、宅地整地費、移転移設費、公共施設⼯事費、公開空地整備事業費、供給処理施設
整備費、電線類地下埋設施設整備費、減価補償費、⽴体換地建築物⼯事費、仮設建築物整備
費、防災関連施設整備費、浸⽔対策施設整備費、機械器具費、公共施設充当⽤地取得費 

⼀般地区︓1/3  重点地区︓1/2 

１．事業者 

２．対象事業 

３．交付対象 

４．国費率 

出典︓国⼟交通省HP 2018（Ｈ30年度）中⼼市街地活性化ハンドブック 
http://www.mlit.go.jp/crd/index/handbook/index.html 
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まちの拠点となるエリアへ医療・商業等の都市機能を誘導し、都市の活力の維持・向上、持続可能な都
市構造への再構築 

９.都市機能立地支援事業 

⺠間事業者等 

◎⽣活に必要な都市機能（医療・社会福祉・教育⽂化・⼦育て⽀援）を都市機能誘導区域内
へ誘導するため、都市機能整備を実施する⺠間事業者に対し、国から直接⽀援。（補助基
本額を2/3とし補助率1/2、専有部整備費については23％相当に限る） 

◎交付⾦事業の間接交付とは異なり、⺠間事業者に対する公有地等賃料の減免額や固定資産
税の減免額等を市町村の⽀援額として取り扱うことにより、⺠間事業者に対して国から直
接⽀援を⾏うことが可能。 

◎「低・未利⽤地の活⽤」「複数の敷地の集約・整序」「既存ストックの有効活⽤」「都市
機能の複合整備」等を⾏う事業は、交付対象事業費のかさ上げ（設計費・賃借料を除いた
額に係数1.20を乗じる措置）を⾏い、⺠間負担を軽減。ここでいう低・未利⽤地とは、指
定容積率の充⾜率が1/3以下の⼟地利⽤を⾏っているものとします。 

◎都市機能誘導区域の外から中へ誘導施設を移転する場合、⼟地負担の増分の⼀部を⽀援。 
◎地域特性に応じ、「⼈⼝密度維持タイプ」の他、「⾼齢社会対応タイプ」の実施が可能。

（⼈⼝密度維持タイプは、三⼤都市圏の政令市及び特別区では実施できません。） 

３．主な特徴（支援内容） 

２．支援対象 

１．概要 

４．市町村の支援方法 

本事業の活⽤にあたって、国が⺠間事業者に直接⽀援する際に、以下の内容を市町村による⽀
援として取り扱うことが可能です。また、以下の内容に加えて追加的に市町村から⺠間事業者
に対して現⾦による⽀援を⾏うことも可能です。 
①学校跡地等の公的不動産を活⽤して都市機能を整備する場合︓公有地等の賃料減免額及び譲

渡の際の減免額 
②⺠有地等を活⽤して都市機能を整備する場合︓固定資産税及び都市計画税の減免額 

出典︓国⼟交通省HP 都市機能⽴地⽀援事業パンフレット 
http://www.mlit.go.jp/common/001247553.pdf 

都市機能⽴地⽀援事業は、市町村⼜は都道府県が所有する公的不動産の有効活⽤等により、⽣
活に必要な都市機能「誘導施設」を⺠間事業者が整備する際に、市町村による⽀援に加え、国
が⺠間事業者に対して直接⽀援する個別補助事業です。 
なお、市町村が作成する都市全体の公的不動産の活⽤⽅針を記載した「⽴地適正化計画」に位
置づけた誘導施設で、都市再⽣整備計画に都市機能⽴地⽀援関連事業として、本事業が位置づ
けられていることが必要です。 
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都市のコアとなる施設の集約地域への移転や、移転跡地の都市的土地利用からの転換を促進 

10.集約都市（コンパクトシティ）形成支援事業 

●計画策定の⽀援 
対象計画︓ 

[１]⽴地適正化計画 
[２]PRE活⽤計画 
[３]広域的な⽴地適正化の⽅針 
[４]低炭素まちづくり計画 
 

●コーディネート⽀援 
専⾨家の派遣等を通じて以下の取組を⽀援 
・計画策定に向けた合意形成 
・コア施設または誘導施設の移転に係る関係者の合意形成 
・地域住⺠等の集約地域または居住誘導区域への移転に関する理解促進や合意形成 
・計画に位置づけられた都市機能・居住機能の誘導にかかる施策の推進に向けた合意形成 

 
●誘導施設等の移転促進の⽀援 

誘導施設等の跡地の除却処分・緑地等整備の⽀援 
・医療施設、社会福祉施設等（延床⾯積１０００㎡以上） 
・商業施設（上記と⼀体的に⽴地するもの） 

 
●建築物跡地等の適正管理⽀援 

・⽴地適正化計画に跡地等管理区域等として位置づけられた区域等における建築物跡地等の
適正管理を⽀援 
ー跡地等の適正管理に係る⽅策を検討するための調査 
ー跡地等管理協定を締結した建築物跡地等の管理のための専⾨家派遣及び管理上必要な敷

地整備 

１．概要 

出典︓国⼟交通省都市局HP 
http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_machi_tk_000054.html 
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都市内交通の円滑化や市街地の形成等を図る街路等の整備を支援 

11.道路事業（街路） 

１．事業主体 

都道府県、市町村 

３．国費率 

１／２等 

出典︓国⼟交通省HP 2018（Ｈ30年度）中⼼市街地活性化ハンドブック 
http://www.mlit.go.jp/crd/index/handbook/index.html 

２．補助対象 

①中⼼市街地へのアクセスの向上⼜は中⼼市街地内の歩⾏者空間の創出や移動の利便性・快適
性の向上等により中⼼市街地の活性化に資する以下の事業であり、その全部または⼀部が中
⼼市街地の区域内に存するもの。 
・中⼼市街地へのアクセスを向上させる幹線街路の整備 
・交通結節点の整備 
・公共交通機関を⽀援する街路の整備 
・駐⾞場の整備 
・⾃転⾞駐⾞場の整備 
・連続⽴体交差事業 
・歩⾏者空間を創出する街路の整備 
・無電柱化推進事業 
・沿道の⼟地利⽤を促進する街路の整備 
・中⼼市街地内の交通円滑化等を⽬的とする総合交通戦略に位置付けられた事業 
・その他中⼼市街地の活性化に効果の⾼い事業 

②中⼼市街地へのアクセスの向上⼜は中⼼市街地内の通過交通を排除することで歩⾏者空間の
創出や移動の利便性・快適性の向上等により中⼼市街地の活性化に資する以下の事業であ
り、その全部が中⼼市街地の区域外に存するもの。 
・中⼼市街地へのアクセスを向上させる幹線街路、公共交通機関を⽀援する街路、交通結節

点、パークアンドライド等駐⾞場・⾃転⾞駐輪場等の整備 
・中⼼市街地の通過交通を排除するなどの、中⼼市街地の交通円滑化に資する街路の整備、

連続⽴体交差事業 
・中⼼市街地内の交通円滑化等を⽬的とする総合交通戦略に位置付けられた事業 
・その他中⼼市街地の活性化に効果の⾼い事業 
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鉄道、コミュニティバス・乗合タクシー、旅客船等の多様な事業に取り組む地域の協議会に
対し、パッケージで一括支援 

12.地域公共交通活性化・再生総合事業 

１．対象事業者 

２．補助率 

地域公共交通の活性化及び再⽣に関する法律第６条に規定する協議会（法定協議会） 

（１）地域公共交通の活性化及び再⽣に関する法律第５条に規定する地域公共交通総合連携計
画（法定計画）の策定調査に要する経費定額 

 
（２）地域公共交通総合連携計画（法定計画）に定める事業に要する経費 

●実証運⾏（運航） １／２ 
●実証運⾏（運航）以外 ※ １／２（※政令市が設置する協議会の取り組む事業 １／３） 

３．補助対象経費の例 

◇鉄道、バス・乗合タクシー、旅客船の実証運⾏（運航） 
・鉄道の増便・ダイヤ変更等の実証運⾏ 
・コミュニティバス・乗合タクシーの導⼊・路線バス活性化等のための実証運⾏ 
・旅客船の航路再編・増便・ダイヤ変更等の実証運航 等 

◇⾞両関連施設整備等 
・バス等⾞両購⼊費、⾞両・船舶関連施設整備、バス停等待合い環境整備、デマンドシステ

ムの導⼊ 等 
◇スクールバス、福祉バス等の活⽤ 
◇乗継円滑化等 

・乗継情報等の情報提供、ＩＣカード導⼊、Ｐ＆Ｒ・Ｃ＆Ｒの推進、ボランティアセンター
設置・運営 等 

◇公共交通の利⽤促進活動 
・レンタサイクル、イベント、広報、乗継割引運賃・周遊切符等のシステム設計 等 

◇新地域旅客運送事業の導⼊円滑化に係る事業 
◇その他地域の創意⼯夫による事業 
地域公共交通活性化・再⽣総合事業（パンフレット） 
http://www.mlit.go.jp/common/000014612.pdf 

出典︓国⼟交通省HP 
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000004.html 
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徒歩、自転車、自動車、公共交通など多様なモードの連携が図られた、自由通路、地下街、駐
車場等の公共空間や公共交通からなる都市の交通システムの整備を支援 

13.都市・地域交通戦略推進事業（旧都市交通システム整備事業） 

１．事業主体 

２．整備地区 

地⽅公共団体、協議会、独⽴⾏政法⼈都市再⽣機構 等 

都市交通システム整備事業を実施する整備地区は、（１）⼜は（２）に掲げる条件に該当する
地区。 
（１）次の要件のいずれかに該当する地区 

ａ）中⼼市街地の活性化に関する法律（平成１０年法律第９２号）第９条第６項に規定す
る認定を受けた基本計画において定められている⼜は定められることが確実と⾒込ま
れる同条第２項第⼆号の区域 

ｂ）都市鉄道等利便増進法（平成１７年法律第４１号）第１４条第１１項に規定する認定
を受けた交通結節機能⾼度化計画において定められている⼜は定められることが確実
と⾒込まれる同条第２項第⼆号の区域 

ｃ）⾼齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号）
第２５条第１項に規定する基本構想において定められている⼜は定められることが確
実と⾒込まれる同条第２項第⼆号の区域 

ｄ）地域における歴史的⾵致の維持及び向上に関する法律（平成２０年法律第４０号）第
５条第８項に基づく認定を受けた歴史的⾵致維持向上計画の重点区域に定められる⼜
は定められることが確実と⾒込まれる区域（区域内で整備される施設等と密接に関連
して区域外で整備される施設を含む） 

（２）都市・地域の将来像実現のための都市交通施策や実施プログラム等を内容とする総合的
な交通戦略を策定している⼜は策定することが確実と⾒込まれる区域 

（３）先導的都市環境形成促進事業により策定される先導的都市環境形成計画に定められる⼜
は定められることが確実と⾒込まれる区域（区域内で整備される施設等と密接に関連して区
域外で整備される施設も含む） 

３．対象事業 

（１）整備計画の作成に関する事業 
（２）公共的空間等の整備に関する事業 

ａ）公共的空間等が整備される敷地の整備 
ｂ）公共的空間の整備 
ｃ）駐⾞場の整備 
ｄ）駐⾞場有効利⽤システムの整備 
ｅ）荷捌き駐⾞場の整備 
ｆ）⾃転⾞駐⾞場の整備 
ｇ）バリアフリー交通施設の整備 
ｈ）路⾯電⾞・バス等の公共交通に関する施設の整備 
ｉ）ａ）からｇ）の施設の代替となる⼜はａ）からｈ）と⼀体となった鉄道施設等の整備 

（３）公共的空間⼜は公共空間の整備に併せて実施される次の事業 
ａ）都市情報提供システムの整備 
ｂ）地下交通ネットワークの管理安全施設の整備 
ｃ）公共交通機関の利⽤促進に資する施設の整備 

※整備地区により対象事業が異なる 

４．交付率 

１／３以内（⾃転⾞関連経費は１／２以内） 

出典︓国⼟交通省HP 
http://www.mlit.go.jp/crd/index/government/pdf/toshichiikikoutuu.pdf 
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既存ストックの有効活用を図りつつ、持続可能な都市構造への再構築 

都市再生整備計画事業 地方都市リノベーション事業 

区域要件を満たす区域内において、地⽅都市リノベーション推進施設の整備を⾏い、通常の都
市再⽣整備計画記載事項に加え、都市の再構築に必要な事項をあわせて記載し、国が確認した
計画については、地⽅都市リノベーション事業として実施することができる。 
●区域要件 
＜地⽅都市リノベーション推進施設を整備できる区域（中⼼拠点区域）＞ 

・国勢調査の結果に基づく⼈⼝集中地区内（今後、直近の国勢調査の結果に基づく⼈⼝集中
地区に含まれると⾒込まれる区域を含む。） 

・鉄道・地下鉄駅（ピーク時運⾏本数（⽚道）が３本以上）から半径１ｋｍの範囲内⼜はバス・
軌道の停留所・停⾞場（ピーク時運⾏本数（⽚道）が３本以上）から半径５００ｍの範囲内  

・公共⽤地率１５％以上の地域内（今後、公共⽤地率が１５％以上となることが確実である
地域を含む。） 

＜⽣活拠点施設を整備できる区域（⽣活拠点区域）＞ 
・中⼼拠点区域に接続するバス・鉄軌道の停留所・停⾞場から半径１００ｍの範囲内 
・中⼼拠点区域の中⼼から半径５ｋｍの範囲内 
・市街化区域内、⼜は区域区分が定められていない都市計画区域において設定される⽤途地域内 

●都市再⽣整備計画に追加記載する事項 
・都市機能の拡散防⽌のための公的不動産の活⽤の考え⽅を含む、当該都市全体の都市構造

の再編を図るためのリノベーション⽅針  
・都市機能の配置の考え⽅  
・都市再⽣整備計画の⽬標を達成するうえで必要な地⽅都市リノベーション推進施設及び⽣

活拠点施設の考え⽅  
・都市再⽣整備計画の⽬標を達成するために必要な交付対象事業 

中⼼拠点区域及び⽣活拠点区域内において実施する地⽅都市リノベーション推進施設及び⽣活
拠点施設に加え、⽬標達成に必要な従来の都市再⽣整備計画事業の交付対象事業。 
ただし、地⽅都市リノベーション事業を実施する場合は提案事業は交付対象としない。また、
交付対象事業の追加と合わせて、既存建造物活⽤事業や都市再⽣⼟地区画整理事業及び市街地
再開発事業の特例を拡充。 
●地⽅都市リノベーション推進施設 
（医療施設※、社会福祉施設※、⼦育て⽀援施設※、教育⽂化施設※、商業施設※） 
●⽣活拠点施設（医療施設※、商業施設※、地域交流センター） 

※⺠間事業者による間接交付事業として実施する場合は、交付対象事業の範囲が⼀部限定さ
れるとともに、⼀定条件の下で⺠間事業者負担の軽減措置がある。 

●既存建造物活⽤事業の拡充 
・既存建造物活⽤事業の交付対象に地⽅都市リノベーション推進施設及び⽣活拠点施設を追加 
・交付対象に賃借に要する費⽤（⾼次都市施設及び地⽅都市リノベーション推進施設、⽣活

拠点施設に限る。）を追加 
●都市再⽣⼟地区画整理事業の特例（要件緩和） 

・地区⾯積の引き下げ 換算⾯積（＝施⾏⾯積×容積率／100） 2ha以上 → 5,000㎡以上 
・従前公共⽤地率の引き下げ 15％未満→20％未満 
・移転補償対象敷地に地⽅都市リノベーション推進施設及び⽣活拠点施設を追加 

●市街地再開発事業の特例（要件緩和） 
・地区⾯積の引き下げ 原則10,000㎡以上→原則2,000㎡以上（※1） 
・補償対象額嵩上げにより、事業者負担を軽減（⺠間活⼒の積極的な活⽤） 
※1都市局事業の場合。住宅局事業の場合は、原則5,000㎡以上→原則1,000㎡以上に緩和など 

都市再⽣整備計画に位置付けられた事業の実施に必要な事業費の５０％。 

１．概要 

２．交付対象事業 

３．交付金の交付限度額の算定 

出典︓国⼟交通省都市局HP 
http://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/toshi_urbanmainte_tk_000008.html 

⇒内容を拡充し、
都市再構築戦略
事業に改称 

※過去に活用されてきた制度 
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３－２併用されるその他省庁所管の制度・事業 

 

  

№ 事業名 概要 

1 保育所等整備交付金 
【厚生労働省】 

保育等の基盤整備を推進するため、市町村が策定す
る整備計画に基づいて実施される保育園等に関する
施設整備事業に対して、国が交付金を交付すること
としています。 
 

２ 保育対策総合支援事業費補助金 
【厚生労働省】 

「子育て安心プラン」に基づく小規模保育等の改修
等や保育人材確保策等に必要な経費の一部を支援し
ます。 
 

3 公立文教施設の整備 
【文部科学省】 

公立学校施設整備費負担金及び学校施設環境改善交
付金により、避難所や地域コミュニティの拠点とし
ての学校施設や、談話室、トレーニング室等を備え
た社会体育施設の整備について支援を行います。 
 

4 地域支援事業交付金 
【厚生労働省】 

介護保険の被保険者が要支援状態又は要介護状態と
なることを予防するとともに、要支援状態又は要介
護状態となった場合においても、可能な限り、地域
において自立した日常生活を営むことができるよう
支援を行います。 
 

5 中心市街地活性化ソフト事業 
【総務省】 

市町村が、国庫補助金・交付金等を伴わない単独事
業（市町村以外の事業実施主体が国庫補助金・交付
金等の交付を受けている場合を除く。）として中心
市街地再活性化のために行うソフト事業に要する経
費の一部について特別交付税により措置します。 
 

6 中心市街地再活性化特別対策事業 
【総務省】 

市町村が、自主的・主体的に展開する中心市街地再
活性化に向けた新たな計画的取組を支援する観点か
ら、市町村が単独事業として中心市街地再活性化の
ために行う施設整備等を一般単独事業債の対象と
し、その元利償還金の 30％を特別交付税の算定対象
とします。 
 

7 地方創生推進交付金 
【内閣府】 

地域再生法に基づく地域再生計画に位置づけられ
た、地方版総合戦略に基づく、地方公共団体の自主
的・主体的な取組で、先導的な事業を支援します。 
なお、本交付金は、「稼げるまちづくり」を目指し
たまちの賑わいの創出を含む戦略的な取組などに対
して支援を行います。 
 

出典：中心市街地活性化基本計画認定申請マニュアル（令和元年 10 月一部改訂版） 
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/chukatu/ninteisinsei_manual.html 
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＜過去に活用されてきた制度＞ 

   

№ 事業名 概要 

 地域中小商業支援事業 
（地域商業再生事業） 
【経済産業省 中小企業庁】 
  ↓ 
地域・まちなか商業活性化支援事業
（地域商業自立促進事業） 

地域商店街等のコミュニティ機能再生によって地域
の活き活きとした商店街等が再生されることを目的
として、地域住民の規模・行動範囲や商業量、地域
住民が商店街等に求める機能などを精査し、まちづ
くり会社等の民間企業や特定非営利活動法人等と商
店街組織が一体となって実施される、まちづくり計
画と整合的な取組を支援します。また、商店街等が
地域のコミュニティ機能の自律的かつ継続的に維
持・強化が図られるよう、 外部環境の変化に適合し
た形で構造改革を進める取組を支援する事業です。 

経済産業省 中小企業庁HP 
http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/shogyo/2013/130
611tiiki.htm 
 

 地方創生加速化交付金 
【内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部】 
  ↓ 
地方創生推進交付金 

一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対
策（平成 27 年 11 月 26 日一億総活躍国民会議決
定）を踏まえ、緊急対応として、「地方版総合戦
略」に位置付けられた先駆的な取組の円滑な実施を
支援する。 

内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部HP 
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/pdf/h27-
kasokuka.pdf 
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都市福利施設整備のための補助金 

２.保育対策総合支援事業費補助金【厚生労働省】 

Ⅰ 保育⼈材確保対策 
①保育⼠・保育所⽀援センター設置運営事業 
②潜在保育⼠再就職⽀援事業 
③保育⼠資格取得⽀援事業 
④保育⼠宿舎借り上げ⽀援事業 
⑤保育体制強化事業 
⑥保育⼠養成施設に対する就職促進⽀援事業 
⑦保育⼠試験追加実施⽀援事業 
⑧保育補助者雇上強化事業 
⑨若⼿保育⼠や保育事業者等への巡回⽀援事業 
⑩保育⼈材等就職・交流⽀援事業 
⑪保育所等におけるICT化推進等事業 
 

Ⅱ ⼩規模保育等の改修等 
①賃貸物件の活⽤による保育所改修費等⽀援事業 
②⼩規模保育改修費等⽀援事業 
③幼稚園における⻑時間預かり保育改修費等⽀援

事業 
④認可化移⾏改修費等⽀援事業 
⑤家庭的保育改修費等⽀援事業 
⑥認可外保育施設改修費等⽀援事業 
⑦都市部における保育所等への賃借料等⽀援事業 

実施主体︓市町村等 

都市福利施設整備のための交付金 

１.保育所等整備交付金【厚生労働省】 

実施主体︓市区町村 

・保育所整備事業 
・認定こども園整備事業（幼稚園型） 
・⼩規模保育整備事業 
・防⾳壁整備事業 
・防犯対策強化整備事業 

２．対象事業 

１．支援対象 

２．対象事業 

１．支援対象 

国1/2、市区町村1/4、設置主体1/4 
※⼦育て安⼼プランに参加する等⼀定の要件を満たす場合は、国2/3、市区町村1/12、設置主

体1/4 

３．補助割合 

Ⅲ その他事業 
①⺠有地マッチング事業 
②認可化移⾏のための助⾔指導・移転費

等⽀援事業 
③広域的保育所等利⽤事業 
④認可外保育施設の衛⽣・安全対策事業 
⑤保育環境改善等事業 
⑥家庭⽀援推進保育事業 
⑦３歳児受⼊れ等連携⽀援事業 
⑧保育利⽤⽀援事業（予約制） 
⑨医療的ケア児保育⽀援モデル事業 
⑩保育所等の質の確保・向上のための取

組強化事業 
⑪保育施設・事業の届出促進事業 
⑫放課後居場所緊急対策事業 
⑬⼩規模多機能・放課後児童⽀援事業 
⑭新たな待機児童対策提案型事業 
⑮待機児童対策協議会推進事業 
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都市福利施設整備のための助成制度 

３.公立文教施設の整備【文部科学省】 

公⽴学校施設整備費負担⾦に関する法令、学校施設環境改善交付⾦交付要綱等の要件に合致す
るもの。 

事業主体︓地⽅公共団体 

（１）介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業 
①介護予防・⽣活⽀援サービス事業 

ア 訪問型サービス 
イ 通所型サービス 
ウ その他の⽣活⽀援サービス（配⾷、

⾒守り等） 
エ 介護予防ケアマネジメント 
 

（２）包括的⽀援事業・任意事業 
①包括的⽀援事業 

ア 地域包括⽀援センターの運営 
イ 社会保障の充実 

街なか居住の推進を図るための交付金制度 

４. 地域支援事業交付金【厚生労働省】 

事業主体︓市町村（特別区、⼀部事務組合、広域連合等を含む。） 
２．支援を受けるための要件 

１．支援対象 

２．支援を受けるための要件 

１．支援対象 

３．事業内容 

３．支援内容 

①⼩学校、中学校、中等教育学校の前期課程、特別⽀援学校の⼩中学部、特別⽀援学校の⾼等
部、特別⽀援学校の幼稚部、幼稚園の改築 

②⼤規模改造事業 
③地震防災対策事業 
④公害防⽌⼯事 
⑤地域・学校連携施設整備事業 
⑥屋外教育環境整備事業 
⑦⽊の教育環境整備事業 
⑧公⽴の⼩学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、特別⽀援学校（⼩中学

部）以外の施設における新増築事業 
⑨環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備推進に関するパイロット・モデル事業等 

地域⽀援事業を実施する市町村であること。 

【事業費の上限】 
①介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業 
・事業移⾏前年度実績に市町村の75歳以上⾼

齢者の伸びを乗じた額 

４．事業費 

 
②⼀般介護予防事業（旧介護予防事業を再編） 

ア 介護予防把握事業 
イ 介護予防普及啓発事業 
ウ 地域介護予防活動⽀援事業 
エ ⼀般介護予防事業評価事業 
オ 地域リハビリテーション活動⽀援事業 

 
 
②任意事業 

・介護給付等費⽤適正化事業、家族介護⽀援
事業 等 

 
②包括的⽀援事業・任意事業 
・「26年度の介護給付費の２％」×「⾼齢者数

の伸び率」 
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経済活力向上を図るための、市町村への財政支援 

６.中心市街地再活性化特別対策事業【総務省】 

市町村 

①公共施設整備事業 
・集客⼒を⾼める施設の整備 
・地域の産業の振興に資する施設の整備 
・良好な都市・居住環境と街並み景観の向上に資する施設の整備 
・⼦育て⽀援や若者の居場所づくりに資する施設の整備 

②助成事業 
・⼀般住⺠の利⽤に供される公共施設の整備で、公共的団体が⾏うもの（多⽬的ホール、イ

ベントホール、多⽬的広場、イベント広場、駐輪場等の広く⼀般住⺠の直接の利⽤に供さ
れる施設で、地⽅公共団体が⾃ら設置する場合と同様の公共性を有するものに限る。）に
対する市町村の助成事業 

１．支援対象 

２．対象事業 

経済活力向上を図るための市町村への財政支援 

５.中心市街地活性化ソフト事業【総務省】 

①イベント事業 
②講演会、シンポジウム等 
③後継者育成研修事業 
④具体化のための調査、資⾦計画、事業性評価、合意形成等 
⑤空き店舗対策事業 
⑥その他特に重要なソフト事業 
※①〜⑥は全て中⼼市街地活性化を⽬的とする事業に限られる。 

市町村 

１．支援対象 

２．対象事業 
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「稼げるまちづくり」を目指したまちのにぎわい創出を含む戦略的な取組を支援 

７.地方創生推進交付金【内閣府】 

事業主体︓地⽅公共団体 

地域再⽣法に基づく地域再⽣計画の認定 

２．支援を受けるための要件 

１．支援対象 

３．交付対象事業 

①法第５条第４項第１号イに規定する事業 
１）結婚、出産⼜は育児についての希望を持つことができる社会環境の整備に資する事業 
２）移住及び定住の促進に資する事業 
３）地域社会を担う⼈材の育成及び確保に資する事業 
４）観光の振興、農林⽔産業の振興その他の産業の振興に資する事業 
５）１）から４）までに掲げるもののほか、地⽅公共団体が地域再⽣を図るために取り組む

ことが必要な政策課題の解決に資する事業 
②法第５条第４項第１号ロに規定する道・汚⽔処理施設・港の整備事業 

出典：内閣府 地方創生推進事務局HP 
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/pdf/180601_chiiki-kouhuyoukou.pdf 
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地方創生加速化交付金 
【内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部】 

 

 地域中小商業支援事業（地域商業再生事業） 
【経済産業省 中小企業庁】 

地域商店街等のコミュニティ機能再⽣によって地域の活き活きとした商店街等が再⽣されるこ
とを⽬的として、地域住⺠の規模・⾏動範囲や商業量、地域住⺠が商店街等に求める機能など
を精査し、まちづくり会社等の⺠間企業や特定⾮営利活動法⼈等と商店街組織が⼀体となって
実施される、まちづくり計画と整合的な取組を⽀援します。また、商店街等が地域のコミュニ
ティ機能の⾃律的かつ継続的に維持・強化が図られるよう、外部環境の変化に適合した形で構
造改⾰を進める取組を⽀援する事業です。 

1.地域コミュニティ機能再⽣事業 
補助対象事業者  (1)商店街組織 (2)⺠間事業者 
補助率 2/3以内 
補助額 (1)地域状況調査分析事業  上限:500万円 下限:100万円 

(2)コミュニティ機能再⽣事業  上限額:5億円 下限額:100万円 
2.商店街等構造改⾰事業 
補助対象事業者  商店街組織 
補助率 2/3以内 
補助額 (1)商店街等構造改⾰調査分析事業  上限:500万円 下限:100万円 

(2)商店街等構造改⾰⽀援事業  上限額:5億円 下限額:100万円 

１．概要 

２．補助スキーム 

出典︓中⼩企業庁HP http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/shogyo/2013/130611tiiki.htm 

※過去に活用されてきた制度 

 

⼀億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策（平成27年11⽉26⽇⼀億総活躍国⺠会議
決定）を踏まえ、緊急対応として、「地⽅版総合戦略」に位置付けられた先駆的な取組の円滑
な実施を⽀援する。 

１．概要 

２．対象事業 

出典︓内閣官房 まち・ひと・しごと創⽣本部HP 
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/pdf/h27-kasokuka.pdf 

原則として、以下の（イ）に掲げる事業分野のいずれかに該当し、（ロ）に掲げる事業の仕組み
を全て備え、先駆性を有する事業を対象事業とする。 
（イ）事業分野各地⽅公共団体において、それぞれの総合戦略に位置づけられた（ないしは位置

づけられる予定である）事業であって、地域のしごと創⽣に重点を置きつつ、⼀億総活躍社
会実現に向けた緊急対策にも資する、効果の発現が⾼い分野を対象とする。 

(1)しごと創⽣・・・ITを活⽤した中堅・中⼩企業の⽣産性向上や新事業促進、農林⽔産品の輸
出拡⼤、観光振興（DMO）、対⽇投資促進等 

(2)地⽅への⼈の流れ・・・⽣涯活躍のまち、地⽅創⽣⼈材の確保・育成等 
(3)働き⽅改⾰・・・若者雇⽤対策、ワークライフバランスの実現等 
(4)まちづくり・・・コンパクトシティ、⼩さな拠点、まちの賑わいの創出、連携中枢都市等 

（ロ）事業の仕組み 
(1)地域経済分析システム（RESAS）の活⽤などによる客観的なデータやこれまでの類似事業

の実績評価に基づき事業設計がなされていること。 
(2)事業の企画や実施に当たり、地域における関係者との連携体制が整備されていること。 
(3)ＫＰＩが、原則として成果⽬標（アウトカム）で設定され、基本⽬標と整合的であり、その

検証と事業の⾒直しのための仕組み（ＰＤＣＡ）が、外部有識者や議会の関与等がある形で
整備されていること。 

(4)効果の検証と事業の⾒直しの結果について、公表するとともに、国に報告すること。 
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－他省庁所管制度活用－ 中心市街地拠点施設 TREE 
 
 
 
 

●市民活動の場、コミュニティの場、若者の活動を支援する場、商店街の魅力を発信する拠点 
・大正時代建築の赤レンガ倉庫と、昭和初期建築の木造部分
から成る三条の伝統的な町家造りの建物をリノベーショ
ン。国登録有形文化財として登録されている施設です。 

・中心市街地における市民活動の場、コミュニティの場、商
店街の魅力を発信する拠点として、チャレンジショップ、
やってみたい若者たちが集まるコミュニティスペース、情
報発信、市民のお休み処といった機能を持っています。 

●商店街から厳選された食材を仕入れて調理・提供 
・平成 29 年 4 月にリニューアルオープン。入ってすぐのカ
フェと、下田地域のアウトドアをイメージしたカフェレ
ストランを運営し、商店街から厳選された食材を仕入れ
て調理した TREE バーガーを中心に提供しています。 

●施設運営は 20 代の若者たち 
・実際に施設の運営を行っているのは 20 代の若者たち。
｢地方でも自分の自己実現は叶えられる」そんな想いの
元、商店街の方々と支え合いこの施設を運営していま
す。スタッフの中川さんは「都会に行かなくても、この
街だからこそできる可能性の種を私たちが植え、大きく
なり、やがて実が落ち、それが次世代のこの街を支える
子供たちの活力になってほしい」と TREE の将来像を語っ
ていました。 

・彼らの積極的な情報発信やイベント開催、商店街とのコ
ラボ商品開発などに、来館者だけでなく、商店主の方々
も「商店街」や「商業」というテーマ型コミュニティに
彼らを受け入れ、一緒にまちを盛り上げています。 

●若手クリエイターの活躍を支援 
・原宿の企業を商店街の空き店舗に誘致した「ハラジュク化プロジェクト」や、商店街を巻
き込んだ「一ノ木戸ハロウィンイベント」など、20 代を中心にしたプロジェクトメンバー
で企画運営を行うなど、若手クリエイターの活躍を支援する取組も行っています。 

・商店街を中心に情報発信を行いながら、商店街を訪れる方が TREE をハブとして近隣の商
店も見て回るような状況を目指します。 

●インバウンド事業を開始 
・県の委託事業として、一ノ木戸インバウンド検討会を設立しました。まずは実際に三条市
に住んでいる外国人の悩みやお勧めの場所など、生の声を聞くためパーティー形式のイベ
ントを行っています。外国人にとって住みやすい三条市を目指して活動していきます。 

   

三条の魅力発信と若者の自己実現の拠点として中心市街地の 

空き店舗をリノベーション 

▲スタッフの髙井さん、日下部
さん、中川さん、今井さん 

▲リノベーションして生まれ変わった
中心市街地拠点施設 TREE 

Point! 

≪施設概要≫ 
①所 在 地：新潟市三条市仲之町２－15 一ノ木戸商店街 
②敷地面積：約 383.47 ㎡    ③延床面積：約 400.25 ㎡（地上１階 ※２階部分は倉庫） 
④事業期間：平成 24年 ※TREE としては 29年 4月にリニューアルオープン 
⑤施 行 者：協同組合一ノ木戸商店街 
⑥総事業費：約 46百万円（内補助金等 46 百万円）※地域中小商業支援事業（地域商業再生事業）を活用 
⑦施設概要：カフェスペース 約 36 ㎡  和室 約 45 ㎡ 

ショップスペース 約 22 ㎡  グランピングスペース 約 119 ㎡ 
⑧管理運営：(協)一ノ木戸商店街 業務委託(株)ＭＧＮＥＴ（(有)魚兵と「まちづくり事業部」で事業連携） 
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－他省庁所管制度活用－ シェアハウス大町 
 
 
 
●町家を改修した学生用シェアハウス 
・地方創生に関する取組として、学生と地域で暮らす人々と
の交流を通じて地域の活性化を図り、にぎわいと活力のあ
る地域社会を形成するためのモデル事業として、町家を改
修した学生用シェアハウスを整備しました。 

●ライフスタイルの変化から住みにくくなりつつある町家に 
新たな価値づけ 
・シェアハウスに改修した住宅は、大正時代に建築された
「軒先に雁木のある町家」です。 

・シェアハウスが面している大町通りでは、二・七の市、
四・九の市が開催され、地域の交流の場となっていま
す。 

●大学との連携 
・地元及び首都圏の大学と連携しながら整備・活用方策の
検討を進めました。また、学生アンケートやヒアリング
を実施し、学生ニーズを参考にしながら間取りや設備の
検討を行いました。 

・障子などの建具、柱や梁はそのまま残し、土間や吹抜け
を整え、町家のしつらえを再現。土間や漆喰壁は、市民
や学生の参画により整備を行い、築 100 年を超える町家
は「和モダン」な住宅に生まれ変わりました。 

●遊休不動産の再生により、エリアの価値を向上 
・学生の皆さんが町内会やコミュニティと触れ合い、融け
込むことで、まちのにぎわいや地域の活性化につなげて
いきます。また、町家の住まいとしての利活用により、
不動産市場での流通促進にも期待しています。 

・供用から２年が経過し、卒業に伴う新たな入居者募集で
は、募集に対して応募が上回り、町家シェアハウスのニ
ーズが確認されています。 

●今後について 
・引き続き、学生用シェアハウスを通じた町家の市場化社
会実験として、関係者へのモニタリング調査を行いま
す。また、土間部分の交流スペースを活用した賑わいイ
ベントの開催など、入居者による地域活性化に向けた取
組も継続して実施していきます。 

   

検討・準備段階から学生と地域の人々が交流し、地域を活性化 Point! 

▲シェアハウス大町の外観 

▲市民や学生の参画によるワーク
ショップの様子（上段 : 土間の
整備、下段 : 漆喰塗り） 

≪施設概要≫ 
①所 在 地：新潟県上越市大町３丁目地内 
②敷地面積：168.85 ㎡    ③延床面積：221.00 ㎡（地上 2階 車庫含む） 
④事業期間：平成 27～30 年   ⑤施 工 者：上越市 
⑥総事業費：38.2 百万円（内補助金等 21.1 百万円）※地方創生加速化交付金を活用 
⑦施設概要：居室 5室、土間、フリースペース、共有リビング、キッチン、トイレ、浴室 ほか 
⑧管理運営：上越市 
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３－３まちなか居住に係る自治体の制度・事業 
市名 制度名 概要・参考URL 

新潟市 まちなか居住促進活動助成 中心市街地において良好な都市環境創出に伴う良質な住
宅建設等の事業計画に対して、基本構想等を作成する費
用を助成します。 
http://www.city.niigata.lg.jp/kurashi/jyutaku/jukankyo/03su
mai/0303toshin/030301katudou.html 

 まちなか再生建築物等整備
事業 

市街地の環境改善、良質な市街地住宅等の供給を図る事
業で、一定の基準を満たすものに対し、その事業費の一
部を補助します。 
https://www.city.niigata.lg.jp/shisei/tokei/kaihatsuseibi/saikai
hatsu/whatmachisai/index.html 

長岡市 高齢者向け優良賃貸住宅の
家賃補助 
（ウェルマンション朝日） 

高齢者が安全に安心して居住できるように、入居者には
所得金額や住戸の規模などに応じ、家賃の一部を補助し
ます。 
http://www.city.nagaoka.niigata.jp/kurashi/life03/yuuryou.html 

 まちなか建物更新等支援事業 長岡市の中心市街地の都市機能の更新と市街地環境の整備
改善を図るため、民間事業者が建物の共同建て替えを行う
場合等に、事業費の一部を予算の範囲内で補助します。 
http://www.city.nagaoka.niigata.jp/shisei/cate08/tatemono/ji
gyo.html 

 まちなか居住区域定住促進事
業 

長岡市立地適正化計画で定めた「まちなか居住区域」（又
はその一部）で、市外にお住まいの方が住宅を購入等した
後に居住（転入届）された場合は、この住宅に係る固定資
産税を 3 年間（子育て世帯は 5 年間）、1/2 に免除しま
す。 
https://www.city.nagaoka.niigata.jp/kurashi/cate07/teijyu-
sokushin.html 

新発田市 定住化促進事業 
（住宅取得補助金） 

活気ある新発田を取り戻すため、市外からの転入者を対
象に、一定地域における住宅の建築及び取得費の一部を
補助します。 
http://www.city.shibata.lg.jp/kurashi/iju/uiturn/1009294.html 

富山市 富山市まちなか住宅取得支
援事業（市民向け支援） 

「まちなか」で一定水準以上の一戸建て住宅を新築又は
購入し居住される方、また一定水準以上の分譲型共同住
宅を購入し居住される方に補助します。 
http://www.city.toyama.toyama.jp/katsuryokutoshisouzoubu/
kyojutaisakuka/kyujyuu-yuudou/matinaka-
kyojyuu/machinakajutakushien.html 

 富山市まちなか住宅家賃助
成事業（市民向け支援） 

「まちなか」以外から「まちなか」の民間賃貸住宅へ転
入又は転居される世帯に、家賃を助成します。 
http://www.city.toyama.toyama.jp/katsuryokutoshisouzoubu/
kyojutaisakuka/kyujyuu-yuudou/matinaka-
kyojyuu/machinakayachinjosei.html 

 富山市まちなかリフォーム
補助事業（市民向け支援） 

まちなか区域内における中古住宅のリフォームについ
て、工事費の一部を補助します。 
http://www.city.toyama.toyama.jp/katsuryokutoshisouzoubu/
kyojutaisakuka/kyujyuu-yuudou/matinaka-
kyojyuu/machinakajutakushien_2.html 
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市名 制度名 概要・参考URL 

富山市 富山市まちなか共同住宅建設
促進事業（事業者向け支援） 

まちなか住宅・居住環境指針に適合する共同住宅を建設
される方に補助します。 
http://www.city.toyama.toyama.jp/katsuryokutoshisouzoubu/
kyojutaisakuka/kyujyuu-yuudou/matinaka-
kyojyuu/kyodojutakusokushin.html 

 富山市地域優良賃貸住宅整
備費補助金（事業者向け支
援） 

高齢者世帯や障害者世帯、子育て世帯など居住の安定に
特に配慮が必要な世帯に対する賃貸住宅の供給促進と拡
大を図るため、地域優良賃貸住宅制度を設け、この制度
に基づき認定された優良な賃貸住宅への整備補助や家賃
の減額に対する助成をします。 
http://www.city.toyama.toyama.jp/data/open/cnt/3/2741/1/
seidogaiyou_28.pdf 

 富山市まちなか住宅転用支
援事業（事業者向け支援） 

遊休化した業務や商業ビルなどを改修して、まちなか住
宅・居住環境指針に適合する共同住宅に転用される方に
補助します。 
http://www.city.toyama.toyama.jp/katsuryokutoshisouzoubu/
kyojutaisakuka/kyujyuu-yuudou/matinaka-
kyojyuu/jutakutenyoshien.html 

 富山市まちなか住宅併設店
舗等整備支援事業（事業者
向け支援） 

まちなか住宅・居住環境指針に適合する共同住宅を建設
する際に、低層階に店舗、医療・福祉施設を併設して建
設される方に補助します。 
http://www.city.toyama.toyama.jp/katsuryokutoshisouzoubu/
kyojutaisakuka/kyujyuu-yuudou/matinaka-
kyojyuu/matinakashienjigyo.html 

 富山市まちなか宅地整備促

進事業（事業者向け支援） 

良好な居住環境を整えるため、「まちなか」で一定水準
以上の宅地開発を行う事業者に対し補助します。 
http://www.city.toyama.toyama.jp/katsuryokutoshisouzoubu/
kyojutaisakuka/kyujyuu-yuudou/matinaka-
kyojyuu/matinakatakutiseibisokusinjigyou.html 

 富山市まちなか住宅ディスポ
ーザー排水処理システム整備
支援事業 

「富山市まちなか居住推進事業」の事業計画の認定を受
けて整備される共同住宅や戸建て住宅に、設置されるデ
ィスポーザー排水処理システムの整備費の一部を補助し
ます。 
http://www.city.toyama.toyama.jp/katsuryokutoshisouzoubu/
kyojutaisakuka/kyujyuu-yuudou/matinaka-
kyojyuu/deisupozahaisuishori.html 

 富山市まちづくり計画策定
支援事業 

計画アドバイザーの派遣、計画策定に要する費用の一部
を補助することにより、地元住民が主体となるまちづく
り計画の策定を支援します。 
http://www.city.toyama.toyama.jp/katsuryokutoshisouzoubu/
kyojutaisakuka/kyujyuu-yuudou/matinaka-
kyojyuu/machinakakyojufukyu.html 

 富山市マルチハビテーション
推進事業 

マルチハビテーション（多地域居住）のために、富山市のまち
なかで一戸建て住宅を建設又は購入もしくは、分譲共同住宅を
購入し取得した富山県外に在住している方に補助します。 
http://www.city.toyama.toyama.jp/katsuryokutoshisouzoubu/
kyojutaisakuka/kyujyuu-yuudou/matinaka-kyojyuu/multi-
habitation.html 
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市名 制度名 概要・参考URL 

高岡市 たかおか暮らし支援事業 「まちなか区域」または「居住誘導区域」での、住宅取得
やリフォームを支援します。 
https://www.city.takaoka.toyama.jp/kentiku/kurashi/jutaku/jo
se/takaokagurashi.html 

  一戸建て住宅の新築 
https://www.city.takaoka.toyama.jp/kentiku/kurashi/jutaku/jose/documents/2019ju
takushien.pdf 

  建売住宅（要認定） 

  分譲マンション（要認定） 

  中古住宅 

  中古マンション 

  隣接土地の取得 

  隣接土地上の空き家等の除却 

  耐震改修に伴うリフォーム 

  三世代同居のためのリフォーム 

  エコリフォーム 

氷見市 氷見市まちなか地区居住支援

補助金 

まちなかにおける居住を推進し、定住人口の増加及び住
環境の改善を図るため、市が指定するまちなか地区にお
いて、居住している建物の敷地に隣接する土地を購入さ
れた方及びその土地を売却された方に補助金を交付しま
す。 
https://www.city.himi.toyama.jp/kurashi/node_25310/node_
1264/node_1501/node_28310 

黒部市 住宅取得支援補助事業 転入者の住宅取得者及び新たに定めた「居住誘導区域」
で新たに住宅を取得する方に対して住宅取得費用の一部
を助成します。 
http://www.city.kurobe.toyama.jp/guide/svGuideDtl.aspx?serv
no=1917 

滑川市 まちなか再生事業 https://www.city.namerikawa.toyama.jp/soshiki/17/4/4/792.
html 

  まちなか居住推進
事業 

まちなか区域以外に居住する方が、まちなかにおいて住
宅を取得される場合に補助金を交付します。 

  危険老朽空き家対
策事業 

防災、防犯等の居住環境の向上を図るため、市街地にお
いて長年にわたって使用されず、適正に管理されていな
い危険老朽空き家のうち、所有者から本市にその建物及
び土地の寄附がなされたものについて、当該建物を除却
する事業を実施することにより、市民の安全と安心を確
保し、環境整備等の推進に資することを目的とします。 
 

  市街地空き地空き
家活用支援事業 

市街地における空き地空き家を有効活用し、市街地の活
性化を図るため、市街地の空き地空き家において事業を
実施する者が事業の開始に要する経費に対し、予算の範
囲内において、補助金を交付します。 
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市名 制度名 概要・参考URL 

金沢市 金沢市まちなか定住促進事業 まちなか区域で良好な住環境を整備し、定住を促進する
ため、住宅建築等を支援します。 
https://www4.city.kanazawa.lg.jp/29101/jyuutaku/machijyuu
/index.html 

  まちなか住宅建築奨励金 

  まちなかマンション購入奨励金 

  まちなか空き家活用促進補助金 

  まちなか中古分譲マンション改修費補助金 

  まちなか低未利用地活用促進事業補助金 

  まちなか空き地活用促進奨励金 

  まちなか住宅団地整備費補助金 

七尾市 まちなか居住再生事業 まちなかの狭い道路の拡幅にご協力いただける人に奨励
金を交付し、家を建てる支援をします。 
http://www.city.nanao.lg.jp/toshikenchiku/kurashi/sumai/su
mai/machinaka.html 

  住宅建て替え奨励金 

  共同住宅建設奨励金 

  住宅建設用地売買奨励金 

小松市 まちなか住宅建築奨励金制度 中心市街地の活性化を目的に、地域交流の担い手となる居住
者を増やすため、まちなか区域内に住む方や、まちなか区域
内で一戸建ての住宅を取得する方に助成します。 
http://www.city.komatsu.lg.jp/3850.htm 

 景観まちづくり事業補助金 景観まちづくり重点地区(材木町地区、粟津町地区）な
らびに伝統的景観重点地区において、それぞれの地域の
特徴を生かし、より小松らしい景観まちづくりを進める
ために、外観の修景及び設計に要する費用に対して補助
金を交付します。 
http://www.city.komatsu.lg.jp/4664.htm 



 

 



参考‐1 

≪参考≫ 

①北陸地方における地域特性として、S45DID が存在する現 37 市町(65 地区)（以下、対象

自治体）の人口、産業、地価などを全国平均と比較しています。   ⇒ 【参考－１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②北陸管内の 8 市に対して、官民連携によるまちなか居住の取り組みについてヒアリング

調査を実施し、取り組みに関する現状や必要性等について整理しています。 

   ⇒ 【参考－２】 

③北陸管内に事業所を持つ民間事業者 3 社に対して、「官民連携」に対する民間事業者側

の見解についてヒアリング調査を実施し、まちなかにおける事業展開や行政のサポート

が必要となる事項について整理しています。             ⇒ 【参考－３】 
  

■対象自治体 
（S45DID が存在する現 37市町(65 地区)） 
【新潟県】 
新潟市、長岡市、上越市、三条市、 
新発田市、柏崎市、小千谷市、加茂市、 
十日町市、見附市、村上市、燕市、 
糸魚川市、妙高市、五泉市、阿賀野市、 
魚沼市、南魚沼市、胎内市、佐渡市 

【富山県】 
富山市、高岡市、射水市、魚津市、氷見市、 
滑川市、黒部市、小矢部市、上市町、南砺市 

【石川県】 
金沢市、小松市、白山市、七尾市、輪島市、 
加賀市、羽咋市 



参考‐2 

 

④また、H25 年度以降、下記の各調査を実施し、調査結果については、『北陸地方整備局

建政部ＨＰ』に掲載しています。 

・自治体アンケート調査（H25 年度）では、まちなか及びそれ以外の既成市街地の現状や課

題を分析し、また、人口規模別でも比較しています。また、新潟県 3 市、富山県３市、石

川県 3 市に対して、既成市街地の現状やまちなか拠点に関するヒアリング調査を実施し、

地域特性に応じた課題やまちなか拠点を整備するうえでのポイントなどを整理しています。 

・居住者アンケート調査（H26 年度）では、対象自治体にお住まいのまちなか居住希望者

（「現在まちなか居住者でまちなかに住み続けたい」もしくは「現在まちなか以外居住者でまちなかに住み替えたい」と回答した方）

800 人に対するインターネットアンケート調査を実施し、北陸地方のまちなか居住者の居

住スタイルや特性の傾向を整理しています。 

・需要側と供給側の意向についてマッチング検証（H27 年度）では、対象自治体での住み替

え予定のある方（一次取得者・二次取得者）または対象自治体へＵ・Ｉターンにより住み替え予定

のある方 800 人に対するインターネットアンケート調査と北陸地方に支店等のある、また

は事業実績がある大手民間事業者 23 社及び本社が北陸地方にあり、北陸地方において事業

展開されている地元民間事業者 25 社に対するアンケート調査を実施し、需給が一致する事

項と一致しない事項を整理しています。 

・民間事業者・地方公共団体アンケート調査（H28 年度）では、民間事業者及び地方公共団

体に対する郵送によるアンケート調査を実施し、既存ストックの流通状況やまとまった土

地に対する需要や既往制度の有無、活用状況、まちなかの既存ストックの活用や低未利用

地（青空駐車場など）活用やまちなか居住推進に向けての意向を整理しています。 

・7 市ヒアリング調査及び 37 市町アンケート調査の結果（H29 年度）では、7 市のまちなか

区域（S45DID）において実施されてきた「居住」「交通」「賑わい（商業・観光）」に関

する取り組み、主な効果と効果が得られた要因、また、事業プロセスの各段階における課

題と対策等を整理しています。また、7 市において実施されてきた効果的な取り組みにつ

いて、S45DID が存する管内の 37 市町の活用意向の有無等も整理しています。 

・公的不動産の活用事例についてのヒアリング調査（H30 年度）では、北陸管内の 9市に

おける公的不動産の活用事例について、土地・上物の活用状況や自治体ごとの特徴、

活用用途や運営方法、事業手法、民間活力の導入、自治体内の体制や官民連携への取

り組み等を整理しています。 
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①人口・・・歯止めのかからない人口減少、少子高齢化 
北陸地方では、人口が減少している都市が多く（76％）、全国平均以上の人口増が
見られる市は３都市のみである。 
また、今後の予測においても、全国の傾向を下回るペースで人口減少が想定され、
高齢化率のさらなる上昇など、人口減少・少子高齢化が懸念される。出典：国勢調査（H27） 

②DID・・・空洞化の続くDID 
DID 面積は全国と同様増加しているものの、人口密度は減少を続け、全国平均を下回
る人口密度となっている都市が97％を占めるなど、DIDの空洞化が顕著に表れている。 

出典：国勢調査（H27）  
③産業・・・懸念される地域の活力低下 

商業については、商業販売額の増減率が全国平均よりも減少している都市が多く、
地域の活力低下が懸念されている。特に人口１人当たりの年間商品販売額は、新潟
市・金沢市以外は全国平均を下回っている。                                              出典：商業統計（H26） 

④交通・・・自動車依存の強い交通状況 
北陸地方の移動手段は、自動車利用の割合が約７割にのぼるなど、クルマ依存であ
る傾向は、県庁所在都市以外の都市で特に顕著である。                         出典：国勢調査（H22） 

⑤住宅・・・・持ち家率が高い北陸地方、空き家率が高い石川県の都市 
北陸地方では、持ち家率が全国平均よりも高く、特に富山県の持ち家率が高い。ま
た、石川県では特に空き家率が高いなどの状況がみられている。 

出典：国勢調査（H27）、住宅・土地統計調査（H25） 
⑥地価・・・バブル期以降も続落する地価 

全国では地価は持ち直しの傾向にあるものの、新潟県、富山県においては横ばい傾
向が続いている。しかし、金沢市が持ち直し傾向にあることから、石川県において
は、持ち直し傾向がみられている。                                                出典：国土交通省地価公示（H28） 

⑦気候・・・全域が豪雪地帯に指定される多雪地域 
北陸地方は全域が豪雪地帯に指定されている多雪地域であり、冬期の雪の影響が大
きい地域である。また、その中でも新潟県は特に多雪地域として挙げられる。 

出典：全国積雪寒冷地帯振興協議会 
⑧財政・・・深刻な財政状況 

財政力指数について、全国の類似都市を下回る都市がほとんどであり、北陸の市町
の財政力は厳しい状況にあることがうかがえる。                      出典：市町村別決算状況調（H27） 

DID 人口密度の推移（ 2014 年/1975 年 ） 

【参考－１】 北陸地方の地域特性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ＤＩＤ内における人口密度の推移 
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○30/31 都市（97％）において DID 内の人口密度の推移（2014 年/1975 年）が全国平均を
下回っており、まちなか区域の空洞化の進行がうかがえる。 

出典：国勢調査（H27） 

DID区域が 

消失した都市 



参考‐4 

（１）実施概要 

北陸発まちなか居住推進協議会に属する 8 市（新潟市・長岡市・上越市・新発田

市・富山市・高岡市・金沢市・小松市）における「まちなか居住」に向けた「官民

連携」を活用した取り組みに関する現状や問題点・施策及びその効果などについて

明らかにすることで、北陸地方における地方都市再生に向けた検討の基礎資料とす

るため、ヒアリング調査を実施しています。 

本調査における「官民連携」による取り組みの定義は、「まちなかでの居住推

進」に向けて、官と民が役割分担しながら行った、または、行う予定のハード・ソ

フト両面からなる効果的な取り組みとしています。 

 

【官民連携によるまちなか居住の取り組み例】 

ハード：市街地再開発事業、区画整理事業、公営住宅整備、公的不動産の活用、

ランドバンク事業、エリアリノベーション事業など 

ソフト：条例制定・ガイドライン策定、ワンストップ窓口設置、地元金融機関と

の連携協定、エリアマネジメントなど 

 

①調査対象 

・新潟市、長岡市、上越市、新発田市、富山市、高岡市、金沢市、小松市 

②調査日時 

・ 9 月 30 日（月）13 時 00 分～ 小松市 

・10 月 7 日（月） 9 時 30 分～ 富山市、 13 時 00 分～ 高岡市、 

16 時 00 分～ 金沢市 

・10 月 8 日（火）10 時 00 分～ 上越市、 14 時 00 分～ 長岡市 

・10 月 9 日（水）13 時 00 分～ 新発田市、15 時 30 分～ 新潟市 

【参考－２】 ８市に対するヒアリング調査結果 
（令和元年度） 
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●ヒアリング項目 

〇まちなか居住、官民連携に対する考え方について 

項 目 概 要 

１ まちなか居住について  

 （1）まちなか居住に対する貴市の考え方

（積極性） 

ex.まちなか居住は必要だと考えており、立地適正

化計画において居住誘導区域を設定し、施策の

上乗せ補助など、取り組みを行っている 

 まちなか居住よりも医療・福祉や公共交通、商

業の活性化などが重要と考えているなど 

 （2）具体的な取り組み ●ハード・ソフト両面の取り組みをすべて提示し

ていただく 

２ 官民連携について  

 （1）官民連携に対する貴市の考え方 

  ※まちなか居住以外の取り組みも含み

ます 

ex.官民連携を積極的に取り入れるため、公的不動

産の跡地活用等においては、PPP/PFI を検討し

ている 

 官民連携を取り入れたいが、どのように進めれ

ばよいかわからない部分もあり、取り入れられ

ていないなど 

 （2）まちなか居住推進に向けた取り組み

の有無 

  ※１-（2）の取り組みのうち官民連携

しているもの 

●まちなか居住推進に向けた取り組みの中で官民

連携による取り組みの有無について確認する 

 （3）まちなか居住推進に向けた官民連携

の必要性 

ex.官民連携の必要性は感じているが、まちなか居

住推進に向けては難しい部分があると考えてい

るなど 

 

〇官民連携の取り組みや必要性について 

項 目 概 要 

１ 官民連携の取り組みがある場合  

 （1）取り組みの内容 ●ハード・ソフトの区分 

●事業名 ●実施期間 ●事業概要 

●事業費（補助金の活用状況） 

●官民の役割分担・仕組み 

●民間事業者の選定方法・タイミングなど 

 （2）経緯・きっかけ 
  ※物理的なきっかけ（公的不動産跡地

の存在など）だけでなく、行政内で
の発意や機運など 

ex.行政内にキーマンとなる職員がいた、地域住民

からの意見があったなど 

 

 

 （3）取り組みの成果・メリット ex.定住人口、社会動態など 
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 （4）課題の有無とその内容 
  ※課題があった場合は、その課題に対

する対策（庁内にプロジェクトチー
ムを設置、民間事業者への意向調査
を実施など）など 

ex.行政内部の体制不足、連携する民間事業者が見

つかりにくいなど 

 

 

 （5）今後の展望  

 

２ 官民連携の取り組みはないが、必要性は感じる場合  

 （1）現在または過去の検討状況 
 

 

 （2）取り組みが進まない要因 ex.予算、庁内調整、民間事業者等の不在など 

３ 官民連携の取り組みはなく、必要性も感じない場合  

 （1）官民連携が必要でない理由 ex.行政主体で課題はない、民間主体で事業が実施

されているなど 

４ 官民連携の取り組みについて、他市から教えもらいたいことなど 

 

〇官民連携に関する具体的な取り組みについて 

１ 官民連携が可能だと考えられる種地（公共・民間用地）、空き施設はありますか？ 

２ まちなかに点在している低未利用地の活用について、民間事業者との連携も含め、どの

ように考えておられますか？ 

３ 既存ストックの活用について、民間事業者への支援など、どのように考えらおられますか？ 

４ まちなか居住を推進するために、どのような官民連携が考えられますか？ 

５ 民間主体のリノベーションまちづくりなどの動き、担い手はおられますか？ 

６ 今後、民間事業者に対するヒアリング調査を実施する予定としています。貴市におい

て、官民連携のパートナーとなり得る民間事業者がありましたらご紹介ください。 

７ 民間事業者に対して、ヒアリングしてほしい事項（ex. 民間事業者が重要視するニーズ

など）はありますか？ 
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（２）ヒアリング調査結果のまとめ 

8 市に対するヒアリング調査結果及び課題を整理すると、下記のとおりです。 

①官民連携について 

 

②まちなか居住に向けた官民連携の取り組みについて 

 

●まちなか居住の必要性・重要性は各市ともに認識している。 

 →各市ともに都市計画マスタープランや立地適正化計画（居住誘導区域等）、中心市

街地活性化基本計画において、方針や具体的な区域などを位置づけている。 

●まちなか居住に向けた官民連携は、取り組みやメリットがイメージしにくいが、行政

として総合的に対策を行う必要があり、横断的な連携が必要である。 

 ・官民連携は必要だと思うが、本来は民間主導と考えられる。 

 ・住宅という個人資産に対し公的資金を投入すべきか判断が難しい。 

 ・再開発事業や住宅取得支援等は、行政が一部支援しているため官民連携といえる

が、官民連携の効果が発揮しているとは感じにくい。 

 ・まちなかは空き家・空き地をはじめ問題が山積しており、行政として総合的に対策

を行う必要があるが、横断的に連携しないと対応できない。 

 

●官民連携の必要性・重要性は各市ともに認識している。 

 ・効果的な施策展開のためには、民間のノウハウや活力の活用は重要と感じている。 

 ・行政が取組みを先導するが、徐々に民間主導に移行したい。 

 ・一方で、公的不動産の活用に関する市の方針が明確でない。 

●公共空間を活用したイベント開催や多様な都市機能を有する施設整備による「賑わい

創出」の取り組みが多い。 

 ・各市ともに賑わいづくりが基本であるが、まちの魅力向上がまちなか居住の促進に

つながっている。 

 ＜主な取り組み＞ 

 ・河川敷や庁舎広場を活用したイベントの開催 

 ・PPP／PFI 手法を用いた小学校整備 

 ・市街地再開発事業や優良建築物等整備事業による都市機能整備（居住含む）など 

●官民連携の手法や連携する民間事業者の選択が難しい。 

 ・どういった事業に PPP/PFI がマッチするか検討が難しい。 

 

官民連携の必要性・重要性は各市ともに認識しているものの、現時点では「賑わい創

出」の取り組みが多くなっている。また、官民連携の手法や連携する民間事業者の選択

が課題となっている。 
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③官民連携に関する具体的な取り組みについて 

○官民連携が可能だと考えられる種地、空き施設の有無 

 
 

  

●種地や空き施設あり【長岡市】【上越市】【富山市】【高岡市】【小松市】 

・活用予定あり：柳原分庁舎跡地（若者向け賃貸住宅等の予定）、青少年文化センター

【長岡市】、オーバード・ホール隣接地（ホール予定）、職員会館跡（民間開発予定）

【富山市】、銀行跡地（官民連携での活用希望）【高岡市】 

・活用予定なし：八人町小学校跡地【富山市】、商店街の中に点在する空き地【小松市】 

●種地や空き施設なし【新潟市】【新発田市】【金沢市】 

・民間が出来るところは民間に任せる。小学校跡地はコミュニティ施設等に利用され種

地にならない【金沢市】 

 

種地や空き施設があり活用予定なしのものについては、周辺道路の状況など、活用が

困難な可能性が高い。 

また、民間ができるところは民間に任せるべきという意見もある。 

 

●まちなか居住に向けた官民連携の取り組みの概要と成果 

 ・市街地再開発事業等による居住を含む施設の整備補助 

 ・道路等の公共空間整備と合わせた居住環境整備 

 ・戸建住宅の取得支援（個人向け：新築、購入、家賃補助） 

 ・共同住宅の整備補助（民間事業者向け） 

 ・固定資産税の減免 

 ・空き家情報バンク など 

 

まちなか居住の必要性・重要性についても、各市ともに認識しており、「立地適正化

計画」や「中心市街地活性化基本計画」等において位置づけているものの、具体的な施

策展開の際には、まちなかと郊外の区別をつけることが難しいとしている。 

また、まちなか居住に向けた官民連携の取り組みやメリットはイメージしにくいもの

の、行政としては、横断的な連携を図り、総合的な対策が必要としている。 
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○まちなかに点在する低未利用地の活用に関する民間事業者との連携について 

 
 
○既存ストックの活用に関する民間事業者への支援 

 

●空き家情報バンク：７市において実施 

・市で空き家情報バンクを運営し、建物調査等も市職員が実施【長岡市】【小松市】 

→市が運営する信用力があり、事業者も自由に登録できることから登録・成約件数が多

い 

・市と宅建協会等と協定を結び運営【上越市】【新発田市】【富山市】【高岡市】【金沢市】 

→登録件数が少なく、伸び悩んでいる 

・市で空き家情報バンクは実施していない【新潟市】 
 

 

●低未利用地の現況・課題 

・市の中心部には高齢化率が高く、空き家や狭隘道路が多いところもある。なかなか活

用されず、何かしらの手段や連携が必要【新潟市】 

・低未利用地の中でも、空き地は駐車場として利用されるが、空き家の場合はなかなか

活用されない【長岡市】 

・低未利用地が点在し空き家が多い。長屋等、建物の一部が利用されている場合もあ

り、活用が難しい【新発田市】 

●有効活用に向けた取り組みなど 

・都市のスポンジ化対策として、空き家・空き地を含めた研究をする勉強会を立ち上げ

た【富山市】 

・町家の空き家を活用すべきであり、モデル町家への補助を実施（年１軒程度改修）。

また、市内大学の学生向けの賃貸住宅として既存建物の利活用を進めている【小松市】 

・中心部に低未利用地が多々あり、居住を含め活用が進むように住民と一緒になって検

討中【上越市】 

・まちなかの空き地は駐車場になっており、駐車場の需要は依然としてある【長岡市】 

・低未利用地の利活用として集約駐車場の考え方は理解できる【金沢市】 

 

空き家や狭隘道路が多い、また、点在している空き家は、何かしらの対策が必要とは

するものの、活用が困難な状況となっている。 

一方で、駐車場の需要は依然とあることから、低未利用地の有効活用が進まない可能

性が高い。 
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○まちなか居住を推進するための官民連携の方法など 

 
 

●行政：活動支援、規制緩和 

・整備した建物の活用に対する補助や社会実験、法的な規制緩和などの支援が可能【長岡市】 
・各種活動の初動部分の手助け（財政的支援を含む）【長岡市】 
・まちなか高度利用整備事業などの補助事業【上越市】 

●行政：窓口や仲介、意見収集・集約としての機能 

・学生との意見交換による意見収集、大家さんと学生などをつなげる役割【新発田市】 
・建物所有者等に対する意識啓発【新発田市】 
・リノベーションを進める際の窓口機能【長岡市】 
・まちなかのよい場所や民間の意欲を調べること、まちなかの機運を高めるためのパネ
ルディスカッションなどの開催【富山市】 

●民間事業者：ノウハウや資金の活用 

・再開発事業の立上げ段階から事業協力者として民間事業者が参画し事業をスムーズに
進行【金沢市】 

 

行政の役割としては、活動支援や規制緩和、窓口や仲介、意見収集・集約としての機

能、民間事業者には、ノウハウや資金の活用が求められている。 

 

●中古住宅（空き家含む）のリフォーム補助：７市において実施 ※住宅購入者向けで

事業者向けはなし 

・まちなかに限定せず、市全体で実施【上越市】 
・リフォーム助成は個人向けであるが、応募者が多く抽選している【新発田市】 
・事業者に改修費用などを支援した場合、家賃や売値に反映されるとは限らない【金沢市】 

●空き家の解体補助：【上越市】【新発田市】【小松市】 

・近隣への影響が大きいまちなかを優先的に実施。市独自基準で老朽危険空き家を定義
【小松市】 

・今年から特定空き家の除却についての補助メニューを整備（現時点で活用はなし）【新
発田市】 

・まちなかに限定せず「特定空き家等」または「空き家等」で除却後の跡地活用などを
条件に補助【上越市】 
 

空き家情報バンクは７市で実施している。また、中古住宅（空き家含む）のリフォー

ム補助も７市で実施はしているが、いずれも住宅購入者向けである。 

老朽危険空き家については、市の独自基準を設定する、また、補助メニューを整備し

ている市も存在する。 

 



参考‐11 

○民間主体のリノベーションまちづくりなどの動きや担い手の状況 

 
 
  

●具体的な動き ：沼垂テラス【新潟市】 

         あまよっと横丁（富山に縁のある民間資本が実施）【富山市】 

         博労町まちかどサロン、リノベーションスクール【高岡市】 

         金澤町家【金沢市】、中山間地域（滝ヶ原）での空き家活用【小松市】 

●具体的な担い手：長岡まちなかリノベーションサポートセンター、 

         かきがわ不動産【長岡市】 

         富山市民プラザ【富山市】 

         ＮＰＯ法人金澤町家研究会【金沢市】 

 

具体的な動きや担い手も存在することから、活動しやすい環境を整えるための支援が

求められる。 

 



参考‐12 

（１）実施概要 

北陸地方のまちなかにおいては、ますます人口減少・高齢化が進み、低未利用地
や空き家も増加している。これらの敷地の多くは、狭小かつ権利関係が複雑で、地
権者の活用意欲が低いことなどもあり、これまでの官・民がそれぞれに行う取り組
みだけでは対応できない課題も多く存在しています。 
こうした背景を踏まえると、行政と民間事業者がお互いの強みを活かした「官民
連携」によるハード・ソフト両面からの取り組みが必要と考えられ、連携パートナ
ーとなる民間事業者の存在が不可欠となる。しかし、民間事業者にとって取り組み
やすい条件等が不明であることや、パートナーとなり得る民間事業者とうまくマッ
チングできていない可能性もあります。 
そこで、民間事業者の求めている条件や内容、官民連携する際に行政のサポート
が必要となる事項等を把握するため、地域に密着した事業を展開する民間事業者に
ヒアリング調査を実施しています。 

①調査対象・日時 

・特定非営利活動法人すまいるらいふサポート  12 月  3 日（火）13 時 00 分～ 
・かきがわ不動産（株式会社 池田組）     12 月  3 日（火）15 時 00 分～ 
・大和ハウス工業株式会社           12 月 16 日（月）16 時 00 分～ 

【参考－３】 民間事業者に対するヒアリング調査 
（令和元年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②調査内容（ヒアリング項目） 

１ まちなかにおける事業展開の状況（事業概要） 

 （1）現在実施されている事業の有無 
 （2）事業展開の状況もしくは事業概要 

２ 事業を展開する上での課題 
  ex.事業に活用できる物件（土地・建物）がない、ビジネスモデルとして成立しない 

３ 今後の事業展開についての可能性 

 （1）まちなかでの居住推進に向けた事業展開について、興味や関心はあるか？ 
 （2）どういうことが解決すれば、事業展開が可能か？ 
 （3）どういう部分でまちなか居住推進に協力できるか？ 

４ 行政のサポートが必要となる事項 

 （1）民間事業者として行政に求める動きとは何か？ 
 （2）既存制度で使いにくい部分は何か？あったほうが良い制度はどのような制度か？ 
 （3）金銭的な補助ではない支援策として、どういったものが必要か？ 

５ その他 

 （1）ドラッグストア・スーパー・衣料品店がまちなかに出るための条件は、どう
いうことだと思うか？ 

 （2）どのようにしたら民間事業者等から官民連携の動き（ex.つるおかランドバン
クなど）が出るか？ 



参考‐13 

（２）ヒアリング調査結果のまとめ 

民間事業者などに対するヒアリング調査結果及び課題を整理すると、下記のとおりと

なります。 

①まちなかにおける事業展開について 

 
 

  

●まちなかでの事業の必要性については認識している。 

・まちなかの賑わいのためにも居住は必要である。 

・マンションは除雪が不要なため高齢者のセカンドハウスとしてのニーズがある。 

・民間主体の場合はまちなかでの事業は居住と合わせて考える必要がある。 

＜主な取り組み＞ 

・空きビルのリノベーションと転貸 

・空き家の清掃と賃貸事業 

・空き家・空き地をまとめて駐車場整備など 

・狭小敷地での建て替え売却 

●地価の高さ、道路の狭さ、土地所有者の理解不足などの課題がある。 

・まちなかでは土地所有者が駐車場の収益が高いため売却してくれない。 

・道が狭い地区では建て替えなどができない土地もある。 

・まちなかでは空き家でも価格が高く、所有者と折り合いがつかない。 

・相続の整理がついていない場合も多い。 

・まちなかには高齢者など偏った年齢層が居住しており、若者の居場所を作るなど居住

を多様化することで魅力を生み出す必要がある。 

・まちなかに賑わいを生むための施策が必要であり、スーパーが撤退するなどまちなか

が不便になってしまっている。 

・持ち主不明な土地など売買したい人の情報を得ることが困難である。 

 

民間事業者は、まちなかの事業について必要性を感じているものの、事業採算性・土

地取得などの交渉・魅力創出等の面で課題が多く、土地取得が容易で採算性の見込める

まちなか以外での事業展開に流れてしまう可能性が高い。 

まちなかにおいても、土地取得のしやすい部分での事業が優先されるため、再整備な

どに取り残される地区が発生する可能性がある。 

 



参考‐14 

②行政のサポートが必要となる事項について 

 

●まちなかの価値を上げるための取り組みを求めている。 

・まちなかの価値を上げるための支援が必要である。 

・歯抜けになった空き家・空き地を買って、集合させて開発することが NPO 設立の目的

の一つであり、そのためには市としてマスタープランが必要と考えている。 

・物販では人が呼べないのが現状であり、先進企業が来て人が集まるシアトルのよう

に、GAFA などの本社機能が移転することがまちなかの再生になるのではないか。 

●土地取得や売買のマッチングに対するサポートを求めている。 

・所有者と入居希望者のマッチングができればいいが、入居希望者の情報が無い。 

・謄本データに載っていない、持ち主不明な土地について行政が照会できるサポートが

あればいい。 

・区画整理などの土地をまとめることを行政サイドで進めていただければ、その土地に

建物を建てる部分は協力できる。 

●まちなかの土地の流動化を進める施策を求めている。 

・まちなかは地価が上がるので住宅建築のための補助金を充実してほしい。 

・道路整備、細街路の消雪などが整備できれば、民間も住宅建設ができる。 

・現状では、持っている人が有利で、そのまま空き家として保有していてもペナルティ

がないという状況を改善する必要がある。 

・シャッターを閉めた建物は、固定資産税を上げるなどの施策があるといい。 

・固定資産税の納付書に NPO の案内チラシを入れて空き家の相談やマッチング、流動化

ができればいい。 

・行政の空き家相談会に民間業者が参加できるといいと思う。 

・広報や所有者の意識啓発の部分について支援をお願いしたい。 

 

行政には、まちなかの価値を上げるためのビジョンやマスタープランの作成、空き

家・空き地所有者の情報共有、所有者の意識啓発のための広報、相談会の開催などのソ

フト施策を求める意見が多く、細街路や消雪の整備、複数の土地をまとめることなどの

意見も見られた。 

制度や仕組み、マスタープランなど行政のまちなかに対する方向性が共有でき、まと

まった土地が確保できれば、建て替えや再開発などの支援は民間として対応できる可能

性が高まると考えられる。 
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